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ごあいさつ

「敬地愛人－地域発展のために」

国際・地域連携センター　　　　
副センター長、産学官連携部門長

石塚　悟史

　国際・地域連携センターは、平成24年７月で８年目に入りました。国際・地域連携センターに

は、「地域連携・再生部門」、「産学官連携部門」、「知的財産部門」、「国際連携部門」の4部

門があります。これまで「地域の大学」を標榜する高知大学の営業窓口として、センタースタッフ

一丸となり、精一杯の活動を続けております。平成24年１月に芸西村と県内11番目の自治体として

連携協定を新たに締結し、活発な事業を進めています。また、「土佐フードビジネスクリエーター

（ＦＢＣ）」人材創出事業に代表される地域産業の中核人材プラットフォームの構築などを通じ

て、その成果が着実に出つつあるところです。

　さて、地域活性化の手段として、産業界（産）、研究教育機関（学）、市町村（官）等が連携し

た取り組みが全国で活発に行われています。高知県では、第2期高知県産業振興計画において「産

学官連携の強化」を柱の１つに掲げ、①産業振興に資する産学官共同の取り組みの一層の推進、②

県内の産学官が一堂に集まり、連携した取り組みを進める仕組み作り、③高知県産業を担う人材の

育成に関する事業を推進しています。当センターでは地域再生や地域産業振興に繋がる産学官連携

の取り組みを加速させたいという思いから、当センターが事務局となり、産学官の多くの関係機関

と協働で産学連携学会第10回全国大会を平成24年６月14、15日に高知市内で開催しました。本学

会の基調講演には、高知県知事の尾﨑正直氏に「産学官連携による地域活性化」というテーマで講

演を頂き、その後、「土佐が考える地域活性化の方向性」と題したシンポジウムが開かれました。

全国の大学や民間企業、関係省庁、県内自治体から約500人の参加者があり、地方の産学官連携に

よる長期的な地域振興、地域活性化について熱心な議論が行われました。大会の翌日である６月16

日には、高知県における産学官の人的ネットワークを形成し、地域経済の活性化に寄与することを

目指して、土佐経済同友会をはじめとする産学官のメンバーが中心となり、土佐まるごと社中（産

学官連携のネットワーク組織）が設立されました。当センターも土佐まるごと社中設立の協力機関

として関わるとともに、現在、土佐まるごと社中の事務局を担っております。

　少子高齢化や労働力人口の減少により、地域経済が疲弊しつつあるなか、地域活性化のために、

個々の機関でやるべきことをするのは当然であります。今後は個々の取り組みとしてとらえるので

はなく、更に地域全体や地域と地域の繋がりを意識した上で全体の最適を考えた本当の産学官連携

が必要であると考えております。これからもスタッフ一同「敬地愛人－地域を敬い、人を愛する」

精神を持ち続け、地域発展のために努力してまいりますので、高知大学国際・地域連携センターに

温かいご支援を頂きますようお願い申し上げて、ご挨拶とさせて頂きます。
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飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画
         高知県産業振興計画とは～計画策定の背景～ 

●人口が全国に15年先行して自然減 ●高齢化率の上昇も全国に10年先行 

10年先行 

●低調な民間の設備投資と乏しい資本ストック（蓄積） ●小規模零細事業所に従事する労働者の割合が高い 

出展：H22工業統計調査  

※一事業所は、工業統計調査で把握できる従業者30人以上の事業所  

7.9% 8.3% 8.7% 8.1% 12.1% 
9.7% 10.0% 10.5% 11.2% 

16.9% 8.4% 9.0% 9.4% 9.8% 

10.8% 21.2% 20.1% 24.9% 23.8% 

32.8% 

52.8% 52.6% 46.4% 47.2% 
27.5% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全国 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 

100人～ 

30人～99人 

20人～29人 

10人～19人 

4～10人  

出展：H22工業統計調査  従業員規模別事業所への従業者数割合  製造業の有形固定資産の状況

高知県 94 ( 46) 790 ( 50)
徳島県 349 (171) 2,243 (140)
香川県 163 ( 80) 1,281 ( 80)
愛媛県 309 (151) 2,364 (148)
全国平均 204 － 1,595 －

一事業所当りの設備投資額
（百万円／事業所）

（　）は全国平均値を100とした場合

一事業所当りの固定資産額
（百万円／事業所）

（　）は全国平均値を100とした場合

高知県経済が抱える根本的な課題に正面から向き合い、根本から元気にするための
トータルプラン （第1期：H21～23 第2期：H24～27） 
根本的な課題とは・・ 

3 
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飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

産学官連携を活かした産業振興 

【防災関連産業・新ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業の振興】 
・防災産業交流会、新ｴﾈ産業交流会の開催 など 

【企業研究会方式による成長分野の育成】 
（5分野：食品・天然素材・環境・健康福祉・ｺﾝﾃﾝﾂ） 

【ものづくりの地産地消】 
・ものづくり地産地消ｾﾝﾀｰの体制強化、ものづくり総合技術展 
・ものづくり補助金を活用した製品開発と県内への導入 など 

研究開発 販売の拡大 ものづくり 

【産学官をつなぐ場づくり】     産学官連携会議～常設のプラットホーム～ 
【新たな産業の芽を育てる】 産学官連携産業創出研究推進事業 等

【産業を育てる人づくり】       土佐まるごとビジネスアカデミー

産学官連携の推進 

【技術支援】 

 ・工業技術センター 

 ・紙産業技術センター 

            等 

【企業立地促進補助金】 
・全国トップクラスの助成制度（企業誘致・県内企業の生産拡大） 

産業振興セン
ターに 
「外商支援部」
を設置 

見本市への
出展や商談
会等を拡大 

外商機能 
の強化 

外商機会 
の拡大 

県内企業の設備投資の促進 
・新たな補助制度の創設（雇用要件等の緩和：新規雇用１人以上、投資額2,500万円以上） 

学びの段階から事業化までの多様なサポート  
により、実践者のチャレンジを応援する 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

１０年後の成功イメージ 
「地産外商が進み、地域地域で若者が           
誇りと志を持って働ける高知県」 

農業分野 林業分野 

・地域で暮らし 
 稼げる農業 

・山で若者が働く、 
全国トップ３の国産材産地 

○農業産出額

○原木生産量 ○木材・木製
品製造業出荷
額等

（代表する数値目標） （代表する数値目標）

4
年
後

現
状

4
年
後

現
状

10
年
後

 65万㎥ 
以上 

62万㎥ 
以上 

40.4万㎥ 
（H22） 

200億円 
以上 

190億円 
以上 

150億円 
（H22） 

10
年
後

  930億円
（H22） 

 1,000億円 
以上 

 1,050億円 
以上 

4
年
後

10
年
後

現
状

地産地消・地産外商
戦略（食品分野） 水産業分野 観光分野 商工業分野 

   726億円（H22） 

  800億円以上 

  900億円以上 

4
年
後

現
状

10
年
後

・ALWAYS地産地消 
・素材を生かした 
    加工立県 
・県産品が全国ブランドに 

・ものづくりから 
   の雇用拡大と 
   地域の賑わい 

・地域の魅力が人を誘う、
世界に通じる観光産業 

・若者が住んで稼げる 
 元気な漁村 

○食料品製造業
出荷額等

  4,681億円       
           （H22） 

5,000億円 
以上 

6,000億円 
以上 

4
年
後

現
状

10
年
後

○製造品出荷額等

388万人 
（H23） 

400万人 
以上 

 435万人 
以上 

4
年
後

現
状

10
年
後

○県外観光客
入込数

○観光
総消費額

953億円 
（H23） 

    

 1,300億
円以上 

4
年
後

現
状

10
年
後

○沿岸漁業
  生産額

○水産加工 
  出荷額+

（代表する数値目標） （代表する数値目標） （代表する数値目標） （代表する数値目標）

4
年
後

現
状

10
年
後

10
年
後

400億円 
以上 

370億円 
以上 

348億円 
（H21） 

200億円 
以上 

170億円 
以上 

160億円 
（H21） 

+

+

+ 現
状

4
年
後

若者が志を持って打ち込める魅力ある仕事をつくる 
◎全国一サポート体制が
整った県を目指す 

◎全国一学びの機会が 
多い県を目指す 

   1,100 億 
   円以上 

高知県産業振興計画とは～第2期計画で目指す成功イメージ～ 
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  （高知県10年ビジョンの考え方・骨子）

県民共通の価値基準としての独自の幸福度指標（高知
県民総幸福度・ＧＫＨ＜Gross Kochi Happiness>）の
導入と、その向上を目指した地域づくり 

 ✔ 地域の豊かさを、経済指標だけではなく、環境、福祉、 
   コミュニティ機能など広い意味での生活水準と、それに対す 
   る住民の充足度によって測る（ＧＮＨ的視点)。 

 ✔ 地域づくりへの参画が、住民の主観的幸福度の向上に繋がる 
  （フライ､ブルーノS､｢幸福の政治経済学｣)。 

 Ⅰ．「日本一の幸福実感県・高知」の実現（トータルビジョン） 

           ▽ 高知県民総幸福度（ＧＫＨ）の指標イメージ 

・自然環境の身近さ…………エネルギー県内自給率、山・川・海への時間距離等 
・食の豊かさ・安全…………食料県内自給率、県外客の満足度等 
・人との交流度………………年間に家族・仲間同士と飲む回数、移住者数等 
・安心できる医療福祉環境…医療福祉施設の充足度、在宅療養割合等 
・所得・雇用環境……………一人当たり県内ＧＤＰ、県内企業の社員満足度等 
・地域ｺﾐｭﾆﾃｨとの繋がり……地域行事参加率、自主防災組織数等 
・人材活用度…………………県内内定率、高齢者・女性の就業率等 2 

食料・エネルギーの地消地産・地産地消の徹底 

ビジョンに沿った投資・インフラ整備の促進 

 ✔ 元気な高齢者をターゲットにした街づくり 

 ✔ 情報通信技術を活用した地域コミュニティ基盤の整備 

 ✔ 南海地震に備えた防災インフラの優先的整備 

「土佐的循環型・共生社会」を支える新産業の育成・
既存産業の強化 

 ✔ 雇用の核となる医療福祉・健康関連サービス、環境・エネ 
   ルギー産業の育成 

 ✔ 大都市圏からの元気な高齢者の二地域居住・移住の促進 

 ✔ 「日本一の幸福実感県」のブランド戦略による第一次産品 
   の地産外商、観光振興 

 Ⅲ．ビジョンの実現を通じた経済・産業の活性化 
     ―― 幸福論に基づく成長戦略 

4 

幸福実感の基礎となる目指すべき社会像の提示 

  ―― 10年後の社会変化への前向きな対応 

 ① 高知の豊かな自然環境が守られ、食料・エネルギー・森林資 
   源の循環利用が徹底して進んでいる社会 

 ② 中核エリアへの住居・商業施設・医療機関・教育文化施設の 
   集積が進み、高齢者が元気に暮らしている社会（都市部での 
   共生） 

 ③ 行政と「新しい公共」を担う企業・市民の取り組み・交流と、 
   情報通信技術の活用によって、温かな地域コミュニティが守 
   られている社会（中山間部での共生） 

 ④ 地域コミュニティ組織が再構築され、南海地震に備えて地域 
   力による防災体制が築かれている社会 

 Ⅱ．「土佐的循環型・共生社会」の実現（サブビジョン） 

3 

 ＧＫＨの向上を目指して、行政･企業･市民･教育機関が自律
ある取り組みを展開 

 「高知県産学官連携会議」を軸にした連携強化、ＴＭＳ
（土佐まるごと社中）等の異業種交流の取り組みを通じた
人的ネットワークの拡充 

 新産業育成に向けた連携 

 ✔ 中長期的なテーマ設定に基づく共同研究の推進 

 ✔ 「モノづくり」と「市場開拓」の情報共有、異業種交流を 
   通じた事業化の推進 

 産学官民の機能を活かした産業人材育成プログラム、社会
人向け研修の整備・充実 

                           以 上 
｢高知県10年ビジョンの提言｣の詳細は､土佐経済同友会ＨＰ(http://www.tosadoyukai.com/)を参照。 

 Ⅳ．10年ビジョンにおける産学官民連携 

5 
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 主導するセクターによってその性格は規定される 
 カリスマ性あるビジョナリーリーダーの存在 
 行政（官）主導で構築されようとしたコミュニティは大抵うまくいっ
ていない。行政が息切れしたところで終っている 

 持続性あるモデルを有する地域は、地方では“地域アイデンティ
ティ”が求心力（地域アイデンティティが求心力であり続けると、
プレイヤーの活動領域が地域の外に広がりにくい性質が発生す
る事は注意を要する） 

 大都市圏あるいはその近傍では“地域アイデンティティ”は求心
力にならない 

 “強い参加者”、“意欲ある参加者”で構成される組織は、組織内
部での“シナジー”が発揮されやすい 

（“やる気のない人”の存在はコミュニティ全体のモチベーションを
低下させる） 

産学官連携とは異なるセクター間の
連携・融合によって知的生産がなさ
れるプロセスあるいはその状態その
もの 

“イノベーション”は産学官連携の結
果として“産のセクター”によっても
たらされる成果 

 
 企業 大学を“ツール”として使って、自身の研究開発を促進
し、“事業化”をすること。これにより企業を大きくしたい 

 官（行政） 最終的には雇用の創出、税収の増大を目指す 
 大学 産業界との連携による外部資金の獲得、研究教育活
動の活性化（地域へのシンパシーの中で地域に歩み寄ろうと
する大学教員も勿論多数あり！） 
“企業の事業創出(拡大）”が一番のドライビングフォースである
が、それぞれ目的が異なる！相手に自分の目的ばかり押し
付けるとコンフリクトや歪みが発生する！ 
広義の意味でのコーディネート（調整）機能が必要！ 
（この場合の調整機能は必ずしもセクターに依存するもので
はない） 

 ある種の目的意識を持つ人達が集積され、シナジー
が発揮される 

 コミュニティを形成されることで、個々のセクターの相
互理解が促進され具体的な連携へつながる事がこの
場合期待される 

 今まで産学官連携や異業種交流を目的として、様々
な組織構築の試みが各地域でなされてきた。 

 形骸化していしまっている事例のほうが圧倒的に多い 
 
以下、全国的に著名な“成功していると評価される”産
学官連携コミュニティについて紹介する 

２００４年から野長瀬祐二埼玉大准教授（現 山形大教授）がさいたま
新都心で始めた産学官連携を意識した異業種交流組織。意欲ある
研究開発志向の企業の集積を運営で意識される。 

 現在は事務局は、地方公共団体の支援機関や金融機関の関係者が
共同で担う。大学教員が中心でありながら、目的意識は“産”志向 

基本理念 
 ボランタリーな広域産官学連携  
（既存の公式組織と共存した非公式組織）  
企業家を中心とする「接触の利益」の創出  
 ダイナミズムある企業家が主役） 
非メンバーシップ制、中心人物有志によるコモンズ（社会共有資産）の
形成  

 意欲的個人が中心の非営利ネットワーク） 
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事 業 報 告

地域連携・再生部門

産学官連携部門

知的財産部門

国際連携部門





Section

地域連携・再生部門

★高知大学オープン・クラス（授業公開）第 1 学期開始
高知大学連携自治体課長会（高知大学）
高知大学・四万十市連携事業報告会「アユ生態調査」（四万十市立中央公民館）
大学訪問（高知県立中芸高校）
第 1 回生涯学習企画会議
高知大学・室戸市連携事業「変形性膝関節症予防・改善のための水中運動
プログラム」事前測定会（室戸市保健福祉センターやすらぎ）
大学訪問（京都府立海洋高校）
大学訪問（高知高校）
碁石茶新需要創造協議会（高知県工業技術センター）
出前公開講座（土佐町）第 1 回：「地域ブランドを創る！～高知の強みを活
かしきる～」
大学訪問（高知県立高知ろう学校）
大学訪問（香川県立琴平高校）
高知大学・室戸市連携事業「変形性膝関節症予防・改善のための水中運動
プログラム」効果測定会（室戸市保健福祉センターやすらぎ）
出前公開講座（土佐町）第 2 回：「高知の柚子～日本一とその魅力～」
大学訪問（高知県立梼原高校）
大学訪問（高知県立室戸高校）
第 8 回高知市コーディネーター会議（高知市たかじょう庁舎）
出前公開講座（土佐町）第 3 回：「南海地震に備える～東北地方太平洋沖地
震から学ぶこと～」
芸西村人材研修「防災講演会」（芸西村民会館）
出前公開講座（土佐町）第 4 回：「今に生きる兼山の仕事」
出前公開講座（土佐町）第 5 回：「スポーツ指導を考える」
第 2 回生涯学習企画会議
出前公開講座（中土佐町）第 1 回：「中山間地における防災上の課題」
高知大学・室戸市連携事業「変形性膝関節症予防・改善のための水中運動
プログラム」成果報告会（室戸市保健福祉センターやすらぎ）
★高知大学オープン・クラス（授業公開）第 1 学期終了
出前公開講座（中土佐町）第 2 回：「東日本大地震を踏まえた沿岸集落の地
震防災上の課題」
出前公開講座（中土佐町）第 3 回：「地震による液状化災害の実態と対策」
出前公開講座（大豊町）第 1 回：「ブリ（鰤）を食べたら柚子の香りがするっ
て、本当ですか？」
出前公開講座（中土佐町）第 4 回：「東日本大震災における沿岸集落および
構造物の被害」
出前公開講座（中土佐町）第 5 回：「中土佐町における地震防災対策上の課
題（参加者との意見交換を含む）」
出前公開講座（大豊町）第 2 回：「大豊町の高齢者集落での高知大学の取り
組み」（台風のため 10 月 14 日に順延）
出前公開講座（大豊町）第 3 回：「要介護にならないための運動法～ロコ・
トレを行って、元気で長生き～」
出前公開講座（大豊町）第 4 回：「地球にやさしいバイオマス」
出前公開講座（大豊町）第 5 回：「血圧について」
★高知大学オープン・クラス（授業公開）第 2 学期開始
秋の公開講座「開発途上国論」第 1 回
大学訪問（高知県立室戸高校）
秋の公開講座「開発途上国論」第 2 回
第1回大豊町ブルーベリープロジェクトワークショップ（大豊町農工センター）
大学訪問（静岡県立伊東高校）
出前公開講座（大豊町）第2回：「大豊町の高齢者集落での高知大学の取り組み」
秋の公開講座「震災を見据えた健康管理」第 1 回
秋の公開講座「開発途上国論」第 3 回
高知大学・室戸市連携事業「生活習慣病予防・改善のための水中運動プロ
グラム」事前測定会（室戸市保健福祉センターやすらぎ）
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（社会編）第 1 回「防災活動の現状
と課題～東日本大震災を教訓に～」
大学訪問（高知県立高知東高校）
秋の公開講座「震災を見据えた健康管理」第 2 回
秋の公開講座「開発途上国論」第 4 回
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（自然編）第 1 回「土佐湾の海底地形・
地質とコアから読み取る環境変動」
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（社会編）第 2 回「新しい公共とＮＰＯ」
出前公開講座（梼原町）第 1 回：「発達障害をもつ子どもたち」
大学訪問（高知中学校）

4 月 11 日
4 月 26 日
4 月 27 日
5 月 12 日
5 月 18 日
5 月 25 日

6 月 2 日
6 月 3 日
6 月 23 日
6 月 30 日

7 月 4 日
7 月 6 日

7 月 7 日
7 月 12 日
7 月 13 日
	
7 月 14 日
	

7 月 21 日
7 月 28 日
8 月 1 日
8 月 3 日
	

8 月 8 日
8 月 10 日

8 月 17 日
8 月 19 日

8 月 24 日

8 月 31 日

9 月 2 日

9 月 9 日

9 月 16 日
9 月 30 日

10月 3 日
10月 5 日
10月 6 日
10月 12 日
	

10月 14 日
10月 16 日
10月 19 日
	

10月 21 日
10月 23 日
10月 26 日
	

	

10月 27 日

● 活 動 報 告

　平成 23 年

秋の公開講座：高知大学・高知市共催（自然編）第 2 回「高知県の河川か
ら土佐沖への物質流入とメタンハイドレートの形成」
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（社会編）第 3 回「高知市の財政状
況と課題」
秋の公開講座「グラフィックデザインを楽しむ」第 1 回
大学訪問（香川県立高松西高校）
出前公開講座（梼原町）第 2 回：「学級崩壊を防ぐためのメッセージー集団
行動をとれない子ども達ー」
秋の公開講座「グラフィックデザインを楽しむ」第 2 回
秋の公開講座「パラタクソノミスト養成講座ー自然の記録を残す人をつく
る」第 1 回
秋の公開講座「震災を見据えた健康管理」第 3 回
2011 カツオフォーラム in 枕崎（南薩地域地場産業振興センター）
大学訪問（岡山県立総社南高校）
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（自然編）第 3 回「高知県の淡水・
汽水域の魚類～日本の淡水魚の最近の話題～」
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（社会編）第 4 回「高知市経済の特
徴と課題」
出前公開講座（梼原町）第 3 回：「コミュニケーション（相互行為）と飲食ー
ヒトはどのようにして人になるかー」
秋の公開講座「グラフィックデザインを楽しむ」第 3 回
秋の公開講座「パラタクソノミスト養成講座ー自然の記録を残す人をつく
る」第 2 回
秋の公開講座「震災を見据えた健康管理」第 4 回
秋の公開講座「パラタクソノミスト養成講座ー自然の記録を残す人をつく
る」第 3 回
第2回大豊町ブルーベリープロジェクトワークショップ（大豊町農工センター）
秋の公開講座「グラフィックデザインを楽しむ」第 4 回
秋の公開講座「震災を見据えた健康管理」第 5 回
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（自然編）第 4 回「四国南部沿岸域
の植生史」
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（社会編）第 5 回「パネルディスカッ
ション：これからの高知を考える　地域防災の視点から」
出前公開講座（梼原町）第 4 回：「耳から始めよう英語学習」
高知大学・室戸市連携事業「生活習慣病予防・改善のための水中運動プロ
グラム」成果報告会（室戸市保健福祉センターやすらぎ）
高知大学・室戸市連携事業「在宅運動・ロコトレ体操」事前測定会（羽根
公民館、吉良川公民館）
秋の公開講座「グラフィックデザインを楽しむ」第 5 回
秋の公開講座「パラタクソノミスト養成講座ー自然の記録を残す人をつく
る」第 4 回
出前公開講座（梼原町）第 5 回：「発達段階に応じたスポーツ活動を考える」
高知大学・室戸市連携事業「在宅運動・ロコトレ体操」事前測定会（佐喜
浜公民館）
大学訪問（徳島県立脇町高校）
秋の公開講座：高知大学・高知市共催（自然編）第 5 回「南海地震に備えるー
東日本大震災の実状と反省点ー」
第3回大豊町ブルーベリープロジェクトワークショップ（大豊町農工センター）

平成 23 年度碁石茶「目慣らし会」（大豊町農工センター）
安田町第 1 回土づくりセミナー「土のこと知っちゅうかえ　―まずは土か
ら―」（安田町文化センター）
★高知大学オープン・クラス（授業公開）第 2 学期終了
第4回大豊町ブルーベリープロジェクトワークショップ（大豊町農工センター）
安田町第 2 回土づくりセミナー「環境保全型農業のための土づくり」（安田
町文化センター）
第 3 回生涯学習企画会議
秋の公開講座「パラタクソノミスト養成講座ー自然の記録を残す人をつく
る」第 5 回

「中山間地域におけるブルーベリーの可能性」説明会（大豊町総合ふれあい
センター）
安田町第 3 回土づくりセミナー「どうすることが土づくり？」（安田町文化
センター）
大学訪問（高知県教育委員会）
高知大学・芸西村連携事業「在宅運動・ロコトレ体操」説明会（芸西村民会館）

11月 2 日

11月 4 日
11月 8 日
11月 9 日

11月 11 日
11月 12 日

11月 13 日
	
11月 14 日
11月 16 日
	

	

11月 18 日
11月 19 日

11月 20 日
	

11月 22 日
11月 25 日
11月 27 日
11月 30 日
	

	

	

	

12月 2 日
12月 3 日

12月 7 日
12月 14 日

12月 19 日
12月 21 日

12月 22 日

1 月 18 日
1 月 26 日
	
2 月 9 日
	
2 月 22 日

2 月 23 日
2 月 26 日

3 月 6 日

3 月 14 日

3 月 17 日
3 月 23 日

　平成 24 年
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　高知大学は、県内自治体との連携協定等に基づき、各自治体を中心とした以下の連携事業等を実施した。

【高知県】高知県食品産業研究会、高知県食品産業協議会、高知県食料産業クラスター協議会、高知県産学官連携会議、

高知県産業振興計画フォローアップ委員会、コア・サイエンス・ティーチャー養成拠点構築事業

【高知市】高知市総合調査、高知市総合調査を活用した公開講座、高知市総合調査を活用した小学生用補助教材作成

【室戸市】健康増進事業（シレスト室戸水中運動プログラム、ロコトレ体操）

【四万十市】天然スジアオノリの生産量アップの実証実験事業、天然アユを守る取り組み

【香南市】ヒラメ中間育成施設の活用

【安田町】人材育成事業「土づくりセミナー」

【芸西村】人材育成事業「防災講演会」、土着天敵昆虫の普及活動、健康増進事業（ロコトレ体操）

【大豊町】碁石茶新需要創造協議会、ブルーベリープロジェクト、出前公開講座

【黒潮町】日本カツオ学会（カツオフォーラム in 枕崎、会報誌発行、ホームページ開設）

【土佐町】出前公開講座

【中土佐町】出前公開講座

【梼原町】出前公開講座

○高知大学連携自治体課長会
　高知大学はこれまで、各市町村と連携協定に基づく連携事業を推進してきたが、これまで以上に幅広い連携事業の

展開を協議する場として、10 連携自治体及び連携を計画している 2 自治体の企画担当役（課長）が一堂に会した「高

知大学連携自治体課長会」を開催した。

日時　　平成 23 年 4 月 26 日（火）　13：00 ～ 17：00

場所　　高知大学人文学部棟５階第１会議室

参加者　50 名（市町村職員 19 名、高知県職員 15 名、

            高知大学教職員 16 名）

○第２回高知大学ホームカミングデー
日時　　平成 23 年 11 月 12 日 14：15 ～ 16：00

場所　　高知大学共通教育 211 教室

受田浩之センター長がシンポジウムのコーディネーターとして

登壇

テーマ　｢ 連携自治体は高知大学に何を求めるのか？ ｣

　高知大学と自治体等との連携事業
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○芸西村人材育成事業「防災講演会」
　近い将来予測される南海地震に備えた防災対策が各自治体に求められるなか、本学が有する防災に関わる専門的知

識を提供することで、地域の防災人材の育成に貢献するため、芸西村人材育成事業「防災講演会」を開催した。

日時　平成 23 年 7 月 14 日（木）　13：30 ～ 16：30

場所　芸西村民会館

講演　「東日本大震災を踏まえた芸西村の防災対策課題」

　　　高知大学教育研究部自然科学系農学部門　

         大年邦雄　教授

　　　「南海地震に向けた防災対策」　

         高知県南海地震対策課　森本剛正　チーフ

参加者　114 名

○日本カツオ学会活動
　平成 23 年１月に黒潮町と高知大学との連携及びカツオに関連の深い県内 4 自治体（黒潮町・土佐清水市・中土佐町・

奈半利町）、県外 11 自治体が発起人となり設立された日本カツオ学会は、地域・領域・学問・立場など様々なレベル

を超えて、カツオの価値を問い直すことを目指している。その活動の一環として、平成 23 年度は以下の活動を行った。

・カツオフォーラム in 枕崎　～かつお節日本一の枕崎でカツオの未来を語る～
　カツオの資源や需要について、国際的な視点で検証するとともに漁撈技術やカツオの栄養や利活用、東日本大震災

の影響についても考察し、カツオを無駄なく活用している枕崎の現状を紹介し、情報交換や相互交流を深めることを

目的に開催した。

　日時　平成 23 年 11 月 13 日（日）12：50 ～ 18：20

　場所　（財）南薩地域地場産業振興センター

　基調講演　「カツオをめぐる国際環境と日本」　

                 東京海洋大学大学院　末永芳美　教授

　特別講演　「東日本大震災とカツオ漁業」

                水産庁資源管理部漁業調整課　

                高瀬美和子　課長補佐

　参加者　約 300 名

・学会会報誌　第 1 号、2 号
　学会活動を広く会員に周知するとともに、カツオについての様々な情報を共有するため、会報誌の発行を行った。

平成 23 年度は 9 月と 2 月に発刊し、全会員に送付した。

　第 1 号　特別寄稿「震災後の海と人間」　神奈川大学　川島秀一　特任教授（前リアス・アーク美術館副館長）

　第 2 号　特別寄稿「かつお節の調査」　長崎大学　片岡　千賀之　名誉教授

・学会ホームページ開設
　学会活動を非会員にも広報し、学会の社会的認知度を高めることで会員数の確保を図るとともに、カツオに関する

様々な情報をホームページ上で公開することで、広く一般の消費者にその魅力を伝え、カツオのファンづくりに向け

た取り組みにすることを目的に、平成 23 年 10 月 18 日に学会ホームページを開設した。

（http://www.katsuo-gakkai.jp/）
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○芸西村と連携事業に関する協定を締結
　高知大学と芸西村は平成 24 年 1 月 27 日、地域における互いの情報及びノウハウを結び付けること等を通じて相互

の連携を強化し、もって相互の発展並びに地域の発展に貢献するため、連携事業に関する協定を締結した。本学が県

内の市町村と連携協定を結ぶのは 11 例目となる。

　同日、高知大学において、相良学長と竹内芸西村長ら関係者の出席のもと協定書の調印式が行われた。本協定によ

り本学と芸西村は、連携協議会を設置し次の連携事業を行う。

（１）高知大学の教育及び研究に関すること

（２）高知大学に在学する学生の地域学習及び研究機会の拡

大に関すること

（３）芸西村の計画等に関すること

（４）芸西村の施策等に関すること

（５）農林水産業及び地域振興に関すること

（６）その他目的を達成するために必要な事項

○安田町人材育成事業「土づくりセミナー」
　安田町はハウス園芸発祥の地とされており、ナスやピーマン栽培に古くから取り組んでいる。近年は環境保全型農

業にも積極的であり、町役場が中心となって様々な取り組みを行っている。その一環として、町から大学に対して、

環境保全型農業のための土づくりについて講演を依頼され、１月から土づくり連続セミナーを開講した。

1 月 26 日（木）　第１回「土のことを知っちゅうかえ？ ～まずは土から～」 

　　　　　　　 高知大学　櫻井　克年　理事

2 月 22 日（水）　第２回「環境保全型農業のための土づくり」　 

　　　　　　　 高知大学教育研究部自然科学系農学部門　西村　安代　准教授

3 月 14 日（水）　第３回「どうすることが土づくり？」

　　　　　　　 高知大学教育研究部自然科学系農学部門　山根　信三　講師
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　平成 23 年度は、地域連携・再生部門の公開講座等の企画・立案、分析評価等について審議する生涯学習企画会議

を３回開催した。主なトピックは次のとおりである。

第１回（平成 23 年５月 18 日開催）
○秋の公開講座は、平成 22 年度に抜本的改編した４群からなるスキーム（第１群：一般教養・現代テーマ等、第２群：

高知大学・高知市共催公開講座、第３群：「環境」人材育成を目途とする講座、第４群：「地域再生」人材育成を目途

とする講座）を踏襲することとした。ただし、第１群にあっては、学内教員から自発的申し出があったものを対象と

していたが、平成 23 年度からは学内公募を行うこととした（４件程度）。

○出前公開講座及びオープン・クラスについては、平成 22 年度の実施状況を評価し、平成 23 年度もこれを踏襲する

こととされた。

第２回（平成 23 年８月１日付メール会議）
○秋の公開講座第１群（一般教養・現代テーマ等）の学内公募に対し、４件の応募があり、全て開設することとされた。

○秋の公開講座及び出前公開講座の開講へ向けての進捗状況が報告された。

第３回（平成 24 年２月 23 日開催）
○秋の公開講座の受講率の低迷を解消するべく、平成 22 年度に秋の公開講座のあり方を抜本的に改編し２年継続し

てきたが、依然として受講率の低迷が続いている。このため、秋の公開講座自体の存廃も視野に入れ、あり方につい

て審議したが、種々意見があり、次年度へ継続審議とされた。

国際・地域連携センター生涯学習企画会議内規
平成 22 年 3 月 25 日

国際・地域連携センター運営戦略室会議　裁定
（設置）
第１条　国際・地域連携センター地域連携・再生部門に国際・地域連携センター生涯学習企画会議（以下「生涯学習企画会議」と
いう。）を置く。
　（審議事項）
第２条　生涯学習企画会議は、次の各号について審議する。

(1) 国際・地域連携センターの所掌する生涯学習活動の企画・立案に関すること
(2) 国際・地域連携センターの所掌する生涯学習活動の分析・評価に関すること
(3) その他学内の生涯学習活動に資すること

　（組織）
第３条　生涯学習企画会議の委員は、次の各号に掲げる者をもって組織する。

(1) 国際・地域連携センター長
(2) 国際・地域連携センター地域連携・再生部門長
(3) 国際・地域連携センター運営戦略室会議委員　若干人
(4) 国際・地域連携センター長が必要と認めた者

（座長）
第４条　生涯学習企画会議に座長を置き、地域連携・再生部門長をもって充てる。　

２　座長は、必要の都度生涯学習企画会議を招集し、その議長となる。
３　座長に事故あるときは、座長があらかじめ指名した委員が、その職務を代行する。

（任期）
第５条　第 3 条第 3 号の委員の任期は、2 年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（事務）
第６条　生涯学習企画会議の事務は、地域連携課地域連携・再生係において処理する。

（雑則）
第７条　この内規に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
附　則

この内規は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。
附　則

この内規は、平成 23 年 7 月 12 日から施行し、平成 23 年 4 月 1 日から適用する。
附　則

この内規は、平成 23 年 7 月 12 日から施行し、平成 23 年 7 月 1 日から適用する。

生 涯 学 習 活 動 の 推 進 体 制１
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　秋の公開講座は、次のとおり実施した。

①第１群：一般教養・現代テーマ等：4 講座（学内公募）

②高知大学・高知市共催公開講座：2 講座（平成 20 年度～ 21 年度に策定した「高知市総合調査」を教材と

した講座）

③「環境」に関する人材育成を目途とした講座：1 講座

○「環境」をテーマとした講座、「パラタクソノミスト養成講座 - 自然の記録を残す人をつくる -」を昨年度に引き続
き開催した。

合計 6 講座
講座名 定員 受講者 備考

グラフィックデザインを楽しむ 10 6
開発途上国論 30 2
愛の心理学・総集編：恋愛・婚活マニュアルの“うそ／ほんと”を読
み解くための基礎知識 (30) - 開講中止

震災を見据えた健康管理 30 11

高知市総合調査（自然編）【高知大学・高知市共催公開講座】 （50）（Av）32 無料講座 延人数
162 ／ 5 回＝ 32 人

高知市総合調査（社会編）【高知大学・高知市共催公開講座】 （50）（Av）23	 無料講座 延人数
117 ／ 5 回＝ 23 人

パラタクソノミスト養成講座 10 Av7
合計　4【6】講座（参加率：32.5【45】％） 80(100) 26(55）

＊参考：平成 21 年度　13 講座（参加率 40.8％）
　　　：平成 22 年度　7（9）講座（参加率 29.5％（第 2 群を含む 45.8％））

１ 会場案内１ 会場案内

菜園場町

四国総合
ビルＧ.Ｓ

サウス
ブリーズ
ホテル

サウス
ブリーズ
ホテル

ホテル
日航高知

旭ロイヤル

だいいち
リハビリ
テーション

病院

だいいち
リハビリ
テーション

病院

高知市
文化プラザ
かるぽーと

高知市
文化プラザ
かるぽーと
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高知大学高知大学高知大学
高 知 市高 知 市高 知 市

共
催公開講座公開講座公開講座

高知市総合
あんしんセンター

高知市丸ノ内 1 丁目 7-45

高知市文化プラザ
かるぽーと

高知市九反田 2-1

高知市役所
たかじょう庁舎

高知市鷹匠町２丁目 1-43

２ 受講方法２ 受講方法

３ 備　考３ 備　考

受講料無料

講座当日、 直接会場へおこしください。( 申し込み不要 ・ 先着順 )

定員 ： 各回 50 人

　　　　

公開講座についてのお問い合わせ

高知大学国際・地域連携センター
〒780-8073 高知市朝倉本町２丁目１７番４７号
TＥＬ：088-844-8454　　　 FＡＸ： 088-844-8556
E-mail ： kokaikoza@kochi-u.ac. jp
UＲＬ　　 http://www.kochi-u.ac. jp/~wwwlife/

高知市窓口 ： 総務部総合政策課
　　　　　　　　　（TEL ： 088-823-9407　内線 3113）

10月19日

10月26日

11月2日

11月16日

11月30日

12月21日

たかじょう庁舎
6階　人事政策室会議室

たかじょう庁舎
6階　人事政策室会議室

総合あんしんセンター
2階　大会議室

総合あんしんセンター
3階　中会議室

総合あんしんセンター
3階　中会議室

かるぽーと
11階　大会議室

「土佐湾の海底地形・地質とコアから
読み取る環境変動」
講師 :池原　実
（海洋コア総合研究センター・准教授）

「高知県の河川から土佐沖への物質流入と
メタンハイドレートの形成」
講師 :村山　雅史
（海洋コア総合研究センター・教授 ）

「高知県の淡水･汽水域の魚類
～日本の淡水魚の最近の話題～」

講師 :遠藤　広光（理学部・教授）

講師 :三宅 　尚（理学部・准教授）

講師 :岡村 　眞（理学部・教授）

「四国南部沿岸域の植生史」

「南海地震に備える 
－東日本大震災の実情と反省点－」

「防災活動の現状と課題 
～東日本大震災を教訓に～」
講師 :大槻 知史（総合教育センター・准教授）

「新しい公共とN PO」

講師 :上田 健作（人文学部・教授）

「高知市の財政状況と課題」

講師 :霜田 博史（人文学部・准教授）

「高知市経済の特徴と課題」

講師 :中澤 純治（人文学部・准教授）

パネルディスカッション：
「これからの高知を考える 地域防災の視点から」

講師:石筒 覚（人文学部・准教授)ほか 上記4講師

　高知大学と市では、 連携事業として実施した地域の自然 ・ 社会に関する総合的な調査 「高知市総合調査」

を題材として、 調査に携わった教授陣らを講師に迎え、 これからの地域の可能性を考える公開講座を昨年に

引き続き開催します。 全 10 回の講演で、 どの回でも受講できます。

地域のことをもっとよく知る機会として、 ぜひご参加ください。

（水）

（水）

（水）

（水）

（水）

（水）

高知市総合調査

高知市役所
市民図書館

高知県庁高知
地方
検察庁

高知市総合
あんしん
センター

高知市総合
あんしん
センター

升形 グランド通 県庁前32

高知城

高知市役所
たかじょう庁舎
高知市役所
たかじょう庁舎

開催日

月日 曜日
（地域の自然編）１３:３０～１５:００

演題･講師
（地域の社会編）１５:１５～１６:４５

演題･講師
会　場

※定員を上回る場合は受講いただけない場合が ございますので
ご了承ください。

２ 秋 の 公 開 講 座
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１． 講座内容 

①公開講座（第 1群：一般教養・現代テーマ等） 

●募集人員 30名ほか ●受講料 6,200円 

高知大学朝倉キャンパス 

講座名 講師 開講日 曜日 時間帯 備考 

グラフィックデザインを楽しむ 吉岡 一洋 
11月 4日～12月 2日 

（全 5回） 
金 夜間 募集人員 10名 

開発途上国論 菊地 智徳 
10 月 5 日～10 月 26 日

（全 4回） 
水 夜間  

愛の心理学・総集編：恋愛・婚活マニュ

アルの“うそ/ほんと”を読み解くための

基礎知識 

増田 匡裕 
11 月 8 日～12 月 13 日

（全 5回） 
火 夜間  

高知市内会場（かるぽーと） 

講座名 講師 開講日 曜日 時間帯 備考 

震災を見据えた健康管理 渡橋 和政 
10月 16日～11月 20日

（全 5回） 
日 夜間  

②高知大学・高知市共催公開講座（第 2群：高知市を中心とした「地域の自然」及び「地域の社会」に関する調査「高知市総合調
査」には，高知大学による緻密なデータや豊富な知識が網羅的に集約されており，2011 高知市総合計画策定の基礎資料としても活用されて

います。この調査を教材として，高知市の持つ潜在力，可能性について講義します。） 

●定員 50名 ●無料（申込不要・先着順） 

高知市内会場（高知市総合あんしんセンター・高知市たかじょう庁舎・高知市文化プラザかるぽーと） 

講座名 講師 開講日 時間帯 備考 

高知市総合調査（自然編） 

 土佐湾の海底地形・地質とコアから

読み取る環境変動 

池原 実 10月 26日（水） 

13 時 30 分～

15時 00分 

会場：総合あんしんセンター 

高知県の河川から土佐沖への物質

流入とメタンハイドレートの形成 
村山雅史 11月 2日（水） 会場：総合あんしんセンター 

高知県の淡水・汽水域の魚類〜日本

の淡水魚の最近の話題〜 
遠藤広光 11月 16日（水） 会場：たかじょう庁舎 

四国南部沿岸域の植生史 三宅 尚 11月 30日（水） 会場：総合あんしんセンター 

 南海地震に備える—東日本大震災の

実情と反省点— 
岡村 眞 12月 21日（水） 会場：かるぽーと 

高知市総合調査（社会編） 

 防災活動の現状と課題 ～東日本大

震災を教訓に～ 

大槻知史 

 
10月 19日（水） 

15 時 15 分～

16時 45分 

会場：たかじょう庁舎 

 新しい公共とＮＰＯ 上田健作 10月 26日（水） 会場：総合あんしんセンター 

 高知市の財政状況と課題 霜田博史 11月 2日（水） 会場：総合あんしんセンター 

 高知市経済の特徴と課題 中澤純治 11月 16日（水） 会場：たかじょう庁舎 

パネルディスカッション：「これからの高

知を考える 地域防災の視点から」 
石筒 覚ほか
上記講師 

11月 30日（水） 会場：総合あんしんセンター 

 

③公開講座（第 3群：「環境」に関する人材育成を目途） 

●募集人員 10名 ●受講料 有料（受講科目数によって変わります。6,200円～10,200円） 

高知大学朝倉キャンパス  

 講座名 講師 開講日 曜日 時間帯 備考 

パラタクソノミスト（準分類学者） 

養成講座 ―自然の記録を残す人

をつくる― 

松井透、岡本達哉、伊藤文紀、 

山崎博継、坂東治男(谷地森秀二) 

11月 12日 

～2月 26日 

(全 5回) 

土・

日 

昼間 

(6時間) 
 

 

（裏面に続く） 

平成 23年度 秋の公開講座（3講座群）  

 
２．申し込み方法 

●有料の講座にあっては、下記の申込書に記入の上、高知大学国際・地域連携センターへ持参・郵送 

・ＦＡＸ等にてお申し込みください。受付手続完了後、受講料をご持参・書留・口座振込にてお支払い 

ただくようになります。 

３．受付期間 平成 23年 9月 15日（木） 午前 9時から受付を開始します（先着順）。 
 

※詳しくはホームページをご覧いただくか、下記にお問い合わせ下さい。 

お問い合せ・資料請求先：高知大学国際・地域連携センター 

〒780-8073 高知市朝倉本町２丁目１７番４７号 

TEL：088-844-8454 Fax：088-844-8556 
E-mail：kokaikoza@kochi-u.ac.jp  URL http://www.kochi-u.ac.jp/~wwwlife/ 

 

 

 

高知大学 国際・地域連携センター地域連携・再生部門 

平成 23年度 秋の公開講座 

受講申込書 
受講希望講座＊受講を希望する講座名を記入してください。 

１． 

２． 

 
ふりがな ＊ふりがなを必ずご記入ください。 

氏名  

性別  

現住所 〒  － 

 

電話番号  

E-mail ＊メールアドレスをお持ちの方はご記入ください。 

 

職業 1会社員 2自営業 3公務員 4教員 5学生 

6主婦   7無職  8その他 

 

今回の講座内容に対する要望など 

 

 

 

 

公開講座を受講される皆様へ 
 高知大学では公開講座を受講される皆様の個人情報の取り扱いにつきまして、個人情報
保護法を遵守し公開講座運営に関する目的以外に使用しないことをお知らせします。 

 

④「地域再生」に関する人材育成を目途とした講座：7 講座

○人材育成を目的に自治体において実施する公開講座を次のとおり開催した。

講　座　概　要
1 安芸市　名　称：安芸市産業振興市民講座

開催日：平成 23 年１月 11 日（火）13 時 30 分から 16 時 45 分
場　所：安芸市健康ふれあいセンター「元気館」
講　師：①　高知大学　受田副学長：「高知県産業振興計画の推進と食品加工について」
　　　　②　高知大学国際・地域連携センター　石塚准教授：「地域再生事業の展開について（全国・県内事例）
　　　　③　黒潮町地域雇用創造協議会事務局　出口事務局長：「黒潮町の先行事例について」

2 芸西村　名　称：芸西村人材研修：防災講演会～地震・津波から身を守るために～
開催日：平成 23 年７月 14 日（木）　13 時 30 分から 16 時 30 分
場　所：芸西村民会館
講　師：①　高知大学農学部　大年教授：「東日本大震災を踏まえた芸西村の防災対策課題」
　　　　②　高知県南海地震対策課　森本地域支援担当チーフ：「南海地震に向けた防災対策」

3 安田町　名　称：土づくりセミナー（第１回～第３回）
開催日：第 1 回：平成 24 年１月 26 日（木）　14 時 00 分から 16 時 00 分
　　　　第 2 回：平成 24 年２月 22 日（水）　14 時 00 分から 16 時 00 分
　　　　第 3 回：平成 24 年３月 14 日（水）　14 時 00 分から 16 時 00 分
場　所：安田町文化センター	
講　師：第 1 回：高知大学　国際・地域連携センター　石塚准教授：「土づくりセミナーを開催する経緯について」

高知大学　櫻井理事兼副学長：「土のことを知っちゅうかえ？～まずは土から～」
　　　　第 2 回：高知大学　教育研究部自然科学系農学部門　西村准教授「環境保全型農業のための土づくり」
　　　　第 3 回：高知大学　教育研究部自然科学系農学部門　山根講師「どうすることが土づくり？」
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平成２３年度 高知大学公開講座 

「自然と文化」ご案内 

主 催 高知大学国際・地域連携センター生涯学習部門 

共 催 大豊町教育委員会 

 

○日 時  第１回  ８月１９日（金） 午後７：００～８：４５ 

第２回  ９月 ２日（金） 午後７：００～８：３０ 

（第 2回は台風のため、10月 14日（金）に順延） 

       第３回  ９月 ９日（金） 午後７：００～８：３０ 

       第４回  ９月１６日（金） 午後７：００～８：３０ 

       第５回  ９月３０日（金） 午後７：００～８：４５ 

○場 所  大豊町総合ふれあいセンター ３階多目的ホール 

       

○講座タイトルと講師 

第１回 ブリ（鰤）を食べたら柚子の香りがするって、本当ですか？ 

農学部 農学科 海洋生物生産学 准教授 深田
ふか だ

 陽
はる

久
ひさ

 

第２回 大豊町の高齢集落での高知大学の取り組み 

農学部 農学科 国際支援学 教授 市川
いちかわ

 昌
まさ

広
ひろ

 

第３回 要介護にならないための運動法 ～ロコ・トレを行って、元気で長生き～ 

医学部附属病院 リハビリテーション部 准教授 石田
いし だ

 健司
けん じ

 

第４回 地球にやさしいバイオマス 

農学部 農学科 森林科学 准教授 市浦
いちうら

 英明
ひであき

 

第５回 血圧について  

医学部 医学科 老年病・循環器・神経内科学 講師 古野
ふる の

 貴志
たか し

 

○募集人員  ２０人 

   受講される方にはテキストを頒布し、３回以上出席された方には修了証書を授与します。 
 

○お申し込み 大豊町教育委員会     （TEL0887-72-0450）へ、 

８月１０日（水）までにお申し込みください。 
 

 ○受講料 １，２００円 
 

○少しだけ、高知大学国際・地域連携センター、生涯学習部門のコマーシャル 

高知大学国際・地域連携センター、生涯学習部門では、いろいろな学習の場を提供してい 

ます。なんでも、お気軽にご相談下さい。 
お問い合わせ先：高知大学国際・地域連携センター生涯学習部門 

TEL：088-844-8555 FAX：088-844-8556 

E-mail：kokaikoza@kochi-u.ac.jp 
＊ホームページも見てね ＵＲＬは → http://www.kochi-u.ac.jp/~wwwlife/index.html 

講座題目・講師一覧 
 

月 日 時間 講座の内容と講師 

８月１９日（金） 

19:00 
～ 

19:15 
開  講  式 

19:15 
～ 

20:45 

ブリ（鰤）を食べたら柚子の香りがするって、本当ですか？      深田 陽久 

題目に対する答えはYES!です。こんな話、信じられないと思います。香りがする科学的なデー

タを見せても納得いただけないこともしばしばです。でも、ちょっとした工夫をブリの餌にするだけ

で、ブリから柚子の香りがするようになります。しかも使っている柚子は、「JA 土佐れいほく」から

購入していますので、皆さんが育てて収穫してくれた柚子かもしれません。 

 近年、養殖漁業の技術改良は進んでおり、上記の様なブリを生産することも可能になってきて

います。今回は農林水産物を利用して、養殖魚の餌と養殖魚の身質の改良を行ってきた話をし

たいと思います。 

９月 ２日（金） 
19:00 
～ 

20:30 

大豊町の高齢集落での高知大学の取り組み               市川 昌広

 皆さんもご存じのように、大豊町では全国的にみても過疎・高齢化が進んでいます。このまま
では人びとの数はさらに減り、高齢になって、近いうちに廃れてしまう集落も出てくるでしょう。そう

なってもいいのかと問われれば、「それは誰もが望んではいないが、今のご時勢ではどうしようも

ならん」と応えるしかないのかもしれません。高知大学はこの時の勢いに掉をさす取り組みをして

います。集落が持っていた働きを少しでも活性化させ、継続するよう考えた取り組みをしていま

す。今回は、そのような取り組みをなぜ始め、どのようなことをしているのかをご紹介します。  

９月 ９日（金） 
19:00 
～ 

20:30 

要介護にならないための運動法 ～ロコ・トレを行って、元気で長生き～     

                                  石田 健司 
「ロコモ」って聞いたことがありますか？「ロコモ」とは、「ロコモティブシンドローム」を略した言葉

で、「腰・膝などの運動器の障害」により「要介護になる」危険の高い状態の事です。日本整形外

科学会が、2007 年に新しく提唱した考え方です。2007 年日本は 65 歳以上の高齢者が 22％に

なり、世界に先駆けて『超高齢社会』を迎えました。 

最近、腰部脊柱管狭窄症（長い距離が一度に歩けない：途中何度も休みが要る）や変形性膝

関節症（膝が痛い・水がたまる・Ｏ脚（がに股）になった）といった運動器の疾患で要介護になる

方が急増しているのです。今回どういう方が「ロコモ」になりやすいかを説明し、「ロコモ」の診断

法と対策（ロコ・トレ）の方法を指導します。適切な運動を行い、要介護認定を受けないように心

がけ、元気で長生きしましょう。 

９月１６日（金） 
19:00 
～ 

20:30 

地球にやさしいバイオマス                    市浦 英明 

“バイオマス(biomass)”は、「生物の生命活動によって太陽エネルギーが化学物質に変換・貯

蔵されたもの」で、材料としてだけでなく、エネルギーとしても利活用されています。木材は、バイ

オマスの代表格といわれています。バイオマスは、石油等の化石資源と違い、再生可能資源・再

生可能エネルギーと呼ばれています。木材を例に挙げると、木材を伐採したとしても植林すれ

ば、もう一度再生産することができます。一方、化石資源は一度使用すると再生産されることはな

く、枯渇が心配されています。また、バイオマスは、環境汚染物質を排出する化石資源と違い、

環境に影響を及ぼしません。このことから近年、バイオマスは地球にやさしい資源およびエネル

ギーとして大変注目されています。本講座では、このバイオマス特徴および利用について、お話

をします。 

９月３０日（金） 

19:00 
～ 

20:30 

血圧について                          古野 貴志 

現在、本邦では約 4000 万人の方が高血圧患者であると推測されています。そして今後も、高

齢化の進行により患者数の増加が予想されています。高血圧は、糖尿病や高脂血症などと並び

生活習慣病の代表格ですが、一方でこれと言った特有の症状に乏しいため、自覚の無い方も少

なくありません。放置すれば、血管の合併症を伴って、脳卒中や心筋梗塞といった命に関わる病

気をもたらすことがあり、管理が大変重要と考えられています。本講義では、血圧の意味、血圧

測定の歴史から測定方法、最近の高血圧診療の取り組み、心臓や血管の合併症とその治療、

そして生活習慣の改善などについてお話しいたします。 

20:30 
～ 

20:45 
閉  講  式 
（修了証書授与） 

 

〈大豊町〉

平成２３年度 高知大学公開講座 

「自然と文化」ご案内 

主 催 高知大学国際・地域連携センター生涯学習部門 

共 催 中土佐町教育委員会 

 

○日 時  第１回 ８月 ３日（水） 午後７：１５～９：００ 

       第２回 ８月１０日（水） 午後７：３０～９：００ 

       第３回 ８月１７日（水） 午後７：３０～９：００ 

       第４回 ８月２４日（水） 午後７：３０～９：００ 

       第５回 ８月３１日（水） 午後７：３０～９：１５ 

○場 所  第１回「中土佐町大野見保健福祉センター」、第２回「上ノ加江農業構造 

改善センター」、第３～５回「中土佐町民交流会館」 

      ＊１回目、２回目と３回～５回目で会場が異なります。ご注意下さい。 

○講座テーマ：「災害に備える」 

第１回 中山間地における防災上の課題 
高知大学教育研究部自然科学系農学部門 准教授  原

はら

   忠
ただし

 
南海地震防災支援センター兼任 

 

第２回 東日本大震災を踏まえた沿岸集落の地震防災上の課題 

高知大学教育研究部自然科学系農学部門 教 授 大年
おおとし

 邦雄
く に お

 
                  南海地震防災支援センター兼任 

 

第３回 地震による液状化災害の実態と対策         准教授 原
はら

   忠
ただし

 

 

第４回 東日本大震災における沿岸集落および構造物の被害  准教授 原
はら

   忠
ただし

 

 

第５回 中土佐町における地震防災対策上の課題（参加者との意見交換を含む） 

       教 授 大年
おおとし

 邦雄
く に お

 

                 准教授 原
はら

   忠
ただし

 

 

○募集人員  ３０人（＊受講料は無料です） 

   受講される方にはテキストを頒布し、３回以上出席された方には修了証書を授与します。 

○お申し込み 中土佐町教育委員会（TEL0889－57－2023）へ、７月２９日（金）まで 

にお申し込みください。（当日の参加も可能ですが、できるだけ事前にお申し込み 

ください。） 

○少しだけ、高知大学国際・地域連携センター、生涯学習部門のコマーシャル 

高知大学国際・地域連携センター、生涯学習部門では、いろいろな学習の場を提供してい 

ます。なんでも、お気軽にご相談下さい。 
お問い合わせ先：高知大学国際・地域連携センター生涯学習部門 

TEL：088-844-8454 FAX：088-844-8556 

E-mail：kokaikoza@kochi-u.ac.jp 
＊ホームページも見てね ＵＲＬは → http://www.kochi-u.ac.jp/~wwwlife/index.html 

〈中土佐町〉

　出前公開講座「自然と文化」は、大学が地域に出かけて、市町村の教育委員会と連携して開催する公開講座である。
平成 23 年度は、従前から実施している中土佐町、土佐町、大豊町の他、梼原町の 4 地域で開催した。開催にあたっては、
事前に講義内容を教育委員会と協議し、地域（市町村）の要望に応じた内容、地域の特性を重視した地域独自の講座
内容としている。したがって、テキストは開催地ごとに独自の内容で作成した。

３ 出 前 公 開 講 座 「 自 然 と 文 化 」
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平成２３年度 高知大学公開講座 

「自然と文化」ご案内 

主 催 高知大学国際・地域連携センター生涯学習部門 

共 催 土佐町教育委員会 

 

○日 時  第１回 ６月３０日（木） 午後６：４５～８：３０ 

       第２回 ７月 ７日（木） 午後７：００～８：３０ 

       第３回 ７月１４日（木） 午後７：００～８：３０ 

       第４回 ７月２１日（木） 午後７：００～８：３０ 

       第５回 ７月２８日（木） 午後７：００～８：４５ 

○場 所  土佐町保健福祉センター（あじさいホール） 

○講座タイトルと講師 

第１回 「地域ブランドを創る！～高知の強みを活かしきる～」 

高知大学国際・地域連携センター長 教授 受
うけ

田
だ

 浩之
ひろゆき

 

第２回 「高知の柚子 ～日本一とその魅力～」 

高知大学土佐ＦＢＣ人材創出 特任教授 沢村
さわむら

 正義
まさよし

 

第３回 「南海地震に備える ～東北地方太平洋沖地震から学ぶこと～」 

高知大学総合研究センター防災部門 准教授  原
はら

  忠
ただし

 

第４回 「今に生きる兼山の仕事」 

高知大学 前農学部長 名誉教授 篠
しの

  和夫
かず お

 

第５回 「スポーツ指導を考える」 

高知大学教育学部 学校教育教員養成課程（保健体育コース）、 

生涯教育課程（スポーツ科学コース） 教授 野地
の じ

 照樹
てる き

 

○募集人員  ３０人 

   受講される方にはテキストを頒布し、３回以上出席された方には修了証書を授与します。 

 

○お申し込み 土佐町教育委員会事務局（TEL0887－82－0483）へお申し込みください。 

 ○受講料 1講座 500円 

○少しだけ、高知大学国際・地域連携センター、生涯学習部門のコマーシャル 

高知大学国際・地域連携センター、生涯学習部門では、いろいろな学習の場を提供してい 

ます。なんでも、お気軽にご相談下さい。 
お問い合わせ先：高知大学国際・地域連携センター生涯学習部門 

TEL：088-844-8555 FAX：088-844-8556 

E-mail：kokaikoza@kochi-u.ac.jp 
＊ホームページも見てね ＵＲＬは → http://www.kochi-u.ac.jp/~wwwlife/index.html 

 

講座題目・講師一覧 
 
 

月 日 時間 講座の内容と講師 

６月３０日（木） 

18:45

～ 

19:00 
開  講  式 

19:00 

～ 

20:30 

「地域ブランドを創る！～高知の強みを活かしきる～」         受田 浩之   

 高知には他の地域と比較して、たくさんの魅力的な資源（自然環境や食など）があると考えられま

す。しかしながら、これまで、その魅力的な資源を市場の求める価値として、十分に提案することが

できておらず、大変もったいない状況にあると言えます。そこで本講座では、高知の持つ様々な「強

み」を「地域ブランド」として、日本全体に売り込んでいく上でのポイントについて、「食」を中心にお

話したいと考えています。特に大消費地である関東エリアが置かれている現状を理解することで、高

知に今、強い追い風が吹いていることを皆様と共に理解していきたいと思います。 

 

７月 ７日（木） 

19:00 

～ 

20:30 

「高知の柚子 ～日本一とその魅力～」                沢村 正義    

柚子は橘、橙に次いで和柑橘の中でも歴史は古く、1300年以上日本人に親しまれてきました。高

知県は全国の柚子生産量の 5 割近くを占めており、質・量とも日本一を誇ります。また、高知の柚子

処理・加工技術も日本をリードしています。柚子は耐寒性があり、とくに一日の気温差が大きい高知

県は栽培適地であり、中山間の地域再生に貢献する主要農産物の一つになっています。日本人は

香酸柑橘の果汁を好んで利用する民族ですが、柚子の生果汁は柑橘酢として、またポン酢やドリン

ク類の原料として広く利用されています。香りも豊かで、他の柑橘類に比べて個性的でインパクトが

あります。最近は柚子の香りが海外でも知られてきています。柚子果実には健康に有用な成分も含

まれており、今回、様々な角度から柚子の魅力を紹介したいと思います。 

 

７月１４日（木） 

19:00 

～ 

20:30 

「南海大地震に備える ～東北地方太平洋沖地震から学ぶこと～」   原   忠  
世界各地で巨大地震が頻発している。3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では，地震

の揺れや津波の襲来により多くの人命が奪われた。さらに，首都圏近傍の臨海地域では，広範囲で

液状化が発生し，家屋の沈下やライフラインが断絶など，市民生活に多大な影響を及ぼした。本講

座では，東北地方太平洋沖地震の被害例を解説し，来るべき南海地震に備えるための防災・減災

の基本的な考え方や具体的な防災対策を考える。 

 

７月２１日（木） 

19:00 

～ 

20:30 

「今に生きる兼山の仕事」                     篠  和夫   

幼き日の放浪の果てに現本山町の土佐支藩で重職に就いた野中兼山は、その後土佐藩の執政

として,江戸時代初期の藩の礎を築く数々の事業を興しました。それらの仕事は土佐藩の勃興期に

必須な仕事でしたが、江戸時代の各藩が強固になっていく為の、時代の要請でもありました。彼の

土木事業は高知県内の様々なところで今にその名残をとどめていますが、特に用水路は、今でも多

くが当時の原形をとどめる姿で利用されています。彼の生きた時代背景の中での、彼の仕事を概述

します。 

 

７月２８日（木） 

19:00 

～ 

20:30 

「スポーツ指導を考える」                     野地 照樹  

日本は、独自のスポーツ文化を育んできた。その指導の特徴は、体罰・いじめ・叱責、長時間練

習、根性論、勝利至上主義、連帯責任等々である。今まで学校と企業を中心に発展してきた日本の

スポーツは、今ターニングポイントにある。 

私の指導理念のキーワードは、「基本、自立、個性、プライオリティ（優先順位）、フェアプレイ、コミ

ュニケーション」である。 

神経系の発達が著しい小学生の時期は、「ゴールデンエイジ」と呼ばれ、スキルを身につける最

適な時期といえる。特に少年スポーツ指導者は、多くのスポーツ（運動）経験とスポーツを通して子

どもたちを自立させることが大切である。 

 

20:30 

～ 

20:45 

閉  講  式 
（修了証書授与） 

 

〈土佐町〉

平成２３年度 高知大学公開講座 

「自然と文化」ご案内 

主 催 高知大学国際・地域連携センター地域連携・再生部門 

共 催 梼原町教育委員会 

 

○日 時  第１回 １０月２６日（水） 午後７：００～８：４５ 

       第２回 １１月 ９日（水） 午後７：００～８：３０ 

       第３回 １１月１６日（水） 午後７：００～８：３０ 

       第４回 １１月３０日（水） 午後７：００～８：３０ 

       第５回 １２月 ７日（水） 午後７：００～８：４５ 

○場 所  梼原町地域活力センター 

○講座タイトルと講師 

第１回 「発達障がいをもつ子どもたち」 

高知大学 医学部附属病院 神経科精神科 助教 吉岡
よしおか

 知子
とも こ

 

 

第２回 「学級崩壊を防ぐためのメッセージ 

  ―集団行動をとれない子ども達―」 

高知大学 医学部 医学科 小児思春期医学 教授、医学部長 脇
わき

口
ぐち

  宏
ひろし

 

 

第３回 「コミュニケーション（相互行為）と飲食 

 － ヒトはどのようにして人になるか －」 

高知大学 人文学部 国際コミュニケーション学科 教授 丸井
まる い

 一郎
いちろう

 

 

第４回 「耳から始めよう英語学習」 

高知大学 教育学部 学校教育教員養成課程（英語教育コース）教授 谷口
たにぐち

 雅基
まさ き

 

 

第５回 「発達段階に応じたスポーツ活動を考える」 

高知大学 教育学部 学校教育教員養成課程（保健体育コース）、 

生涯教育課程（スポーツ科学コース） 教授 神家
かみ や

 一成
かずしげ

 
○募集人員  ３０人 

   受講される方にはテキストを頒布し、３回以上出席された方には修了証書を授与します。 

 

○お申し込み 梼原町教育委員会事務局（TEL0889－65－1350）へお申し込みください。 

 ○受講料 無料 

○少しだけ、高知大学国際・地域連携センター、地域連携・再生部門のコマーシャル 

高知大学国際・地域連携センター、地域連携・再生部門では、いろいろな学習の場を提供してい 

ます。なんでも、お気軽にご相談下さい。 
お問い合わせ先：高知大学国際・地域連携センター地域連携・再生部門 

TEL：088-844-8454 FAX：088-844-8556 

E-mail：kokaikoza@kochi-u.ac.jp 
＊ホームページも見てね ＵＲＬは → http://www.kochi-u.ac.jp/~wwwlife/index.html 

 

講座題目・講師一覧 
 
 

月 日 時間 講座の内容と講師 

10月 26日（水） 

19:00

～ 

19:15 
開  講  式 

19:00 

～ 

20:30 

「発達障がいをもつ子どもたち」                   吉岡 知子 

 子どもが成長するために、同じ年頃の子どもの中で様々な良い体験を積むことは重要なことだと

言われています。しかし、いわゆる「発達障がい」といわれる、少数派の発達過程をたどる子ども達の

場合、良い体験が積まれにくいことが経験的に知られており、また、「少数派」ではあるものの、今ま

で考えられていたよりも多くの子どもが、発達障がいの特徴を持つことが分かっています。今回は、

「発達障がい」とはどのようなものかを皆様にご紹介し、その特徴をもつ子どもたちが良い経験を積

むために、どのような工夫をすると良いのか、皆様とともに考えたいと思います。 

 

11月 9日（水） 

19:00 

～ 

20:30 

「学級崩壊を防ぐためのメッセージ ―集団行動をとれない子ども達―」     脇口  宏  

不登校児、引きこもり、鬱状態の子どもが急増しているといわれる。イライラする、むしゃくしゃす

る、疲れている、生きているのが嫌になる、生まれてこなければ良かった、もう勉強したくないなど

は、普通の子が普通に口にする言葉である。さらに、注意欠陥多動性障害、広汎性発達障害の子

ども達は、周囲の無理解や攻撃的対応などが原因となって、40～50％が不登校や心身症に陥る。

発達障害は親のしつけや教師の指導力の問題とは関係ありません。周囲の大人の理解と治療で発

達障害は抑制可能です。このような軽度発達障害、ＡＤＨＤ様の症状が、過度のＩＴ機器との接触、

愛着形成障害などによって誘発されることである。現代社会の陰と子どもがおかれている過酷な環

境を考えてみたい。 

 

11月 16日（水） 

19:00 

～ 

20:30 

「コミュニケーション（相互行為）と飲食  

－ ヒトはどのようにして人になるか －」    丸井 一郎 
むかしむかし、猿人から我々の祖先（旧人→新人）が進化した。その道筋と、お母さんのおなかに

いるときから、産まれて、育ちゆく子の歩みと、その両方から、ヒトが人になる仕組みを見る。 キーワ

ードは共有。コミュニケーションと料理・飲食は同じ場所（火のそばの家族）で生まれた。人間とは、

食べ物を持ち寄り、火で料理し、共に食べ、穏やかにコミュニケーションする者。共有のコミュニケー

ションが先、指し示すことば（言語）は後。 その視点から、個食、孤食、さみしい日本人などなど現

代社会の問題を考える。 

 

11月 30日（水） 

19:00 

～ 

20:30 

「耳から始めよう英語学習」                     谷口 雅基 

 日本人学生が留学して最初に苦労するのは「聴く話す」であることが多い。これは、圧倒的に「聴

く話す」学習時間の欠如に起因する。いかなる言語も「音」のない言語はない。いかなる言語も最初

に取り込まなければならないのは、「音」である。ところがたいていの日本人学習者は、最初に「英語

の音」を取り込まず、「日本語の音」で代用して、学習を続ける。するとそれは日本人同士でのみ通じ

る英語となり、一歩外国へ踏み出すと、「え？」と言われちんぷんかんぷんなことになる。この講義で

は、英語学習における「音」の重要性と、日本人にとって効果的な英語音声の学び方、特にリズムと

イントネーションを中心として楽しく学び、教える方法を解説する。   

 

12月 7日（水） 

19:00 

～ 

20:30 

「発達段階に応じたスポーツ活動を考える」               神家 一成 

わたしたち人間は、生まれてから死ぬまで心身ともに変化し続けます。からだが大きくなる、いろ

いろな動きができるようになる、言葉を覚えて会話ができるようになる、筋道を立てて考えることがで

きるようになるなど、坂を上るように変化していきます。また、これまでできていたことができなくなる、

以前より時間がかかるようになるなどの坂を下るような変化もあります。こうした変化すべてを「発達」

と捉えることができます。 

スポーツには様々な種類があり、わたしたちに与えてくれる効果も、それぞれ異なります。講座で

は、それぞれの発達段階にどんなスポーツをどのように行えばよいのかを、皆さんと一緒に考えてい

きたいと思います。 

 

20:30 

～ 

20:45 

閉  講  式 
（修了証書授与） 

 

〈梼原町〉
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自治体名 講座名 定員 延人数 備考
大豊町 ブリ（鰤）を食べたら柚子の香りがするって、本当ですか？ 20 23

大豊町の高齢集落での高知大学の取り組み 20 24
要介護にならないための運動法　～ロコ・トレを行って、元気で長生
き～

20 24

地球にやさしいバイオマス 20 25
血圧について―高血圧、生活習慣病と心血管疾患― 20 21

小計 5 講座（参加率：117％） 100 117
中土佐町 中山間地における防災上の課題 30 12

東日本大震災を踏まえた沿岸集落の地震防災上の課題 30 36
地震による液状化災害の実態と対策 30 22
東日本大震災における沿岸集落および構造物の被害 30 38
中土佐町における地震防災対策上の課題（参加者との意見交換を含む） 30 57

小計 5 講座（参加率：110％） 150 165
土佐町 地域ブランドを創る！～高知の強みを活かしきる～ 30 34

高知の柚子　～日本一とその魅力～ 30 23
南海地震に備える　～東北地方太平洋沖地震から学ぶこと～ 30 54
今に生きる兼山の仕事 30 33
スポーツ指導を考える 30 32

小計 5 講座（参加率：117％） 150 176
梼原町 発達障がいをもつ子どもたち 30 35

学級崩壊を防ぐためのメッセージ―集団行動をとれない子ども達― 30 39
コミュニケーション（相互行為）と飲食―ヒトはどのようにして人に
なるか―	

30 29

耳から始めよう英語学習 30 18
発達段階に応じたスポーツ活動を考える 30 19

小計 5 講座（参加率：93％） 150 140
合計　20 講座（参加率：109％） 550 598
＊参考　：平成 23 年度　延受講者数 598 名、実受講者数 283 名、修了証書授与者数 88 名
　　　　：平成 22 年度　15 講座（参加率 83％）　定員 450 名、延受講者数 373 名
	  ：平成 21 年度　15 講座（参加率 83％）　定員 500 名　延受講者数 417 名
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共通教育
授業科目 学部 定員 受講者数

土佐の自然と農業 農学部 3 名 3 名
フードサイエンスの世界 農学部 3 名 3 名
植物生態学概論 農学部 3 名 1 名
環境資源学概論 農学部 3 名 1 名

コミュニケーション論 医学部 3 名 2 名
地震の災害 理学部 広報科目以外 1 名
江戸時代の社会と生活 人文学部 広報科目以外 2 名
法学入門 人文学部 広報科目以外 2 名

		

専門教育
授業科目 学部 定員 受講者数

考古学概論Ⅰ 人文学部 3 名 3 名
倫理学概論Ⅰ 人文学部 3 名 5 名

ラテンアメリカ経済社会論 人文学部 3 名 4 名
日欧異文化間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論Ⅰ 人文学部 3 名 5 名
公共経済学 人文学部 3 名 2 名
東洋史特講 教育学部 3 名 2 名
教科専門演習Ⅰ 教育学部 3 名 2 名
英語学特講 教育学部 3 名 6 名
哲学概論 教育学部 3 名 5 名
火成作用 理学部 3 名 3 名
組み合わせとグラフの理論 理学部 3 名 1 名
食品化学 農学部 3 名 2 名
蔬菜園芸学 農学部 3 名 4 名
測量学 農学部 3 名 1 名
暖地園芸学概論 農学部 3 名 1 名
水族環境学 農学部 3 名 1 名
心理学概論Ⅰ 人文学部 広報科目以外 3 名
日本史特講 教育学部 広報科目以外 1 名
日本文化史Ⅰ 人文学部 広報科目以外 1 名
政治学 人文学部 広報科目以外 1 名
医療管理学・医療経済学 医学部 広報科目以外 1 名
臨床医学総括講義（産科婦人科学） 医学部 広報科目以外 1 名

　本学では、学生向けの授業を一般市民にも公開し、生涯学習に対する社会的要請に応えるとともに、地域社会と大
学との連携をますます深めようとしている。オープン・クラスとは、一般の学生とともに受講していただくためのコー
スで、演習・実習を除く、全ての講義形式の講座を開放している。基本的に、1 講座の受講生は 3 名に限定している。
授業を一般市民に開放してはいるが、講義の内容を一般向けに考慮することは行っていない。オープン・クラスの受
講にあたっては、受講生として登録していただいている。
　授業はあくまでも本学の学生を対象にしたものであるため、授業内容が希望に沿うものであるかを試聴期間中（通
常第 1 回目の講義）に十分検討していただくようにしている。その上で、担当教員の承認を得て受講を認めている。
　今後、大学は地域社会の中でさらに一般市民のキャリア教育やリカレント教育をいかに担っていくかが課題である。
積極的に大学を開放し、地域生涯学習システムの一つの柱として、オープン・クラスの充実を図っていく必要性がある。

○オープン・クラス（1 学期）

　受付期間：平成 23 年 3 月 23 日（水）～平成 23 年 4 月 1 日（金）
　開講期間：平成 23 年 4 月 11 日（月）～平成 23 年 8 月 8 日（月）
　開講講座数：30 講座（共通教育 8 講座、専門教育 22 講座）受講者数：70 名

４ オ ー プ ン ク ラ ス



36

共通教育
授業科目 学部 定員 受講者数

体験する数学 理学部 3 名 3 名
魚と食と健康 農学部 3 名 2 名
環食同源論入門 農学部 3 名 3 名
ライフサイエンスの世界 農学部 3 名 1 名

社会生活法学 人文学部 広報科目以外 2 名
哲学を学ぶ 教育学部 広報科目以外 1 名
リラクセーションの哲学 教育学部 広報科目以外 1 名

		

専門教育
授業科目 学部 定員 受講者数

考古学Ⅰ 人文学部 3 名 4 名
地域環境風土論 人文学部 3 名 1 名

環境文化論 人文学部 3 名 1 名
経済発展論 人文学部 3 名 6 名
英語学基礎演習 教育学部 3 名 5 名
東洋史演習 教育学部 3 名 2 名
教科専門演習Ⅱ 教育学部 3 名 2 名
国文学史 教育学部 3 名 2 名
災害科学 理学部 3 名 3 名
資源地学 理学部 3 名 2 名
海洋環境学 理学部 3 名 1 名
脊椎動物学 理学部 3 名 1 名
植物資源機能科学 農学部 3 名 1 名
国際農林水産物市場論 農学部 3 名 1 名
臨床薬理学 医学部 3 名 1 名
心理学概論Ⅱ 人文学部 広報科目以外 3 名
倫理学概論Ⅱ 人文学部 広報科目以外 1 名
日本史概論Ⅱ 人文学部 広報科目以外 1 名
日本近世社会史Ⅰ 人文学部 広報科目以外 1 名
日本史各論 教育学部 広報科目以外 1 名
哲学特講 教育学部 広報科目以外 1 名

○オープン・クラス（2 学期）

　受付期間：平成 23 年 9 月 12 日（月）～平成 23 年 9 月 22 日（木）
　開講期間：平成 23 年 10 月 3 日（月）～平成 24 年 2 月 9 日（木）
　開講講座数：28 講座（共通教育 7 講座、専門教育 21 講座）受講者数：54 名
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①出前授業（実績）

月
派遣

教員数
備考

23 年  4 月 0
5 月 0
6 月 0
7 月 0

8 月 11(1 件）

京都府立桃山高校 SSH2 名 , 高知県立高知小津
高校 SSH2 名，徳島県立脇町高校 SSH1 名、高
知土佐塾高校 SPP6 名、SPP サイエンスキャン
プ（8/16 ～ 8/18）

9 月 4(1 件 )

高知県立高知小津高校 SSH1 名，高知県立春野
高校ハイスクールプラン 2 名、高知県立春野高
校ハイスクールプラン 1 名、ひらめき☆とき
めきサイエンス～ようこそ大学の研究室へ～

（9/18）

10 月 3
高知県立春野高校ハイスクールプラン 2 名、高
知県立春野高校ハイスクールプラン 1 名

11 月 3
高知県立春野高校ハイスクールプラン 1 名、高
知県立春野高校ハイスクールプラン 2 名

12 月 14

高知県立南高校 5 名、高知県立高知小津高校
SSH1 名、高知県立高知小津高校 SSH4 名、高
知県立高知小津高校 SSH1 名、高知県立高知小
津高校 SSH3 名

24 年  1 月 2 高知県立春野高校ハイスクールプラン 2 名
2 月 2 高知小津高校 SSH2 名
3 月 0
合計 39（2 件）

平成 22 年度実績　103 人　対前年△ 64 人（平成 23 年度より、SSH
及び SPP 以外の出前授業については、戦略的実施のため、所掌が入
試広報室へ移行したため。）

57

高等学校との連携 
 平成２３年度

平成２３年度　
公開講座 

サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（SPP）事業 

スーパー・サイエンス・ハイスクール（SSH）事業 

　高等学校に出向き、生徒に大学の講義を体験してもらう模擬授業を実施しています。
平成23年度は延べ49校で出前講義を開催しました。 

授業を一般市民に公開

高 等 学 校 等  講座型学習活動（高知大学採択分）

本県高等学校

〃

〃

〃

受精から個体形成まで

地震の過去と今を知ろう

いろんな「すうがく」

身近な不思議を解き明かす化学体験講座

高 等 学 校 等  合宿型学習活動（サイエンスキャンプ）

県内外高校生18名 先端科学で地球環境を探る－海洋コアと遺伝子資源－

高知県指定高等学校 

高知小津
高等学校

 

実 施 内 容

運営指導、科学体験ゼミ、
サイエンスセミナー

参加人数 開設時間数 
グラフィクデザインを楽しむ

開発途上国論

震災を見据えた健康管理

高知市総合調査（自然編）[高知大学・高知市共催公開講座 ]

高知市総合調査（社会編）[高知大学・高知市共催公開講座 ]

パラタクソノミスト養成講座－自然の記録を残す人をつくる－

6

2

11

延べ157

延べ122

延べ33

7.5

6

7.5

7.5

7.5

30

出前講義 

2011

Project

2011

平成２３年度オープンクラス

講 座 名 参加人数 講座数
オープンクラス第1学期

オープンクラス第2学期

70

54

30

28

2011

Open Class

講　 座　 名（出前公開講座） 参加人数 開設時間数 
自然と文化（大豊町）

自然と文化（中土佐町）

自然と文化（土佐町）

自然と文化（梼原町）

32

107

79

65

7.5

7.5

7.5

7.5

講　　　座　　　名 

　大学、研究機関、民間企業等と中学校、高等学校の
連携により、児童生徒の科学技術・理科、数学に関す
る興味・関心と知的探究心等を一層高める機会を充
実するために実施する（独）科学技術振興機構が行
う事業に参画しました。 また SPP事業で採択を受
けた高等学校等に教員を派遣しました。

　科学技術、理科、数学教育を重点的に行う高等学校をスーパーサイエ
ンスハイスクールとして指定し、高等学校及び中高一貫教育校における
理科・数学に重点を置いたカリキュラムの開発、大学や研究機関等との効
果的な連携方策についての研究を推進し、将来有為な科学技術系人材の
育成に資するための（独）科学技術振興機構が行う事業に参画しました。 

県内外高校生15名 農楽体験～自然を知る、食を知る、生物を知る～

Outline of KOCHI University 2012

出前公開講座

秋の公開講座

②大学訪問（実績）
月 件数 備考

23 年  4 月 0
5 月 1 中芸高校（5/12）
6 月 2 京都府立海洋高校（6/2）、高知高校（6/3）

7 月 4
高知県立高知ろう学校（7/4）、香川県立琴平高
校（7/6）、高知県立室戸高校（7/13）、高知県
立梼原高校（7/12）

8 月 0

9 月 0
香川県立丸亀城西高校（9/21）：台風のため延
期

10 月 4
高知県立宿毛高校（10/6）、高知中学校（10/27）、
高知県立高知東高校（10/21）、静岡県立伊東高
校（10/12）

11 月 2
香川県立高松西高校（11/8）、岡山県立総社南
高校（11/14）

12 月 1 徳島県立脇町高校（12/19）
24 年  1 月 1 個人（1/5）

2 月
3 月 1 高知県教育委員会（3/17）
合計 16

平成 22 年度実績　21 件　対前年△ 5 件

５ 高 大 連 携 事 業





産学官連携部門
Section

宝石サンゴ展　～深海からのおくりもの～（国立科学博物館）（5 月 29 日
まで）
四国地区五大学新技術説明会（東京 JST ホール）
高知県食品産業研究会（高知県工業技術センター）
高知大学連携自治体課長会（高知大学）
高知大学・四万十市連携事業　アユ報告会（四万十市）
高知県産学官連携会議発足（高知会館）
平成 23 年度土佐フードビジネスクリエーター人材創出開講式（高知大学）
全国 CD 活動「第 1 回中国四国地域会議」（香川大学）
オランダ国との高知県を介しての交流学内検討会（高知大学）
四国サイズの研究プラットフォーム【食の解析 WG】（高松市）
産学連携学会第 9 回大会（佐賀）（17 日まで）（発表）
四国サイズの研究プラットフォーム【体の測定 WG】（高松市）
四国サイズの研究プラットフォーム【心の測定 WG】（高松市）
碁石茶新需要創造協議会（高知県工業技術センター）
バイオアカデミックフォーラム（東京ビッグサイト）（7 月 1 日まで）（出展）
四万十町行政改革推進委員会（四万十町役場）
第 2 回高知県産学官連携会議（高知県工業技術センター）
国際モダンホスピタルショウ 2011 （東京ビッグサイト )（15 日まで）（出展）
平成 23 年度中国・四国地区国立大学法人地域共同研究センター等センター
長会議（島根県）（29 日まで）
第 6 回アグリフード EXPO 東京 2011（東京ビッグサイト）（3 日まで）（出展）
第 31 回早明浦湖水祭シンポジウム）（土佐町環境改善センター）
土佐経済同友会公開シンポジウム「第 3 回大学と地域貢献」（高知追手前高
校）（共催）
第 24 回国立大学法人共同研究センター専任教員会議（鳥取大学）
JSTイノベーションサテライト高知 研究成果報告会（高知新阪急ホテル）（後
援）
四国サイズの研究プラットフォーム【体の測定】【心の測定】【食の解析】
合同会議（高松市）

「食と健康を学ぶ会」設立記念講演会（高知県立ふくし交流プラザ）（後援）
第 15 回土佐 FBC 倶楽部 ―帯広畜産大学交流会―（高知大学）
第 10 回産学官連携推進会議（東京国際フォーラム）（22 日まで）
イノベーション ･ ジャパン 2011‐大学見本市‐（東京国際フォーラム）（22
日まで）（出展）
こうち情報クラブ企業視察　モクモク手づくりファーム他（三重県伊賀市
他）（26 日まで）
平成 23 年度国際産学官連携研修会（広島市）
横浜全国産学広域連携推進会議（横浜市産学共同研究センター）
第 6 回「四国食品健康フォーラム」（あわぎんホール徳島県郷土文化会館）
高知県地域産業人材育成事業 - 目指せ！弥太郎　商人塾 -（高知県立県民文
化ホール）
バイオジャパン 2011（パシフィコ横浜）（7 日まで）（出展）
第 32 回国立大学法人等研究協力部課長会議（千葉市）（7 日まで）
土佐 FBC 幡多教室開講式（四万十市）
第 2 回日中大学フェア＆フォーラム（池袋サンシャインシティ）（11 日まで）
第１回おおた研究・開発フェア（東京大田区）（12 日まで）
第１回四国サイズの研究プラットフォーム実務者会議（高松市内）
食育と環境のシンポジウム「今、なぜ食育か ?」（高新 RKC ホール）（後援）
食の大商談会 2011　（高知県立県民体育館）（2 日まで）（出展）
全国イノベーションコーディネータフォーラム 2011 in 仙台（仙台市情報・
産業プラザ）（2 日まで）
高知大学物部キャンパス一日公開 土佐 FBC（出展）

4 月 1 日

4 月 8 日
4 月 25 日
4 月 26 日
4 月 27 日
5 月 9 日
5 月 13 日
5 月 31 日
6 月 10 日
6 月 11 日
6 月 16 日
6 月 18 日
6 月 22 日
6 月 23 日
6 月 29 日
7 月 5 日
7 月 12 日
7 月 13 日
7 月 28 日

8 月 2 日
8 月 6 日
8 月 14 日

9 月 1 日
9 月 6 日

9 月 9 日

9 月 10 日
9 月 16 日
9 月 21 日

9 月 25 日

9 月 30 日
10月 4 日

10月 5 日

10月 6 日
10月 8 日
10月 9 日

10月 11 日
10月 17 日
10月 23 日
11月 1 日

11月 3 日

● 活 動 報 告

　平成 23 年

INF 異業種連携を考える全国会議（川崎市産業振興会館）
第 1 回産学連携学会実行委員会（高知県工業技術センター）
高知大学ホームカミングデー　シンポジウム「連携自治体は高知大学に何
を求めるのか ?」
公開シンポジウム「進化を続ける植物工場テクノロジー」（高知大学農学部）

（共催）
第 23 回国立大学法人共同研究センター長等会議（浜松市）（25 日まで）
第 2 回四万十町バイオマスタウン推進協議会（四万十町役場）
産総研本格研究ワークショップ in 四国（高松市）
平成 23 年度地域産学連携支援委託事業　公開セミナー ( 高知市立自由民権
記念館 )( 共催 )
アグリビジネス創出フェア 2011（幕張メッセ）（12 月 2 日まで）（出展）

「食と健康」医農工連携人材育成事業（連続講座）in SHIKOKU（高知県工
業技術センター）
平成 23 年度土佐 FBC 幡多教室修了式（四万十市立中央公民館）
第 4 回高知県産学官連携会議（高知県工業技術センター）
産学連携学会関西・中四国支部第 3 回研究・事例発表会（和歌山）
四万十ふるさと再生プロジェクト「秋まき小麦品種の現地適用性の検討」

（四万十町）

四国総合研究所「懇話会」（三翠園）
「本場の本物」碁石茶目ならし会（大豊町）
講演会「地方における産学官連携活動による産業振興」（高知工科大学）
第 1 回四万十町行政評価審査委員会（四万十町役場）
第 5 回十勝アグリバイオ産業創出のための人材育成シンポジウム

「十勝の『食』を支える人づくり」（帯広市）（後援）
高知県工業会講演会・新年賀詞交歓会（高知新阪急ホテル）
テクニカルショウヨコハマ 2012（パシフィコ横浜）（3 日まで）（出展）
抗酸化値による北海道産品マーケティングシンポジウム
　 ～抗酸化値を活用した食品の高付加価値化～ （札幌市）
農医連携促進セミナー「地域食材を活用した健康まちづくりと産業の活性
化」

（米子ワシントンホテルプラザ）
第 2 回産学連携学会実行委員会（国際・地域連携センター）
nano tech2012 第 11 回国際ナノテクノロジー総合展・技術会議

（東京ビッグサイト）（17 日まで）（出展）
土佐経済同友会産学官民連携推進委員会（TNS 委員会）
香南市観光協会まるごと旨市生産者会議（高南市役所）
NPO 法人「食と健康を学ぶ会」第二回講演会

「高知県産食材で健康づくり」聞いて良かった！高知県食材の機能性！
（高知市総合あんしんセンター）（後援）
第 3 回四万十町バイオマスタウン推進協議会（四万十町役場）
食と医の健康シンポジウム～食で健康を科学する！！～（札幌アスペンホ
テル）
日本アクアスペースプロジェクト企画委員会（浜松町太陽化学 ( 株 )）
高知県地球温暖化防止県民会議事業者部会（高知商工会議所）
産学官連携意見交換会 ～“土佐市を生きる知恵のまちに”するには～（土
佐市）
平成 23 年度土佐フードビジネスクリエーター人材創出修了式（高知会館）
土佐フードビジネスクリエーター人材創出平成 23 年度成果発表会（高知会
館）

11月 4 日
11月 9 日
11月 12 日

11月 19 日

11月 24 日
11月 28 日

11月 29 日

11月 30 日
12月 2 日

12月 4 日
12月 5 日
12月 9 日
12月 19 日

1 月 16 日
1 月 18 日
1 月 20 日
1 月 20 日
1 月 26 日

1 月 27 日
2 月 1 日
2 月 2 日

2 月 6 日

2 月 9 日
2 月 15 日

2 月 16 日
2 月 18 日
2 月 19 日

2 月 23 日
2 月 29 日

3 月 12 日
3 月 15 日

3 月 16 日

　平成 24 年
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　高知大学と企業、研究機関等との連携事業

１．土佐フードビジネスクリエーター人材創出
　高知大学が、平成 20 年度から５年間の計画で取り組む「土佐フードビジネスクリエーター（ＦＢＣ）人材創出」は、
地域の食品産業の中核人材を養成するため、南国市・香美市・香南市の３自治体、３年目からは地域の強いニーズに
基づき、対象エリアを高知県全域に拡大し、４年目の事業が実施された。
　平成 23 年度は、新規受講生 33 名のほか、平成 21 年度修了生のうちＡコース（２年課程）へ１名、平成 22 年度修
了生のうちＡコースへ４名、Ｂコース（１年課程）へ３名のコースアップ者、その他に留年生５名が受講し、うち 37
名が修了した。

○開講式

　日時　平成 23 年５月 13 日（金）　14：00 ～ 14：30
　場所　高知大学農学部３号棟　Ⅲ－１－ 11
　新規受講生 33 名（Ａコース　２名、Ｂコース　18 名、Ｃコース　13 名）

○帯広畜産大学・土佐ＦＢＣ倶楽部交流会

　同じ文部科学省からの補助金である「地域再生人材創出拠点の形成」を平成 19 年度から実施している帯広畜産大
学から教員、修了生、受講生が事業の成果発表会および土佐 FBC 倶楽部会員との情報交換を目的に来高され、帯広
畜産大学受講生および修了生が取り組んだ商品開発やビジネスモデルの構築などの事例を発表いただき、土佐 FBC
修了生と活発な議論を行った。
　日時　平成 23 年９月 16 日（金）　 【情報交換会】14：00 ～ 16：00　 【成果発表会】18：00 ～ 20：00
　場所　高知大学農学部

○土佐ＦＢＣ倶楽部

・本事業に参集し、食品産業の活性化による地域再生という同じ「志」のもとに互いに机を並べた者同士のプラットホー
ムとして、相互の交流・連携を促進し、もって地域の発展に貢献することを目的としている。

・原則として、２か月に１回、第３金曜日に開催することとし、平成 23 年度は６回開催した。　　
第 13 回　平成 23 年５月 20 日（金）　日章会館１階ホール　参加約 23 名
第 14 回　平成 23 年７月 15 日（金）　新阪急ホテル　参加約 26 名
第 15 回　平成 23 年９月 16 日（金）　日章会館１階ホール　参加約 46 名
第 16 回　平成 23 年 11 月 18 日（金）　柳憲　参加約 49 名
第 17 回　平成 24 年１月 20 日（金）　日章会館１階ホール　参加約 21 名
第 18 回　平成 24 年３月 16 日（金）　高知会館　参加約 56 名

・倶楽部では、修了生同士あるいは修了生と講師等との情報交換、修了生の試作品の評価などが行われ、いずれの回
も活発な活動が続いている。

○食品関係展示会、商談会等への出展

　土佐ＦＢＣでは、修了生・受講生の展示商談会への参加や食品市場動向の把握、展示商品の情報収集、事業のＰＲ
などを目的に「アグリフード EXPO」・「食の大商談会」・「FOODEX JAPAN」に参加した。
　また、事業のＰＲや受講生が日ごろの授業の成果を生かし開発・生産した製品の販売、また製品化に向けての試食
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○幡多教室の開催

　高知県西部の幡多地域は農水産業が盛んな地域で、多くの食品関連事業所もあり、食料関連教育のニーズが存在す
るが、土佐ＦＢＣの講義が行われている高知大学物部キャンパスから片道３時間程度の遠距離にあることから、土佐
ＦＢＣとして地域のニーズを満たすことが難しい状況であった。
　このことから、平成 23 年度は幡多地域において、通常のカリキュラムとは別
に食品の基礎知識を学ぶことに主眼を置いた教育プログラム「土佐ＦＢＣ幡多
教室」を開講し、32 名の受講生が参加、うち 20 名の修了生を輩出した。

○成果発表会

　日時　平成 24 年３月 16 日（金）　14：00 ～ 17：20
　場所　高知会館２階「白鳳」
　成果発表　“高知で生きる自信に”

“学んだ事を現場で生かす為には”
“芋けんぴ製造における品質管理に関する研究”
“ヘルシージェラートの製造方法の確立と商品づくり”

　基調講演　テーマ：“まるごと高知から見た高知県の食品加工”
		  　　 高知県地産外商公社　まるごと高知物販店長（土佐 FBC １期生）　宮中　仁氏

○修了式

　日時　平成 24 年３月 16 日（金）　13：00 ～ 13：20
　場所　高知会館２階「白鳳」
　修了生 37 名（A コース　5 名、B コース　20 名、C コース　 12 名）

２．高知県産学官連携産業創出研究推進事業
　本事業は県内に新事業・新産業を創出することによって本県の産業振興につなげるため、県内の産学官が連携し、
大学等の研究シーズや企業ニーズに基づく実用化研究（実験室で試作品が完成するなど、３年以内に事業化研究に移
行することなどが見込まれる研究）を行うことを目的としている。
　今回、第１次募集には代表研究機関として４件、共同研究機関として３件、また第２次募集には代表研究機関とし
て３件、共同研究機関として３件の応募があり、代表研究機関として１件、共同研究機関として１件が採択された。

の実施などを目的に、土佐ＦＢＣ地産地消店として「高知大学物部キャンパス一日公開」に参加した。

研　究　テ　ー　マ 研　究　機　関 研究開発費
（平成 23 年度）

南海地震による津波被害軽減と浸水継続時間を短縮する対策技術の開発 ☆高知大学
株式会社技研製作所 19,420 千円

県産未利用有用植物の活用に向けた農商工医連携基盤の構築と事業化モデル

☆高知工科大学
高知大学
高知県立大学
株式会社フタガミ
高知県工業技術センター

4,950 千円

【アグリフード EXPO 東京 2011】
　日時  平成23年８月２日（火）･３日（水）
　場所 東京ビッグサイト

【食の大商談会】
　日時  平成23年11月１日（火）･２日（水）
　場所 高知県立県民体育館

【高知大学物部キャンパス一日公開】
　日時 平成 23 年 11 月３日（木）
　場所 高知大学物部キャンパス

【アグリフード EXPO 大阪 2012】
　日時  平成24年２月14日（火）･15日（水）
　場所  ATCアジア太平洋トレードセンター

【FOODEX JAPAN 2012】
　日時  平成24年３月６日（火）～９日（金）
　場所 幕張メッセ



42

　イノベーション・ジャパン、
　アグリビジネス創出フェア等の展示会へ出展

　平成 23 年度は、以下の展示会等に本学の研究成果を出展し、民間企業等とのマッチングを行った。

【四国地区五大学新技術説明会】

平成 23 年４月８日（金）　科学技術振興機構ＪＳＴホール
　・「ポリ - γ - グルタミン酸の先端機能材料化」生命環境医学部門　教授　芦内　誠

【国際バイオ EXPO　バイオアカデミックフォーラム】

平成 23 年６月 29 日（水）～７月１日（金）　東京ビッグサイト
　・「海洋微細藻由来の生物活性天然分子」複合領域科学部門　教授　津田正史
　・「海洋深層水中の微生物資源の利用」複合領域科学部門　特任講師　寺本真紀
　・「海洋微細藻類の有用物質探索」複合領域科学部門　特任助教　小野寺健一

【イノベーション・ジャパン 2011 －大学見本市－】

　平成 23 年９月 21 日（水）～９月 22 日（木）　東京国際フォーラム
　・「水耕栽培における植物用鉄供給促進剤の利用」
　　複合領域科学部門　助教　松本健司
　（同時開催）
　　第 10 回産学官連携推進会議

【Bio Japan2011】

平成 23 年 10 月５日（水）～７日（金）　パシフィコ横浜
　・「Stat3 阻害剤経皮投与による紫外線誘発性皮膚癌の進展抑制効果」臨床医学部門　助教　横川真紀
　・「DNP-NMR における緩和時間、シグナル観測時間の延長」複合領域科学部門　教授　津田正史

【アグリビジネス創出フェア】

平成 23 年 11 月 30 日（水）～ 12 月２日（金）　幕張メッセ
　・「植物資源の乳酸発酵や微生物多糖を利用した食品開発と餌料開発」生命環境医学部門　教授　永田信治
　・「バイオマスのカスケード型循環利用による高付加価値食料の生産」農学部門　准教授　深田陽久
								        　 農学部門　教授　藤原　拓

【テクニカルショウヨコハマ 2012】

平成 24 年２月１日（水）～３日（金）　パシフィコ横浜
　・「地震と津波に備えた高知型減災技術開発における県・地元企業・高知大学による産学官連携取組事例の紹介」
								        国際・地域連携センター　特任講師　吉用武史
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　シンポジウム、フォーラム等

【産学連携学会　第９回大会】

　日時　平成 23 年 6 月 16 日（木）～ 17 日（金）　10：00 ～ 16：55
　場所　アバンセ（佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県立生涯学習センター）
　主催　産学連携学会
石塚悟史産学官連携部門長が産学連携活動の一般講演者として登壇
テーマ　｢ 市民参加型の地域ブランド商品直販ビジネスモデル ｣
石塚悟史産学官連携部門長が産学官連携プロジェクト２の座長とし
て登壇

【第 31 回早明浦湖水祭シンポジウム】

　日時　平成 23 年８月６日（土）　13：00 ～ 16：15
　場所　土佐町環境改善センター
　主催　早明浦湖水祭実行委員会
受田浩之センター長がパネルディスカッションのコーディネーターとして登壇
テーマ　｢ 今こそ問い直そう、嶺北の持つ大いなる価値を！ ｣

【土佐経済同友会主催　公開シンポジウム「第３回大学と地域貢献」】

　日時　平成 23 年８月 14 日（日）　13：00 ～ 17：00
　場所　高知追手前高等学校芸術ホール
　共催　高知県・高知市・高知大学・高知県立大学・
　　　　高知工科大学・高知商工会議所
受田浩之センター長がパネリスト及びプレゼン者として登壇
会場ロビーにて高知大学の地域貢献活動を展示・紹介

【四国食品健康フォーラム 2011】

　日時　平成 23 年 10 月 4 日（火）　10：30 ～ 16：30
　場所　あわぎんホール　徳島県郷土文化会館
　主催　四国地域イノベーション創出協議会・( 財 ) 四国産業・技術振興センター
受田浩之センター長が総括講演　「今こそ見直そう、四国の食が持つパワーを！」
吉用武史特任講師がファシリテーターとして登壇

【高知県地域産業人材育成事業（目指せ！弥太郎　商人塾）】

　日時　平成 23 年 10 月 5 日（水）　13：00 ～ 17：00
　場所　高知県立県民文化ホール
受田浩之センター長が講師として登壇
テーマ　｢ 土佐フードビジネスクリエーター人材創出の取り組みと成果 ｣
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【食育と環境のシンポジウム】

　日時　平成 23 年 10 月 23 日（日）　13：00 ～ 17：00
　場所　高新 RKC ホール
　主催　NPO 法人ちさんねっと
受田浩之センター長が基調講演及びパネリストとして登壇
テーマ　｢ 今、なぜ食育か？　～環境と健康を考える in 高知～子どもの健康と未来を考える ｣

【日本生物環境工学会四国支部 2011 年高知大会　公開シンポジウム】

　日時　平成 23 年 11 月 19 日（土）　13：40 ～ 16：00
　場所　高知大学農学部
　主催　日本生物環境工学会四国支部
受田浩之センター長が開会挨拶として登壇
シンポジウムテーマ　｢ 進化を続ける植物工場テクノロジー ｣

【産学連携学会　関西・中四国支部　第３回　研究・事例発表会】

　日時　平成 23 年 12 月 9 日（金）　12：30 ～ 17：45
　場所　和歌山大学まちかどサテライト
　主催　産学連携学会　関西・中四国支部
吉用武史特任講師が産学連携活動の事例発表者として登壇
テーマ　｢ 官学連携による地元農家への土着天敵昆虫普及モデルの構築 ｣

【平成 23 年度大豊町碁石茶目ならし会】

日時　平成 24 年 1 月 18 日（水）　14：00 ～ 17：10
場所　高知県大豊町農工センター
主催　大豊町碁石茶協同組合
受田浩之センター長が碁石茶に関する研究報告のまとめとして
登壇

【講演会「地方における産学官連携活動による産業振興」】

　日時　平成 24 年 1 月 20 日（金）　15：00 ～ 17：00
　場所　高知工科大学
　主催　JST イノベーションサテライト高知
受田浩之センター長が講師として登壇
テーマ　｢ 高知県の産業振興に向けた産学官連携活動 ｣

【第５回十勝アグリバイオ産業創出のための人材育成シンポジウム】

　日時　平成 24 年 1 月 26 日（木）　13：30 ～ 17：20
　場所　ホテル日航ノースランド帯広
　主催　帯広畜産大学・帯広市
中島和代理事（地域（社会）連携担当）が講演者として登壇
テーマ　｢ 地方における大学の人材育成と企業の期待 ｣

【農医連携促進セミナー「地域食材を活用した健康まちづくりと産業の活性化」】

　日時　平成 24 年 2 月 6 日（月）　15：00 ～ 17：15
　場所　米子ワシントンホテルプラザ
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　主催　鳥取県
受田浩之センター長が講師として登壇
テーマ　｢ 地域食材と健康　～高知県産学官連携・医農連携の挑戦～ ｣

【NPO 法人「食と健康を学ぶ会」第二回講演会】

　日時　平成 24 年 2 月 19 日（日）　10：00 ～ 12：00
　場所　総合あんしんセンター
　主催　NPO 法人　食と健康を学ぶ会
受田浩之センター長が講師として登壇
演題　「高知県産食材で健康づくり」聞いて良かった！高知県食材の機能性！

【食と医の健康シンポジウム　～食で健康を科学する！！～】

　日時　平成 24 年 2 月 29 日（水）　13：00 ～ 16：30
　場所　札幌アスペンホテル
　主催　北大リサーチ＆ビジネスパーク推進協議会
受田浩之センター長が講師として登壇
テーマ　｢ 地域食材を活用した健康まちづくり　～高知県産学官・医農連携の挑戦～ ｣
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 1 研 究 成 果

　　　　　　　　　　　　　　　　高知大学教育研究部自然科学系農学部門　藤　原　　拓

1. はじめに
　厳しい財政状況の下、下水道事業においても更なる効率化とコスト削減が求められている。高知県における下水道
処理人口普及率は平成 22 年度末現在で 33.3％と全国 45 位にとどまっており、処理の高度化とコスト縮減を同時に実
現可能な技術の開発による、下水道の普及促進や改築・更新時の効率アップが期待されている。本研究で開発対象と
したオキシデーションディッチ法（OD 法）は、全国の約 2000 箇所の公共下水処理場のほぼ半数で採用されている主
要な下水処理技術のひとつで、主に小規模施設で多く採用されている。高知県内でも 20 か所中 8 か所の下水処理場
で採用されており、この処理法の高度化・省エネ化が実現することによる高知県ならびに全国への波及効果は大きい
と期待される。本稿では、高知大学、香南市、高知県、日本下水道事業団、前澤工業株式会社の５者による産官学連
携による新技術「高負荷二点 DO 制御を用いた効率的な OD 法」の開発経緯とその主要な成果を紹介する。

2. 技術の概要
　二点 DO 制御とは、巡回水路による下水処理を行う OD 法の水路内二か所に蛍光式の溶存酸素計（DO 計 1 および
DO 計 2）を設置し、これらにより曝気風量と水路循環流速とを独立に制御することで、好気ゾーンと無酸素ゾーン
を安定して現出させ、通常より処理時間の短い高負荷条件下でも高度な有機物 ・ 窒素除去を可能にする技術である（図
1）。また、OD 水路の前段に嫌気槽を設けることにより、リン除去も可能になる特徴を有している。実験に使用した
水流発生装置（左）および散気装置（右）の概要を写真１に示した。これらの機器を二か所の溶存酸素計の測定値に
基づき制御した。

3. 産官学連携による開発経緯
　本技術の開発および産官学連携の経緯は以下の通りである。
　　平成 12 年度：高知大学が基礎実験を開始。
　　平成 16 年度：高知県および（財）高知県下水道公社の協力を得て、浦戸湾東部流域下水道高須浄化センターで

高知大学・前澤工業がベンチスケール実験を開始。
　　平成 19 年度：日本下水道事業団の公募型共同研究「エネルギー消費抑制型下水処理技術の開発－高負荷二点 DO

制御を用いた効率的な OD 法の開発（平成 20 年度～平成 23 年度）」に選定。
　　平成 20 年度：事業化に向けた４者協定（香南市、高知県、前澤工業、高知大学）を締結。香南市野市浄化センター

でベンチスケール実験を開始。日本下水道事業団公募型共同研究の開始（日本下水道事業団、高
知大学、前澤工業）。

　　平成 21 年度：香南市野市浄化センターでベンチスケール実験に成功。実証実験使用機器の基本性能を評価。

　産官学連携による省エネ型下水処理技術の開発研究

図１　二点 DO 制御ＯＤ法の概要 写真１　実験設備概要

 
産官学連携による省エネ型下水処理技術の開発研究 

 
○藤原拓（教育研究部自然科学系農学部門）  

 
1. はじめに 

厳しい財政状況の下，下水道事業においても更なる効率化とコスト削減が求められている。高知県

における下水道処理人口普及率は平成 22 年度末現在で 33.3％と全国 45 位にとどまっており，処理の

高度化とコスト縮減を同時に実現可能な技術の開発による，下水道の普及促進や改築・更新時の効率

アップが期待されている。本研究で開発対象としたオキシデーションディッチ法（OD 法）は，全国の

約 2000 箇所の公共下水処理場のほぼ半数で採用されている主要な下水処理技術のひとつで，主に小規

模施設で多く採用されている。高知県内でも 20 箇所中 8 箇所の下水処理場で採用されており，この処

理法の高度化・省エネ化が実現することによる高知県ならびに全国への波及効果は大きいと期待され

る。本稿では，高知大学，香南市，高知県，日本下水道事業団，前澤工業の５者による産官学連携に

よる新技術「高負荷二点 DO 制御を用いた効率的な OD 法」の開発経緯とその主要な成果を紹介する。 
 

2. 技術の概要 

 二点DO制御とは，巡回水路による下水処理を行うOD法の水路内二か所に蛍光式の溶存酸素計（DO
計 1 および DO 計 2）を設置し，これらにより曝気風量と水路循環流速とを独立に制御することで，

好気ゾーンと無酸素ゾーンを安定して現出させ，通常より処理時間の短い高負荷条件下でも高度な有

機物・窒素除去を可能にする技術である（図 1）。また，OD 水路の前段に嫌気槽を設けることにより， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真１ 実験設備概要 

 
リン除去も可能になる特徴を有している。実験に使用した水流発生装置（左）および散気装置（右）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 二点 DO 制御ＯＤ法の概要 

 

水流発生装置 
散気装置 

送風機 

 

B 

処理水 

余剰汚泥 

流入水 返送汚泥 

最終沈殿池 

嫌気槽 

DO 計 1 DO 計２ 

無酸素ｿﾞｰﾝ 

好気ｿﾞｰﾝ 
M M 

制
御

 

制
御

 



47産学官連携部門

　　平成 22 年度：香南市野市浄化センターで 1 年間実施した実証実験に成功。
　　平成 23 年度：本技術の評価を行うとともに、実用化のための設計 ･ 運転管理手法を確立。
　産官学連携の枠組みを図２に示す。香南市、高知県、前澤工業株式会社、高知大学による 4 者の共同研究は、以下
の役割分担により実証実験を遂行した。

　香南市　：実験場所（野市浄化センター No.2 反応槽）、
　　　　　　汚水の提供等。
　高知県　：機関間の連絡・調整等（事務局）。
　前澤工業：実験設備設置、運転管理、水質分析、研究
　　　　　　成果取りまとめ等。
　高知大学：サンプリング、データ解析、および研究成
　　　　　　果取りまとめ等。
　また、日本下水道事業団公募型共同研究では、本研究
に係わる技術的検討を共同実施した。すなわち、研究運
営、実験実施、ならびに最適設計手法・維持管理手法及
び適用範囲等の検討を、日本下水道事業団、高知大学、
前澤工業株式会社が共同して実施した。

4. 主要な成果
　高負荷二点 DO 制御を用いた効率的な OD 法は、温暖な高知県では従来より大幅に処理時間を短縮可能であること、
良好な処理水質と同時に電力消費削減を実現可能であることが実証された。具体的な成果は以下の通りである 1),2)。
　１）野市浄化センターの流入負荷条件では、従来法より短い約 12 時間の水理学的滞留時間（晴天時日最大流量基準）

で安定した高度処理が可能であることを実証。
　２）野市浄化センターでの実績値と比較して消費電力が約 67％削減。
　３）窒素の超高度処理を実現（処理水平均全窒素濃度が 1.3 mg/L）。
　４）生物学的リン除去が可能であることを実証（処理水平均全リン濃度が 0.6mg/L）。
　これらの成果を踏まえて、平成 23 年 10 月 7 日に高知県庁記者クラブにて関係 5 者による共同プレス発表を行い、
産官学連携の成果が広く報道された。

5. おわりに
　高知県では、新設や老朽化による更新が予定されている市町村において本技術を積極的に推進する予定としている。
また、日本下水道事業団では、本技術の適用条件の検討を踏まえた設計資料の整備などを予定している。産官学連携
により開発された省エネ型下水処理新技術が、香南市から高知県、さらには全国へと展開されることを期待している。

参考文献
1) 藤原拓、中町和雄、陳小強、川口幸男、橋本敏一、津野洋（2011）実規模高負荷二点 DO 制御 OD 法における下水

処理性能の評価、第 48 回下水道研究発表会講演集、pp.806-808。
2) 中町和雄、藤原拓、陳小強、橋本敏一、川口幸男、津野洋（2011）高負荷二点 DO 制御 OD 法の消費電力、第 48

回下水道研究発表会講演集、pp.812-814。

謝辞
　産官学共同研究の推進にご協力いただいた、仙頭義寛氏、北野幸男氏、村山敦氏、久保慎二氏（以上香南市）、野
村満雄氏、依岡偉夫氏、北川尚氏、川内敏博氏、小松真二氏、秋元建一氏、田中毅氏、松木和幸氏（以上高知県）、
村上孝雄氏、中沢均氏、橋本敏一氏、川口幸男氏、猪木博雅氏、辻幸志氏（以上日本下水道事業団）、矢尾眞氏、小
高志郎氏、数井徹氏、中町和雄氏、円谷輝美氏（以上前澤工業）、受田浩之氏、北添英矩氏、大年邦雄氏、陳小強氏、
大立玲子氏、田中一輝氏、グエン タン フォン氏（高知大学）、ほか多数の皆様に感謝いたします。なお、本研究は上
記共同研究として、また高知大学学長裁量経費採択事業として実施しました。
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 2 産 学 官 民 連 携 件 数 等

金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数
共同研究
（千円）

52,640 58 53,040 64 62,800 65 60,163 69 69,147 83 39,922 88 86,042 100 59,230 127

受託研究
（千円）

127,582 58 122,273 56 183,251 76 156,946 82 331,306 76 408,297 92 356,234 62 543,403 68

寄付金
（千円）

462,562 705 509,014 710 489,143 737 534,122 679 533,968 710 571,139 729 592,250 731 636,281 771

※JST育成研究は共同研究金額に含まない。

  平成17年度　1件 　25,742,418円

  平成18年度　3件  104,296,727円

  平成19年度　5件　134,178,092円

※平成16年度より奨学寄附金から寄付金となる。

※平成19年度寄付金は医学部寄附講座（5年間）を含む。

・諸活動
大学シーズと企業等ニーズとのマッチング
共同研究等契約支援
各省庁及び自治体・企業等の外部資金獲得事業
知的財産の創出・活用支援
シンポジウム，講演会等
産学官連携関係イベント(シーズ出展等)　
産学官連携に関する調査及び研究　　　　
産学官連携システム(組織化・共同体)の構築
地域連携事業
科学・技術相談
事業化支援
起業(大学発ベンチャー)支援

18年度 19年度 20年度 21年度 23年度

２　産学官連携件数等

16年度 17年度 22年度

52,640 53,040 62,800 60,163 69,147 39,922 86,042 59,230
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 3 平 成 2 3 年 度 　 民 間 企 業 等 と の 共 同 研 究 一 覧 （ 1 2 7 件 ）

No. 研　究　題　目 大学研究者

1 ソフィβ-グルカンの免疫賦活効果を用いた感染予防と便秘緩和効果の検討
看護学部門
　教　授　吾妻　健

2
排便の臭いのコントロールと便秘の緩和に関する研究
－食事療法（おなか活力タブレットとR-1）を取り入れた排便臭のコントロールおよび便秘緩和への取り組み－

看護学部門
　教　授　吾妻　健
　助　教　野村　晴香

3 OLL１０７３Ｒ－１多糖体による Nippostrongylus brasiliensis 感染防御効果

看護学部門
　教　授　吾妻　健
基礎医学部門
　助　教　都留　英美

4 ユズ種子成分の経口摂取による機能性評価

看護学部門
　教　授　溝渕　俊二
　准教授　山脇　京子
医学部
　特任助教　渡部　嘉哉

5 柚子の機能性についての研究

看護学部門
　教　授　溝渕　俊二
医学部
　特任助教　渡部　嘉哉

6 柚子の機能性についての研究

看護学部門
　教　授　溝渕　俊二
医学部
　特任助教　渡部　嘉哉

7 家畜の免疫に関する研究

看護学部門
　教　授　溝渕　俊二
医学部
　特任助教　渡部　嘉哉

8 海洋深層水及びβ‐グルカンの皮膚（表皮及び細胞）における機能性の研究

看護学部門
　教　授　溝渕　俊二
医学部
　特任助教　渡部　嘉哉

9 機能性素材を用いた食品の開発
看護学部門
　教　授　溝渕　俊二

10 ソフィβーグルカンの高齢者並びに疾病患者に対する有用性の検討

看護学部門
　教　授　溝渕　俊二
　教　授　吾妻　健
臨床医学部門
　教　授　笹栗　志朗
　講　師　浅羽　宏一
附属病院
　栄養士　伊與木　美保
黒潮圏科学部門
　教　授　富永　明
生命環境医学部門
　教　授　永田　信治

11 研究題目非公開
基礎医学部門
　教　授　佐藤　隆幸

12 研究題目非公開
基礎医学部門
　教　授　佐藤　隆幸

13 研究題目非公開
基礎医学部門
　教　授　佐藤　隆幸

14 研究題目非公開

基礎医学部門
　教　授　佐藤　隆幸
附属病院
　臨床工学技士　武島　智隆

15 不織布NR91050Tの安全性試験
基礎医学部門
　准教授　津田　雅之

16 不織布NP91028Tの安全性試験
基礎医学部門
　准教授　津田　雅之
　助　教　都留　英美

17 不織布KS9040の安全性試験
基礎医学部門
　准教授　津田　雅之
　助　教　都留　英美

18 不織布KP9340の安全性試験
基礎医学部門
　准教授　津田　雅之
　助　教　都留　英美

19 神経回路形成におけるプロトカドヘリンと線条体神経の役割
基礎医学部門
　准教授　平野　伸二

20 1073R-1乳酸菌が産生するEPSのマウス小腸上皮細胞における受容体の探索

基礎医学部門
　教　授　本家　孝一
医学部附属システム糖鎖生物学
教育研究センター
　特任准教授　小谷　典弘

21
C型慢性肝炎に対するPEG‐IFNα‐２aを中心とした併用療法の治療効果とHCV遺伝子変異および鉄代謝の関係の
検討

臨床医学部門
　准教授　岩崎　信二

22 NASHの病態と鉄代謝に関する検討
臨床医学部門
　講　師　小野　正文

23 NAFLD/NASH進展に関わる遺伝子群の解析とその治療法への応用
臨床医学部門
　教　授　西原　利治
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24 血漿アミノグラム解析によるNAFLD､ NASHの診断的意義についての研究
臨床医学部門
　教　授　西原　利治

25 マイクロチップを用いた細胞評価方法に関する研究
臨床医学部門
　教　授　西原　利治
　講　師　小野　正文

26 乾癬発症とメタボリック症候群に関する研究
臨床医学部門
　教　授　佐野　栄紀

27 家庭用皮膚疾患治療装置の開発
臨床医学部門
　教　授　佐野　栄紀

28 細径内視鏡による尿路の観察
臨床医学部門
　教　授　執印　太郎
　准教授　井上　啓史

29 医療器具等の研究
臨床医学部門
　教　授　杉浦　哲朗

30 院内搬送に関する経由・到着確認システムの研究

臨床医学部門
　教　授　杉浦　哲朗
附属病院検査部
　技師長　小倉　克巳

31 採血管準備管理システム新方法の研究

臨床医学部門
　教　授　杉浦　哲朗
附属病院検査部
　技師長　小倉　克巳

32 開放規格検体検査自動化システムの実用性に関する研究

臨床医学部門
　教　授　杉浦　哲朗
附属病院検査部
　技師長　小倉　克巳

33 検体系検査統合システム構築に関する研究

臨床医学部門
　教　授　杉浦　哲朗
附属病院検査部
　技師長　小倉　克巳

34 微生物遺伝子型識別の有用性に関する研究

臨床医学部門
　教　授　杉浦　哲朗
附属病院検査部
　主任技師　森本　徳仁

35 食品素材が健康に与える効果の確認
臨床医学部門
　講　師　竹内　啓晃

36 ピロリ菌由来のタンパクの血小板の活性化機構の研究
臨床医学部門
　講　師　竹内　啓晃

37 膵癌化学療法剤治療におけるBCAA併用での血中アミノグラム解析
臨床医学部門
　教　授　花崎　和弘

38 肝切除術施行後の消化管機能異常に対するTJ-100ツムラ大建中湯エキス顆粒（医療用）の有効性評価
臨床医学部門
　教　授　花﨑　和弘

39 電解還元水飲用による周術期の血糖及び感染制御への影響に関する研究

臨床医学部門
　教　授　花崎　和弘
　講　師　岡林　雄大
　助　教　前田　広道

40 大血管への採血アプローチによる血糖測定系の確立

臨床医学部門
　教　授　花崎　和弘
　准教授　山下　孝一
　助　教　北川　博之
　助　教　矢田部　智明
附属病院
　外科医員　宗景　匡哉

41 ゲムシタビンとBCAAの併用をin vitro 評価する研究

臨床医学部門
　教　授　花崎　和弘
　助　教　市川　賢吾
　技術補佐員　竹崎　由佳

42 結膜充血の定量的評価法の開発
臨床医学部門
　教　授　福島　敦樹

43 抗原誘発アレルギー性結膜炎モデルにおけるH1受容体拮抗薬点眼のヒスタミン受容体発現抑制効果の研究

臨床医学部門
　教　授　福島　敦樹
　助　教　福田　憲
　助　教　角　環
　技術補佐員　石田　わか

44 歯科治療材料の生物学的毒性に対する検討
臨床医学部門
　教　授　山本　哲也

45 歯科治療材料の物理的・化学的・生物学的機能の臨床評価
臨床医学部門
　教　授　山本　哲也

46 脈波伝播時間を用いた循環管理指標の検討

臨床医学部門
　准教授　山下　幸一
　教　授　横山　正尚
　助　教　矢田部　智昭

47 ICT利活用による地域医療情報の収集、解析および適用に関する研究
連携医学部門
　教　授　奥原　義保

48 蛋白電気泳動波形を用いた検査値予測システムの研究
連携医学部門
　助　教　片岡　浩巳

49 データマイニング技術を用いた診療支援に関する研究
連携医学部門
　助　教　片岡　浩巳

50 ドライスキンに対するサクラン配合化粧品（市販品）の効果検証
連携医学部門
　助　教　弘田　量二

51 健康診断ソフトの開発
連携医学部門
　講　師　宮野　伊知郎
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52 高齢者の健康長寿の要因に関する縦断研究

連携医学部門
　教　授　安田　誠史
　助　教　宮野　伊知郎
看護学部門
　助　教　野村　晴香

53 生薬の有効成分に関する分析化学的研究
複合領域科学部門
　教　授　蒲生　啓司

54 現場型化学分析センサーシステムの開発
複合領域科学部門
（海洋コア総合研究センター）

　准教授　岡村　慶

55 海洋深層水大規模培養による海洋性アンフィジニウム属渦鞭毛藻由来の医薬リード化合物の探索と開発

複合領域科学部門
（海洋コア総合研究センター）

　教　授　津田　正史
理事（研究担当）
　副学長　小槻　日吉三
黒潮圏科学部門
　教　授　富永　明
基礎医学部門
　准教授　津田雅之
総合研究センター
　特任助教　　　熊谷　慶子
　特任助教　　　小野寺　健一
　技術専門職員　小西　裕子
　技術補佐員　　秋丸　陽子
　研究員　　　　西坂　太樹

56 地域活性化におけるデザイン・印刷・商品開発の実践研究
教育学部門
　准教授　吉岡　一洋

57 地域医療・在宅介護等に関するICT利活用の適用可能性に関する研究
黒潮圏科学部門
　准教授　久保田　賢

58 未利用生物資源からの血糖値および脂肪制御作用を持つ物質の探索
黒潮圏科学部門
　教　授　富永　明
　准教授　平岡　雅規

59 有明海湾奥部の稚仔魚の研究
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）

　教　授　木下　泉

60 土佐湾における魚類再生産機構に関する研究
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）
　教　授　木下　泉

61 （海藻種苗安定生産に関する研究）
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）
　准教授　平岡　雅規

62 人工藻礁設置による褐藻類繁茂促進に関する研究
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）
　准教授　平岡　雅規

63 海藻類の胞子の採取、育苗、成体育成
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）
　准教授　平岡　雅規

64 海洋深層水を利用したアワビと海藻の増養殖に関する研究
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）
　准教授　平岡　雅規

65 海洋深層水スジアオノリ・タンク養殖の研究
黒潮圏科学部門
（海洋生物研究教育施設）
　准教授　平岡　雅規

66 安心して子育てができる地域コミュニティ形成支援ＩＣＴモデル開発のための共同研究
人文社会科学部門
　准教授　遠山　茂樹

67 バイオ新素材ポリグルタミン酸の量産化とバイオジェル吸水部材の応用研究
生命環境医学部門
　教　授　芦内　誠

68 イネの高マンガン耐性に関与する輸送体の同定
生命環境医学部門
　准教授　上野　大勢

69 微細藻Dunaliella salinaの培養技術と機能性に関する研究
生命環境医学部門
　教　授　受田　浩之
　准教授　島村　智子

70 地産地消商品の開発に関する研究

生命環境医学部門
　教 授　受田　浩之
　准教授　島村　智子
　准教授　柏木　丈拡
地域協働教育学部門
　准教授　石筒　覚

71 乳および乳製品の品質とメイラード反応に関する研究

生命環境医学部門
　教　授　受田　浩之
　准教授　島村　智子
　准教授　柏木　丈拡
臨床医学部門
　講　師　竹内　啓晃

72 食品および食品成分が体内放射性物質の排出に与える効果の確認

生命環境医学部門
　教　授　受田　浩之
　准教授　島村　智子
黒潮圏科学部門
　准教授　石塚　悟史
基礎医学部門
　教　授　谷口　武利
　助　教　坂本　修士

73 馬路村における果皮成分増量技術を活用した柚子果汁品の研究開発
生命環境医学部門
　准教授　柏木　丈拡
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74 「表面増強ラマン散乱（ＳＥＲＳ）分光法を用いたピロリ菌の抗菌活性の分析に関する研究」

生命環境医学部門
　准教授　柏木　丈拡
臨床医学部門
　講　師　竹内　啓晃
大学院連合農学研究科
　　　　　工藤　勇人

75 カンボジア王国における高性能鉄吸着剤を用いたヒ素汚染地下水の浄化技術の研究開発
生命環境医学部門
　教　授　康  峪梅
　教　授　大谷　慶人

76 カンボジア王国における高性能鉄吸着剤を用いたヒ素汚染地下水の浄化技術の研究開発
生命環境医学部門
　教　授　康  峪梅
　教　授　大谷　慶人

77 マコモの製造管理および発酵中に生存する微生物の機能性の評価
生命環境医学部門
　教　授　永田　信治

78 新規Aureobasidium sp.単離株を用いたβ-1,3-1,6-グルカンの産生およびその加工
生命環境医学部門
　教　授　永田　信治

79 低価格帯清酒用新規酵母の開発
生命環境医学部門
　教　授　永田　信治

80 柑橘系搾汁残渣の処理技術の開発
生命環境医学部門
　教　授　永田　信治

81 珪藻、ラフィド藻、渦鞭毛藻等への遺伝子導入系の網羅的開発に関する研究
農学部門
　教　授　足立　真佐雄

82 小型浄化槽における微生物相と処理水質との関連性解明に関する研究
農学部門
　教　授　足立　真佐雄

83 農業用電解水の機能特性の検証と機能発現メカニズムの解明
農学部門
　教　授　石川　勝美

84 インテリジェント性を有する紙および不織布の開発
農学部門
　准教授　市浦　英明

85 南海地震による津波被害軽減と親水継続時間を短縮する対策技術の開発
農学部門
　教　授　大年　邦雄
　准教授　原　忠

86 南海地震に備えた新しい給水インフラ整備と多重給水システムの開発研究
農学部門
　教　授　大年　邦雄
　准教授　原　忠

87 搬出間伐における作業システム運用技術の開発
農学部門
　教　授　後藤　純一
　准教授　鈴木　保志

88 HPFRCCを用いたため池更新技術の評価
農学部門
　准教授　佐藤　周之

89 転換畑における異なる水分条件下での作物根の発達特性とAM菌の感染実態の解明
農学部門
　准教授　佐藤　泰一郎

90 斜面工事における労働災害防止のための計測機器設置方法の検討
農学部門
　教　授　笹原　克夫

91 斜面動態モニタリングに基づく斜面崩壊発生予知手法に関する研究
農学部門
　教　授　笹原　克夫

92 人工環境ボックスを使用した栽培試験
農学部門
　教　授　島崎　一彦

93 木材搬出時の残存木の保護と損傷軽減実用化研究
農学部門
　准教授　鈴木　保志

94 強度間伐等に対応した森林管理技術開発
農学部門
　教　授　塚本　次郎
　教　授　藤原　新二

95 甘味料を用いた保存食品害虫防除技術の開発
農学部門
　准教授　手林　慎一

96 酢ビ系材料を用いた農業部材の開発
農学部門
　准教授　西村　安代

97 地域防災に関する地盤の地震時挙動に関する研究
農学部門
　准教授　原　忠

98
簡易動的コーン貫入試験（PDCPT）による液状化対策効果評価法の丸太打設液状化対策地盤への適用性に係る研
究

農学部門
　准教授　原　忠

99 養殖魚の配合飼料に関する研究
農学部門
　准教授　深田　陽久

100 面的水管理・カスケード型資源循環システムの統合評価に関する研究
農学部門
　教　授　藤原　拓

101 エネルギー消費抑制型下水処理技術の開発
農学部門
　教　授　藤原　拓

102 バイオマス資源米「たちすがた」の研究
農学部門
　教　授　山本　由徳

103 固体触媒を用いた乳酸からのアクリル酸合成
複合領域科学部門
（理学部附属水熱化学実験所）

　助　教　恩田　歩武

104 アパタイト触媒を用いたアルコール類の有用化学品への転換反応
複合領域科学部門
（理学部附属水熱化学実験所）

　助　教　恩田　歩武

105 水熱法によるリチウムイオン電池材料合成プロセスの研究
複合領域科学部門
（理学部附属水熱化学実験所）

　教　授　柳澤　和道

106 水熱合成法による単結晶材料の創生に関する基礎研究

複合領域科学部門
（理学部附属水熱化学実験所）

　教　授　柳澤　和道
　助　教　恩田　歩武
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107 バッテリー再生剤の機能向上に関する研究
複合領域科学部門
　准教授　上田　忠治

108 電子線を用いた無機ー有機ハイブリッド化合物の固定化技術に関する研究
複合領域科学部門
　准教授　米村　俊昭

109 波長変換用蛍光色素に関する研究
複合領域科学部門
　教　授　吉田　勝平

110 波長変換用蛍光資材の利用によるスジアオノリ栽培の高付加価値化研究
複合領域科学部門
　教　授　吉田　勝平

111 ミニマルファブに組み込まれるEDAツールの回路合成ソフトウェア開発
理学部門
　教　授　豊永　昌彦

112 THｚを用いた安心センシングセンサーの研究
理学部門
　教　授　西岡　孝

113 高知大学方式３HeGM冷凍機の高効率化
理学部門
　教　授　西岡　孝

114 ディペンダブル協調設計検証技術の研究
理学部門
　教　授　村岡　道明
　教　授　豊永　昌彦

115 下北沖掘削コア試料を用いた地圏と生命圏の共進化に関する共同研究

理学部門
　教　授　村山　雅史
　教　授　小玉　一人
　准教授　池原　実
　助　教　山本　裕二
複合領域科学部門
　准教授　岡村　慶

116 GTLを用いた新たなハウス加温法の開発
理学部門
　教　授　安田　尚登

117 東部南海トラフ海域のコア試料を用いた年代推定に関する研究
理学部門
　教　授　安田　尚登

外　１０件
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No. 研　究　題　目 大学研究者

1
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
腫瘍内へのＴ細胞を動員する次世代免疫療法の開発

基礎医学部門
　教　授　宇高　恵子

2 アレルギーに関わる免疫担当細胞に対するレバミピドの抑制効果の検討
基礎医学部門
　教　授　福島　敦樹

3
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
腹ミクロドメイン会合分子同定のためのEMARS反応標識試薬の開発

基礎医学部門
　教　授　本家　孝一

4
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
トロンボモジュリン分子がもつ新規な血管内皮細胞保護作用機序の解明

臨床医学部門
　講　師　池添　隆之

5
（科学技術振興機構）A-STEP（シーズ顕在化タイプ）
尿路上皮腫瘍の光動力学的スクリーニングシステムの確立

臨床医学部門
　教　授　井上　啓史

6
【23-4】
（研究課題名）高齢者の自立支援に資する総合的研究：認知症高齢者を含む高齢者の移動・外出支援
（分担する研究題目）認知症高齢者の自動車運転と家族に対する心理教育のあり方に関する検討

臨床医学部門
　講　師　上村　直人

7 モデル動物を用いたロキソプロフェンパップ剤・テープ剤の慢性痛覚過敏発症阻止メカニズムの解析
臨床医学部門
　教　授　谷　俊一

8 虚弱高齢者のための児童・生徒参加型高齢者健診と運動器リハモデルに関する研究
臨床医学部門
　教　授　谷　俊一

9
（経済産業省）戦略的基盤技術高度化支援事業
患者負担低減を達成する『高強度』かつ『フッ素徐放性』を持つ歯科充填用コンポジットレジンの開発

臨床医学部門
　教　授　山本　哲也

10
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
水熱ホットプレス法を応用した生体近似骨の顎骨再建への応用

臨床医学部門
　准教授　山田　朋弘

11
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
紫外線誘導性皮膚癌モデルマウスの創薬におけるプラットフォームとしての応用

臨床医学部門
　助　教　横川　真紀

12 平成２３年度子どもの健康と環境に関する全国調査高知ユニットセンター委託業務
連携医学部門
　教　授　菅沼　成文

13 サクランのアトピー性皮膚炎への治療効果の検証
連携医学部門
　助　教　弘田　量二

14 安芸市国保ヘルスアップ事業の評価
連携医学部門
　教　授　安田　誠史

15
23-A-31　多目的コホートに基づくがん予防など健康の維持・増進に役立つエビデンスの構築に関する研究
分担研究課題名「高知地域におけるコホート構築」

連携医学部門
　教　授　安田　誠史

16
（海洋研究開発機構）平成23年度IODP乗船後研究に関する委託研究
「Exp.333NanTroSEIZEインプットサイトにおけるリファレンス層序研究」のうち「半遠洋性堆積物の供給源解析」

海洋コア総合研究センター
　研究員　齋藤　有

17 天然アユを守る取り組み
黒潮圏科学部門
　教　授　木下　泉

18
（科学技術振興機構）国際科学技術共同研究推進事業・地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム
「熱帯多島海域における沿岸生態系の多重環境変動適応策」（研究代表者：東京工業大学　灘岡和夫教授）中の
「生態学的アプローチによる熱帯沿岸生態系の生物多様性・生態系機能維持機構と多重ストレス応答評価」

黒潮圏科学部門
　助　教　中村　洋平

19 塗料を塗った魚網の海藻付着抑制効果の検証
黒潮圏科学部門
　准教授　平岡　雅規

20 スジアオノリの有効成分による健康増進効果の実証実験事業
黒潮圏科学部門
　准教授　平岡　雅規

21
平成23年度「梼原人を元気にする補助金」
地域内余剰労働力の活用による地域再生スキームの提案

地域協働教育部門
　准教授　大槻　知史
　特任助教　城月　雅大

22
（農林水産省）平成23年度生産環境総合対策事業（農業生産地球温暖化対策事業）
炭素貯留農法の社会的受容に関する消費者心理及び生産物の高付加価値化に関する調査研究

地域協働教育部門
　特任助教　城月　雅大

23 舞鶴市産業連関表の更新作成及び市内産業の研究分析
地域協働教育部門
　准教授　中澤　純治

24
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
ポリ-γ-グルタミン酸の環境機能材料化と簡易水質浄化技術への応用

生命環境医学部門
　教　授　芦内　誠

25
（農林水産省）平成23年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業委託事業
オオバに発生する病害虫の新規防除剤を活用した総合防除体系の確立

生命環境医学部門
　教　授　荒川　良

26 新農薬実用化試験に関する研究
生命環境医学部門
　教　授　荒川　良

27
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
飛翔性微小昆虫を捕食する土着天敵メスグロハナレメイエバエの大量増殖法の開発

生命環境医学部門
　教　授　荒川　良

28
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
ハダニを利用した土着天敵クロヒョウタンカスミカメ増殖キットの改良

生命環境医学部門
　准教授　伊藤　桂

29
（高知県）平成23年度高知県産学官連携産業創出研究推進事業
県産未利用有用植物の活用に向けた農商工医連携基盤の構築と事業化モデル

生命環境医学部門
　教　授　金　哲史

30 種雄牛の現場後代検定
生命環境医学部門
　准教授　松川　和嗣

31
（ＮＥＤＯ）戦略的次世代バイオエネルギー利用技術開発事業（次世代技術開発）
遺伝子改良型海産珪藻による有用バイオ燃料生産技術開発

農学部門
　教　授　足立　真佐雄

32

（農林水産省）平成23年度海洋生物毒安全対策事業
課題（１）「海洋生物毒による魚介類の毒化状況実態調査及び原因藻類の分布実態調査」
②魚類原因藻類の分布実態調査
（独立行政法人水産総合研究センターと共同提案）

農学部門
　教　授　足立　真佐雄

33
（内閣府）平成23年度食品健康影響評価技術研究
日本沿岸海域における熱帯・亜熱帯性魚毒による食中毒発生リスクの評価法の開発

農学部門
　教　授　足立　真佐雄
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34 イオン液体を用いた製紙スラッジの分離技術の確立
農学部門
　准教授　市浦　英明

35
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
界面重合反応を活用した新しいナノファイバー合成製技術の確立

農学部門
　准教授　市浦　英明

36
（環境省）平成23年度環境研究総合推進費
熱帯林の断片化による雑種化促進リスクと炭素収支への影響評価（2年計画の2年目）

農学部門
　准教授　市榮　智明

37
（環境省）平成23年度地球環境研究総合推進費
「地域住民のREDDへのインセンティブと森林生態資源のセミドメスティケーション化」委託業務のうち「移住-定着
関係と生態資源利用における住民参加」

農学部門
　教　授　市川　昌広

38
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
菌床シイタケの品質に影響する糖類の含量を増大させる生産法の開発

農学部門
　教　授　大谷　慶人

39
（高知県）平成23年度高知県産学官連携産業創出研究推進事業
南海地震による津波被害軽減と浸水継続期間を短縮する対策技術の開発

農学部門
　教　授　大年　邦雄
　准教授　原　忠

40
（文部科学省）地域産学官連携科学技術振興事業　平成23年度 イノベーションシステム整備事業
地域イノベーションクラスタープログラム（都市エリア型）
「接続可能な“えひめ発”　日本型養殖モデルの創出」

農学部門
　教　授　川合　研兒
　教　授　益本　俊郎
　教　授　枝重　圭祐
　教　授　葛西　孫三郎
　准教授　深田　陽久
黒潮圏科学部門
　教　授　大島　俊一郎

41
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
光センシングを利用した食品偽装防止技術に関する研究

農学部門
　教　授　河野　俊夫

42 豪雨・急傾斜地帯における低撹乱型人工林管理技術の開発

農学部門
　教　授　後藤　純一
　准教授　鈴木　保志
　准教授　原　忠
　准教授　松岡　真如

43
（農林水産省）農村振興局補助事業 農地・水保全管理支払交付金
農地･水保全管理支払交付金に関する絶海池水質・底質調査及び周辺流入水路水質調査

農学部門
　准教授　齋　幸治

44
（高知県）高知県公営企業局再生可能エネルギー利活用事業　平成23年度小水力発電ポテンシャル調査
本山町における小水力発電ポテンシャル調査研究

農学部門
　准教授　佐藤　周之

45
（国土交通省）平成２３年度河川砂防技術研究開発公募地域課題分野（砂防）採択課題
斜面動態モニタリングに基づく土砂災害発生予測技術の高度化に関する調査研究

農学部門
　教　授　笹原　克夫

46 新農薬実用化試験に関する研究
農学部門
　准教授　手林　慎一

47 フッ素樹脂フィルムを使用した栽培・環境試験
農学部門
　准教授　西村　安代

48 南国市の地域防災対策を目的とした堆積地盤の揺れやすさマップの高度化に関する研究
農学部門
　准教授　原　忠

49
（科学技術振興機構）戦略的創造研究推進事業（ＣＲＥＳＴ）
気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カスケード型資源循環システムの構築

農学部門
　教　授　藤原　拓

50 ヒラメ・マダイの中間育成等に関する研究
農学部門
　教　授　益本　俊郎

51 魚類への大豆の利用に関する研究
農学部門
　教　授　益本　俊郎

52
（農林水産省）平成23年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業委託事業
高保温性能で暖房燃料使用量を大幅に削減する次世代型パイプハウスの開発

農学部門
　准教授　宮内　樹代史

53
（文部科学省）平成23年度地球観測技術等調査研究委託事業『気候変動適応研究推進プログラム』
流域圏にダウンスケールした気候変動シナリオと高知県の適応策

農学部門
　准教授　森　牧人
　准教授　西村　安代
理学部門
　教　授　北條　正司
　教　授　佐々　浩司

54
(文部科学省)平成23年度科学技術試験研究委託事業『海洋資源の利用促進に向けた基盤ツール開発プログラム』海
底熱水鉱床探査の為の化学・生物モニタリングツールの開発

複合領域科学部門
（海洋コア総合研究センター）

　准教授　岡村　慶

55
（科学技術振興機構）「知財活用促進ハイウェイ」大学特許価値向上支援
瞬間的代謝反応を可視化する新規イメージング剤の事業化検討

複合領域科学部門
（海洋コア総合研究センター）

　教　授　津田　正史

56
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
瞬間的生体内反応を可視化する新規イメ－ジング剤の開発

複合領域科学部門
（海洋コア総合研究センター）

　教　授　津田　正史

57
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
バイオマス由来のエタノール及びメタノールから有用なアルコール類を製造する触媒変換プロセスの開発

複合領域科学部門
（海洋コア総合研究センター）

　助　教　恩田　歩

58
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
新奇人工微生物鉄輸送化合物の植物生長促進剤としての応用

複合領域科学部門
　助　教　松本　健司

59
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
有機不斉触媒反応の最適化による実用的不斉合成技術の開発

理事（研究担当）
　副学長　小槻　日吉三

60
（海洋研究開発機構）平成23年度IODP乗船後研究に関する委託研究
IODP Exp 323ベーリング海掘削コアを用いた鮮新世・更新世の古海洋環境復元の研究

理学部門
　准教授　池原　実

61
（海洋研究開発機構）平成23年度IODP堀削提案フィジビリティ研究委託事業
南大洋における新規掘削提案の検討〜南極寒冷圏変動史プロジェクト〜

理学部門
　准教授　池原　実

62
（文部科学省）平成23年度科学技術試験研究委託事業「東海･東南海･南海地震の連動性評価のための調査観測･研
究」に関する「過去の地震発生履歴から見た地震サイクルの多様性の評価」

理学部門
　教　授　岡村　眞

63
（科学技術振興機構）A-STEP（探索タイプ）
排風利用風力発電システムの高効率化

理学部門
　教　授　佐々　浩司
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64
（農林水産省）平成23年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業委託事業
「宝石サンゴの持続的利用のための資源管理技術の開発」

理学部門
　教　授　鈴木　知彦
生命環境医学部門
　教　授　大西　浩平
人文社会科学部門
　准教授　中西　三紀

65
（経済産業省・資源エネルギー庁）平成23年度メタンハイドレート開発促進事業
泥質層のコア層解析ならびに貯留層特性の評価

理学部門
　教　授　安田　尚登

外　３件



新規採用職員向け職務発明制度説明会
第７８回知的財産専門委員会
平成２３年度第１回夏播き小麦プロジェクト会議
平成２３年度第１回医学部倫理委員会
平成２３年度第１回弁理士による発明相談会（５件）
平成２３年度第２回弁理士による発明相談会（３件）
第７９回知的財産専門委員会
第８０回知的財産専門委員会
平成２３年度第２回医学部倫理委員会
平成２３年度第１回「知財サロン」会議
平成２３年度第１回特許等取得活用支援連絡会議
平成２３年度第３回弁理士による発明相談会（６件）
平成２３年度第３回医学部倫理委員会
国際バイオ EXPO　バイオアカデミックフォーラム　出展

（東京ビッグサイト）（７月１日まで）
国際モダンホスピタルショー　出展（東京ビッグサイト）（１５日まで）
平成２３年度第４回医学部倫理委員会
平成２３年度第４回弁理士による発明相談会（７件）
平成２３年度第２回夏播き小麦プロジェクト会議
平成２３年度第５回医学部倫理委員会
第８１回知的財産専門委員会
平成２３年度安全保障貿易管理セミナー
イノベーション・ジャパン 2011 大学見本市　出展（東京国際フォーラム）

（２２日まで）
南国市地域雇用創出推進協議会ごめん・ありがとう講座シリーズ

（岡豊ふれあい館）
「食品加工技術・衛生研修：高知小麦（夏播き小麦）を知ろう！味わおう！」
平成２３年度第６回医学部倫理委員会
第８２回知的財産専門委員会
平成２３年度第７回医学部倫理委員会
平成２３年度第５回弁理士による発明相談会（６件）
平成２３年度第６回弁理士による発明相談会（１件）
アグリビジネス創出フェア 2011　出展（幕張メッセ）（１２月２日まで）
平成２３年度第８回医学部倫理委員会
平成２３年度第３回夏播き小麦プロジェクト会議
第８３回知的財産専門委員会
平成２３年度第２回「知財サロン」会議
平成２３年度第７回弁理士による発明相談会（２件）

平成２３年度第９回医学部倫理委員会
第８４回知的財産専門委員会
平成２３年度第１０回医学部倫理委員会
国際ナノテクノロジー総合展（nano　tech　2012）出展　

（東京ビッグサイト）（１７日まで）
平成２３年度第２回特許等取得活用支援連絡会議
平成２３年度第１１回医学部倫理委員会
平成２３年度第８回弁理士による発明相談会（１件）
平成２３年度第１２回医学部倫理委員会
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４月 1 日
４月 13 日
４月 28 日
５月 10 日
５月 16 日
５月 17 日
５月 19 日
５月 31 日

６月 10 日

６月 24 日
６月 27 日
６月 29 日

７月 13 日
７月 26 日
７月 29 日
８月 19 日
８月 25 日
９月 ５ 日
９月 16 日
９月 21 日

10月 2 日

10月 4 日
10月 7 日
11月 1 日
11月 24 日
11月 25 日
11月 30 日
12月 8 日
12月 19 日
12月 22 日

12月 27 日

1 月 13 日
1 月 17 日
2 月 9 日
2 月 15 日

2 月 22 日
2 月 28 日
3 月 16 日
3 月 27 日

● 活 動 報 告

　平成 23 年

　平成 24 年



58

　国際・地域連携センター　知的財産部門の紹介

1. 機能
　本部門は、高知大学知的財産ポリシーに則り、教職員の研究成果である発明の相談・保護・管理・活用を実施する
部門として設置されたものである。
　主要な活動として、発明相談会開催、特許等のライセンス契約・管理、特許関係の各種セミナー及び対話型特許調
査事業の開催、共同研究契約等の知的財産条項の交渉・検討、及び各種展示会出展等の技術移転活動を行っている。

2. 体制
　Ⅰ . 知的財産部門

　平成 23 年度の体制は、部門長は国際・地域連携センター長の受田副学長が兼務し、四国ＴＬＯ分室員として兵頭
客員教授（平成 21 年 3 月から）が教員組織として、また、事務組織しては、地域連携課の専門職員及び事務職員が
それぞれ１名配置されている。

　Ⅱ . 他部門等との連携

　当部門の業務内容と密接に関連する、産学官民連携部門（コーディネート機能）及び研究協力課（共同研究契約等
の実務窓口）との連携が必須であることから、合同ミーティング及び情報交換を実施し、案件のステージにあわせて
最適な教職員を当該教職員の担当者とすることで、効率的に業務を行えるように配慮している。

　Ⅲ . 四国 TLO との連携

　当部門の業務に関して、四国 TLO との連携強化を図っている。具体的には、研究者から発明の相談があった場合
において、弁理士とともに発明相談会に同席し、特に市場性の観点からの目利きを依頼することができる体制を確立
している。また、技術移転段階においては、手続を文書化することにより、明確な意思表示の下での、委託関係を構
築している。

　Ⅳ . 県内機関との連携

　高知県商工労働部新産業推進課・高知県商工会議所・高知県商工会連合会・財団法人高知県産業振興センター・一
般社団法人高知県発明協会・高知工科大学・高知工業高等専門学校及び県内企業等と連携して実施する「知財サロン」
に会員として参画し、県内での知的財産に関する取り組みの活性化を図るとともに、情報交流ネットワークを構築し
た。

3. 実績
　特許出願に関しては、第 2 期中期目標・中期計画等を踏まえ、大学帰属出願案件についてはより一層の質的充実を
図るため、特許の実施許諾契約等におけるライセンス等収入（直接的収入）や特許等をシーズとした共同研究等の外
部資金及び競争的資金（間接的収入）の獲得に当たっての数値目標を設定するとともに、新たに「退職教員が発明者
となっている特許等の取扱い基準」、「発明者に対する技術移転の状況報告に関する指針」、「国際出願・外国出願の取
り扱いに関する指針」の策定を行った。また、知的財産権の有無に影響されない「成功報酬型共同研究」の制度設計
を行った。

　平成 23 年度における特許出願等件数については、発明届出件数は 34 件（前年度比 5 件減）、特許出願件数は 22 件（前
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年度比 6 件減）であった。なお、出願件数（22 件）のうち、共同研究等に基づく企業等との共同出願件数については、
東日本大震災の影響等もあり 13 件（前年度比 9 件減）であった。
　平成 23 年度における特許等の知的財産の活用による大学への収入又は外部資金等の獲得状況については、実施許
諾契約等に基づく収入（直接的収入）は 24,164 千円であり、過去最高の収入実績となった。
　また、特許をシーズとし、これと密接に関連した共同研究、受託研究及び競争的資金等の受入（間接的収入）は、
220,542 千円であった。

4. 成果物（16 － 23 年度）
・高知大学知的財産ポリシー
・高知大学国際・地域連携センター規則
・高知大学国際・地域連携センター運営戦略室規則
・高知大学国際・地域連携センター推進委員会規則
・高知大学国際・地域連携センター知的財産専門委員会規則
・高知大学発明規則
・職務発明における補償金に関する細則
・高知大学技術移転規則
・高知大学成果有体物取扱規則
・企業との共同研究等から生じた知的財産権の取扱についての基本方針
・高知大学国際・地域連携センター知的財産部門特許助成制度について
・共同研究・受託研究・特許権の取扱いについて（平成１９年９月１０日改訂）
・国立大学法人高知大学特許出願方針
・特許の審査請求及び拒絶理由通知等対応方針
・国立大学法人高知大学知的財産権活用・放棄基準
・国立大学法人高知大学発明フロー
・発明届けの審議手順
・発明から特許取得までの手続きと費用
・高知大学共同研究取扱規則
・共同出願契約書（ひな型）
・実施許諾契約書（ひな型）
・有体物譲渡契約書（企業用）（ひな型）
・有体物譲渡契約書（研究用）（ひな型）
・商標使用権設定契約書（有償版）
・商標使用権設定契約書（無償版）
・「研究ノート」の活用について
・高知大学安全保障輸出管理規則
・共同研究の成果に係る特許出願及び譲渡指針
・退職教員が発明者となっている特許等の取扱い基準
・発明者に対する技術移転の状況報告に関する指針
・国際出願・外国出願の取り扱いに関する指針
・成功報酬型共同研究について
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　各種セミナー等取り組み

１．発明相談会
　伊藤浩彰　弁理士、（アスフィ国際特許事務所：大阪市）、中野睦子　弁理士、宮川直之　弁理士（三枝国際特許事務所：
大阪市）を延べ８回招聘し、累計 31 件の相談を行い、出願明細書の打合せや、研究の方向性や必要なデータの確認
等を行った。

２．展示会（知的財産部門が主となるもの）
名　　称：イノベーションジャパン 2011・大学見本市
開催日時：平成 23 年　９月 21 日（水）～ 22 日（木）
開催場所：東京都　東京国際フォーラム
主　　催：独立行政法人科学技術振興機構（JST）
　　　　　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

名　　称：アグリビジネス創出フェア
開催日時：平成 23 年 11 月 30 日（水）～ 12 月２日（金）
開催場所：千葉市　幕張メッセ
主　　催：農林水産省

名　　称：nano　tech　2011
開催日時：平成 24 年２月 15 日（水）～ 17 日（金）
開催場所：東京都　東京ビッグサイト
主　　催：nano　tech　実行委員会

その他の取り組み
１．知財活動の個人評価への反映（特許を論文と同等に評価することへの取り組み）

　高知大学では、教員の活動を教育、研究にとどまらず地域貢献等を含めて点数化（評点）して評価するシステムを
他大学に先駆けて構築した。平成 17 年度は試行期間
とし、平成 18 年度から本格的に導入している。この
中で特許出願、特許登録についても論文と同等以上の
価値を認めることになった。このシステムは、今後、
大学に知的財産活動を定着化するのに非常に大きな
力になると考えられる。

【平成１７年度「教員の総合的活動自己評価」に関する報告書】よ
り抜粋（平成 18 年 12 月　国立大学法人高知大学評価本部）

時間換算（授業相当）素点

理系文系理系文系(x2)

166.725.00受賞 件数

33.35.00特許出願（公開） 件数

200.030.00取得 件数

100.0200.01530総説 欧文

40.080.0612邦文

100.0200.01530原著論文 欧文

40.080.0612邦文

文理－共通文理－共通
活
動

80.0

200.0

40.0612邦文

100.01530著書 欧文

論
文

研究

素点の一覧表（講義時間１時間との比較）素点の一覧表（講義時間１時間との比較）
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２．研究助成制度

　特許出願を行ったが、知的財産の観点からさらに追加の研究を行えばより強い発明にブラッシュアップできる潜在
的価値が高い案件がある。しかし若手研究者等では研究費が少なく研究が進まない場合も考えられ、少額ではあるが
知財部門の判断で知財部門予算から助成できる制度（０～２件／年、総額 100 万円）を発足させた。この制度は、定
期的に募集するものではなく、真に必要だと知財部門が判断した場合に行う助成制度として設定したものである。

３．セミナー事業

　日本弁理士会の協力を得て、本学と高知県との共催事業による新たな知的財産セミナー、個別相談会事業の次年度
開催に向けて企画、協議を行った。
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１ 知 的 財 産 権 の 活 用 状 況 に つ い て

【中期目標】
　研究拠点プロジェクト、学系プロジェクト、個人・グループ等が行う研究活動の質的向上や社会還元に 
向けた全学的支援体制を充実するため、センター機能をより一層強化する。						    
									       

【中期計画】
　国際・地域連携センターにおいて、1) 共同研究、受託研究、2) 数値目標を設定した特許出願を推進する。 		
												          

【H23 年度計画】
　提携機関や地域産業界、自治体とのネットワークの拡充により共同研究や受託研究を推進する。また、 
大学帰属出願案件の質的な充実を図った上で、知的財産の出願・管理を行うとともに、当該知的財産を 
活用したライセンス収入・競争的資金獲得の増加を目指す。								     
								      

【数値目標】
　 知 的 財 産 を 活 用 し た 直 接 的 収 入（ ラ イ セ ン ス 収 入 等 ）200 万 円 以 上、 間 接 的 収 入（ 知 的 財 産 を シ ー ズ 
とする競争的資金・共同研究等の外部資金の総額）１億円以上を目標とする。					  
								      

（１）発明活用（直接的収入）状況の推移
【直接的収入】：特許等実施許諾契約・研究成果有体物提供契約・特許等譲渡契約等の件数・収入実績		

0件

10件

20件

30件

40件

50件

60件

70件

80件

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

共同出願 単独出願

発明相談件数 発明届出件数

0 件

5 件

10 件

15 件

20 件

25 件

30 件

0千円

5,000千円

10,000千円

15,000千円

20,000千円

25,000千円

30,000千円

H18 H19 H20 H21 H22 H23

収入金額 契約件数（新規＋継続）

年度
事項 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

契 約 件 数 
（新規＋継続） 4 件 7 件 9 件 17 件 15 件 21 件 24 件

契 約 件 数 
（新規） 2 件 3 件 4 件 12 件 3 件 6 件 4 件

収入件数 2 件 4 件 8 件 11 件 8 件 11 件 16 件
収 入 金 額 

（千円） 327 千円 1,904 千円 1,871 千円 1,281 千円 676 千円 3,388 千円 24,164 千円
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（２）発明活用（間接的収入）状況（平成 23年度）
【間接的収入】：特許等と密接に関係した共同研究・受託研究・科学研究費補助金獲得状況	 			 

							     

（ⅰ）特許等と密接に関連した共同研究等の総件数に占める比率							     
関連件数 総件数 対総件数比

共同研究 58 件 127 件 46%
受託研究 12 件 68 件 18%

科学研究費補助金（文科省） 34 件 266 件 13%
科学研究費補助金（厚労省） 4 件 30 件 13%

合計 
（ ）内は平成 22 年度

108 件
（94 件）

491 件
（403 件）

22%
（23%）

								      

（ⅱ）特許等と密接に関連した共同研究等の総額に占める比率							     
関連金額 総額 対総額比

共同研究 44,589 千円 59,230 千円 75%
受託研究 38,692 千円 543,403 千円 7%

科学研究費補助金（文科省） 81,536 千円 493,291 千円 17%
科学研究費補助金（厚労省） 55,725 千円 82,975 千円 67%

合計 
（ ）内は平成 22 年度

220,542 千円
（150,449 千円）

1,178,899 千円
（871,424 千円）

19%
（17%）

	

							     

（３）発明相談件数・発明届出件数・出願件数の推移					  

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度
発明相談件数 45 件 60 件 66 件 75 件 72 件 65 件 67 件
発明届出件数 38 件 51 件 46 件 44 件 36 件 39 件 34 件
単独出願件数 11 件 19 件 17 件 13 件 14 件 7 件 9 件
共同出願件数 23 件 18 件 13 件 22 件 16 件 21 件 13 件

								      

特許保有件数（平成 23 年度末　現在）								      
大学保有特許 うち共同保有特許

日本国特許 38 件 20 件
外 国 特 許 19 件 10 件
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収入金額 契約件数（新規＋継続）
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２ 平 成 2 3 年 度 　 発 明 届 の 処 理 状 況
   

事項 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

【計画】 30 件 33 件 36 件 39 件 42 件 45 件

【実績】 33 件 34 件 37 件 30 件 35 件 30 件 28 件 22 件
【計画】 38 件 41 件 44 件 47 件 50 件

【実績】 45 件 38 件 51 件 46 件 44 件 36 件 39 件 34 件

【計画】 38 件 41 件 44 件 47 件 50 件

【実績】 未記録 45 件 60 件 66 件 75 件 72 件 65 件 67 件

【計画】 8 回 10 回 10 回 10 回 10 回

【実績】 5 回 8 回 11 回 11 回 14 回 7 回 9 回 8 回

【実績】 26 件 28 件 27 件 40 件 34 件 21 件 20 件 31 件

【計画】 2 件 2 件 2 件 2 件 2 件

【実績】 1 件 2 件 3 件 4 件 12 件 3 件 6 件 4 件

【計画】 4 件 6 件 8 件 10 件 12 件

【実績】 2 件 4 件 7 件 9 件 17 件 15 件 21 件 24 件

【計画】 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回

【実績】 3 回 2 回 4 回 6 回 4 回 3 回 2 回 0 回

【計画】 31 件 34 件 37 件 40 件 43 件

【実績】 未記録 31 件 81 件 94 件 64 件 42 件 47 件 46 件

【計画】 58 名 23 名 23 名 23 名 23 名

【実績】 58 名 1 名 18 名 7 名 1 名 0 名 0 名

【計画】 2 回 2 回 3 回 3 回 4 回 0 回

【実績】 2 回 2 回 3 回 2 回 5 回 2 回 0 回

【計画】 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回

【実績】 1 回 1 回 2 回 2 回 3 回 3 回 3 回

【実績:回数】 対象外 1 回 3 回 16 回 5 回 1 回 1 回 1 回

【実績:確認書】 対象外 33 人 23 人 28 人 25 人 12 人 26 人 29 人

13.研究ヒアリング 【実績:人数】 15 人 19 人 5 人 2 人 2 人

14.ＪーＳＴＯＲＥ、特許流通
ＤＢ　登載件数

【実績】 23 件 23 件 28 件 39 件 39 件 39 件

15.上記照会件数 【実績】 0 件 2 件 2 件 1 件 0 件 0 件

327千円 1,904千円 1,871千円 1,281千円 676千円 3,388千円 24,164千円

498千円 3,140千円 3,790千円 2,342千円 4,639千円 3,288千円 6,178千円 5,269千円

2.発明届出件数

3.発明相談会
（知的財産部門）

6.特許実施許諾等
契約（新規＋継続）

7.セミナー開催

5.特許実施許諾等
契約（新規）

4.発明相談会
（弁理士）

8.共同研究等の知的財産条
項検討・交渉

平成２３年度　数値実績一覧

12.職務発明説明会
（新規採用者）

 

16.特許等による収入実績

17.特許出願支援（JST）実績

1.特許出願件数

11.特許フェア等
（産学官民が主となるものを除く）

10.研究戦略企画
プロジェクト会議

9.大学院生への特許調査方
法教育



Section

国 際 連 携 部 門

国際・地域連携センター国際連携部門発足
（総合教育センター修学・留学生支援部門と国際・地域連携センター国際交
流部門が統合）
平成 23 年度高知大学国際交流基金助成事業の実施

（３事業、予算規模 10,000 千円）
国立東華大学（台湾）副学長他２名表敬訪問
第 1 回国際連携推進委員会（計 7 回開催）
第１回留学生専門委員会（計 11 回開催）
マレーシア・プトラ大学（マレーシア）学生６名表敬訪問
国際・地域連携センター国際連携部門講演会＆ワークショップ開催
国際・地域連携センター国際連携部門ＦＤ・ＳＤ研修会（人文学部と共催）
高知県上海事務所訪問（岩崎副学長他 2 名）
高知大学帰国留学生ネットワーク（中国上海地域）同窓会事務所看板設置
高知大学中国語センター開設に関する覚書締結
海外留学説明会開催（朝倉キャンパス・岡豊キャンパス）
海外留学説明会開催（物部キャンパス）
タマサート大学（タイ）理工学部長他９名表敬訪問
国際・地域連携センター国際連携部門主催人間理解ＳＤ講習会
カンボジア工科大学と学術・学生交流協定締結
国際交流基金助成決定通知書交付式
地域交流事業による高知県内留学生の秋の大祭参加
東南アジア若手研究者による国際ワークショップ開催
日本留学フェア（上海）参加

農学部外国人留学生等交流懇談会（西島園芸団地）
郷土料理（中国・韓国）販売で地域の方と交流（物部キャンパス一日公開）
外国人留学生課外研修
医学部外国人留学生等との交流懇談会（医学部キャンパス）
学長主催外国人留学生交流懇談会（高知商工会館）
クィーンズランド大学（オーストラリア）大学交換交流アドバイザーが国
際連携部門訪問
国際・地域連携センター国際連携部門 FD・SD 研修会
ブエブラ州立大学（メキシコ）教員が国際連携部門訪問
常州大学（中国）との大学間交流協定更新
天津師範大学（中国）との大学間交流協定更新

東国大学校文科大学（韓国）から教員、学生 58 名訪問
人文学部・教育学部の招聘により交流セミナー開催
レディング大学（イギリス）教員２名が国際連携部門訪問
安徽大学、高知県上海事務所訪問（遠藤教育学部長他２名）

国際連携部門セミナー開催
スリウィジャヤ大学（インドネシア）研究科長他２名表敬訪問

4 月 1 日

4 月 22 日
5 月 12 日
5 月 16 日
5 月 25 日
6 月 25 日
7 月 1 日
7 月 4 日

7 月 5 日
7 月 20 日
　 ・26 日
7 月 22 日
7 月 27 日
9 月 9 日
9 月 26 日

10月 16 日
10月 18 日
10月 22 日
　 ～ 23 日
10月 28 日
11月 3 日
11月 19 日
11月 29 日
11月 30 日
12月 5 日

12月 7 日
12月 14 日
12月 19 日
12月 26 日

1 月 10 日
　～ 13 日
1 月 11 日
2 月 20 日
　～ 22 日
3 月 4 日
3 月 28 日

● 活 動 報 告

　平成 23 年

　平成 24 年
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　平成 23 年 10 月 16 日（日）、高知地域留学生交流推進会議の地域交流事業の一環として、県内 3 大学の留学生が高
知県長岡郡大豊町にある星神社の秋季大祭に参加しました。大豊町庵谷地区では過疎・高齢化で長く続いていた神祭
りの維持が危ぶまれていたところですが、大勢の留学生が参加し、村祭りに新たな息吹を吹き込みました。留学生に
とっても体験できない日本文化の深層に触れるよい機会となり、貴重な体験になったようです。

　～大豊町星神社の秋季大祭に留学生が参加～
―高知地域留学生交流推進会議（地域交流事業）―

おなばれ

神　事 鳥居の前で記念撮影



67国際連携部門

【国立東華大学（台湾）】　平成 23 年 4 月 22 日（金）
　国立東華大学（台湾）の張副学長他２名の表敬訪問があり、お互いの大学について概要説明を行った後、海洋深層
水の農学、医学利用に関する意見交換が行われました。同大学は現在５学院、22 学系及び 24 研究所を有する国立大
学であり、今後の協定締結を目指した研究交流や学生交流についても話し合われました。

【タマサート大学（タイ）】平成 23 年 7 月 22 日（金）
　Satong Amornwichet 理工学部長他９名が来学され、櫻井理事（総務担当）、逸見理学部長及び梶芳准教授と会談し
ました。研究交流、学生交流及び部局間交流から大学間交流への昇格等について意見交換を行いました。

　表　敬　訪　問

記 念 品 交 換 記　念　撮　影

意　見　交　換 記　念　撮　影
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【安徽大学（中国）】平成 24 年 2 月 20 日（月）～ 21 日（火）
　遠藤教育学部長他 2 名が安徽大学を訪問しました。
　2 月 20 日　安徽大学副学長他と安徽大学日本語センターと高知大学中国語センターの運営や海外事務所の設置につ
いて会談するとともに、外国語学院で講演、学生交流を行いました。
　2 月 21 日　安徽大学歴史系での講演及び安徽大学徽学研究センターの訪問を行いました。

【スリウィジャヤ大学（インドネシア）】平成 24 年 3 月 28 日（水）
　Muhammad Totong Kamaluddin 研究科長他 2 名が来学され、櫻井理事（総務担当）と会談しました。両大学の概
要説明の後、今後の交流について有意義な情報交換が行われました。

意　見　交　換 記　念　撮　影

副 学 長 と の 会 談 日 本 語 学 科 講 演 会
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【国際連携部門講演会 & ワークショップ】　平成 23 年 6 月 25 日（土）
　国際・地域連携センター国際連携部門講演会 & ワークショップが麗澤大学外国語学部・大学院言語教育研究科教授 
井上優氏を迎え実施されました。物事の背後にある「しくみを見出す」、「関連づけて考える」という二つのことが、
異文化を理解する上で本質的に重要であることが具体例とともに述べられました。 

【国際連携部門 FD・SD 研修会（人文学部と共催）】平成 23 年 7 月 1 日（金）
　国際・地域連携センター国際連携部門 FD・SD 研修会がフレズノ・高知姉妹都市委員会共同代表であり、フレズノ
郡高等裁判所判事であるデイル・イケダ氏を迎え実施されました。 
　「強制収容と戦後補償をめぐる日系アメリカ人の物語」と題して、逐次通訳により万人の機会均等、平等、公平の
理想を推し進めるアメリカ合衆国の大きな動きの一部として紹介されました。

　講　演　会　等

講師：デイル・イケダ氏

講師：井上　優氏 講演会の様子

研修会の様子
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【国際連携部門主催  人間理解 SD 講習会】平成 23 年 7 月 27 日（水）
　大学間協定校であるカリフォルニア州立大学フレズノ校名誉教授であるハワード・カツヨ氏を講師に招き、「TRUE 
COLORS 人間関係コミュニケーション研修会」が開催されました。研修会はワークショップ形式で、自分の個性を
知り、お互いの持ち味と違いを活かすコミュニケーションプログラムのもとに進行しました。自分を振り返り、見つ
め直すことによって、自分の内に様々な要素を持っていることに気づかされたとの感想が多く聞かれました。

【高知大学国際化推進 FD・SD 研修会】平成 23 年 12 月 7 日（水）
　「国際協力の現状と新たな動き」と題して、長澤一秀独立行政法人国際協力機構（JICA）四国支部長を講師に、日
本の国際協力の現状や、JICA の活動、求められるグローバル人材について豊富な資料をもとに講演していただきま
した。地域の国際交流団体やアジア人財資金構想高度実践留学生育成事業関係団体など学内外から 53 名が出席し、
実際の活動を交えた興味深い話に聞き入りました。

【国際連携部門セミナー】　平成 24 年 3 月 4 日（日）
　国連児童基金（UNICEF）ソマリア保健・栄養・水の衛生プログラム事業部長の國井修氏を迎え、国際連携部門セ
ミナーが開催されました。学生時代のソマリアでのボランティア活動から東京大学、外務省等を経て現在のユニセフ
での諸活動について、写真を交えて説明があり、また支援には限られた資源を有効に使うためにマーケティングや分
析が必要であることや、目標を決めて支援を行うことの大切さが指摘されました。

講師：長澤一秀氏（中央）

講師：國井　修氏 セミナーの様子

研修会の様子

講師：ハワード・カツヨ氏 ワークショップの様子
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　留学生交流

【外国人留学生課外研修】　平成 23 年 11 月 19 日（土）
　日本各地を見学することにより、日本の歴史・文化を学んで理解を深めるとともに、留学生間の親睦・交流を目的に、
課外研修を行いました。
　当日はあいにくの天気でしたが、参加した留学生はうどん作りを通して交流を深め、四国民家博物館では、日本の
昔の民家に触れ、興味深そうに写真を撮っていました。

  

　  

【学長主催外国人留学生交流懇談会】 平成 23 年 11 月 30 日（水）
　高知商工会館にて、留学生とその家族、留学生支援団体、関係教職員を招いて、外国人留学生交流懇談会を開催し
ました。全員で 154 名が参加し、留学生は、お世話になっている地域の留学生支援団体や教職員、日頃会うことの少
ない他キャンパスの留学生との交流を深めました。

 

　
　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　

中野うどん学校

新規渡日生の自己紹介

四国村（四国民俗博物館）

タイの踊り
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【物部キャンパス一日公開】
　平成 23 年 11 月 3 日 ( 木 ) に開催された「物部キャンパス一日公開」に、韓国と中国の留学生 11 名が参加しました。
韓国の留学生は、チヂミ、トッポッキ、ホットックを実演販売し、常に列が途切れることがないほどの人気でした。
中国の留学生は、2 種類の水餃子を皮から手作りし、できたてを販売しました。こちらも準備していた材料が足りな
くなるほど好評でした。両ブースとも作り方や具材についての質問が相次ぎ、地域の方と交流を深めました。

【様々な事業への参加】
①「高知県四万十川流域地域における外国人旅行者の移動容易化のための言語バリアフリー化調査事業」への留学生
参加
　日　時：平成 24 年 1 月 10 日 ( 火 )
　場　所：四万十市、四万十町
　参加者：中国人留学生 2 名、韓国人留学生 2 名、台湾人留学生 1 名

②「国際観光受入研修」への留学生参加
　日　時：平成 24 年 2 月 9 日 ( 木 )
　場　所：高知共済会館
　参加者：中国人留学生 3 名、韓国人留学生 2 名、台湾人留学生 1 名

③「平成 23 年度訪日外国人旅行者受入れ環境整備に係る外客受け入れ地方拠点整備事業」
　ワークショップ（4 回）に参加し、外国語版観光パンフレット作成に協力
　参加者：中国人留学生 3 名、韓国人留学生 5 名、台湾人留学生 3 名

④「留学生を活用した受入れ環境整備サポーター派遣事業」
　高知県内に在住する留学生が県内の観光地を訪問し、豊かな自然や歴史・文化に触れ、その魅力をインターネット
やブログを通じて母国を始めとする海外に発信
　第 1 回　平成 23 年 7 月 24 日（日）　幕末志士社中、ひろめ市場、日曜市他
　第 2 回　平成 23 年 10 月 8 日（土）　室戸ジオパーク、ドルフィンセンター、シレスト室戸
　第 3 回　平成 23 年 11 月 26 日（土）  天狗高原森林セラピー体験

　留学生と地域交流　

韓国ブース 中国ブース

外国語版パンフレット



73国際連携部門

１ 日 本 語 教 育

[ 国際・地域連携センター国際連携部門日本語教育関係 ]
　留学生支援関係における活動の目的は、本学の留学生に対して、日本語・日本文化の教育、修学上・生活上の指導・
助言、ならびにそのための調査研究を行うことです。本部門の前身である留学生センターは学内共同施設として 2003
年４月に設置されました。日本文化と諸外国の文化の交流と知識・経験共有のために、学内の教育、研究の国際化・
情報化に向けての支援活動、ならびに地域における中核的な大学として地域の国際化への支援活動を目的としていま
す。また、日本人学生の海外派遣についても、海外協定校への交換留学制度を中心に情報提供やアドバイスを実施し
ています。

 [ 活動の概要 ] 
◎教育

日本語集中コース（日本語予備教育）
　文部科学省国費留学生（研究留学生等）を対象に、大学院へ進学するために必要な日本語教育を 6 か月間集中的に
行います。

日本語・日本文化研修留学生教育
　日本語・日本文化研修留学生に対して、日本語科目の授業を行います。

日本語総合コース（日本語課外補講）
　高知大学に在籍する全留学生を対象に、課外補講として日本語を教えています。受講者のニーズやレベルに応じた
クラスを朝倉・物部・岡豊の３キャンパスで開講しています。

アジア人財資金構想高度実践留学生育成事業教育
　日本企業に就職する意志がある全学の留学生を対象に実施する教育です。ビジネス日本語教育、日本ビジネス教育、
インターンシップ、就職支援等の人材育成プログラムを行います。

◎相談

留学生に対する指導・助言
　留学生の修学・生活上の問題について指導・助言を行います。

留学情報提供・助言
　海外留学を希望する学生に対して、情報提供や相談等の支援を行います。

◎交流

　日本人学生によるチューター制度の導入、入学時のガイダンスによる修学上・生活面における指導、カウンセラー
の配置等、留学生がより充実した留学生活を送れるようサポートを行うと同時に学生間の交流も積極的に促進してい
ます。

外国人留学生課外研修
　高知県近隣の風土や文化を生で感じ理解してもらう目的で、毎年留学生を対象とした課外研修を企画しています。

地域社会との交流
　地域の国際交流団体・ボランティアグループの協力や地域の人々との連携により、積極的に留学生が参加できる地
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域独自の行事を企画・実施しています。

◎調査研究・教材開発

　国際連携部門の教育・交流・相談に関する調査研究及び教材開発を行っています。研究の成果は、毎年年度末に発
行される『高知大学留学生教育』に発表されます。

1　日本語集中コース ( 日本語予備教育 )

【2011 年度第１学期時間割】
曜日

時限 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

１（09:00 ～ 10:30） 基礎文法
（神崎道太郎）

基礎文法
（尾中美代子）

基礎文法
（今井多衣子）

基礎文法
（林　翠芳）

基礎文法
（大塚　薫）

２（10:40 ～ 12:10） 基礎文法
（神崎道太郎）

基礎文法
（尾中美代子）

基礎文法
（今井多衣子）

基礎文法
（林　翠芳）

基礎文法
（大塚　薫）

３（13:10 ～ 14:40） 漢字・語彙
（吉田　鈴香）

聴解・会話
（池　純子）

作文
（池　純子）

聴解・会話
（池　純子）

漢字・語彙
（吉田　鈴香）

４（14:50 ～ 16:20）
５（16:30 ～ 18:00）

Ⅰ . 授業の概要
　大使館推薦の文部科学省国費留学生のためのコースです。4 月第 2 週から始まり、週 15 コマ（30 時間）の授業が
15 週間行われます。授業内容は「基礎文法」と「漢字・語彙」、「聴解・会話」、「作文」に分かれています。全体の構
成は「基礎文法」10 コマ、「漢字・語彙」2 コマ、「聴解・会話」2 コマ、「作文」1 コマです。

Ⅱ . 授業レベルについて
　初めて日本語を学習する学習者を対象とし、日本語の基本的な「話す、聞く、書く、読む」の４技能の習得と大学
院での研究及び日常生活に必要な日本語の運用能力の習得を目指します。また、日本で生活していく上で必要な日本
に関する知識を習得します。本コースの到達目標は、日本語能力試験 N4 レベルです。

Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

基礎文法

日本語学習の経験のない学習者を対象
に、ひらがな・カタカナ五十音の読み
書きと日本語の実用的な日常会話、基
本表現及び生活必須語彙を場面に即し
て実践的に習得する。日本語能力試験
N4 レベルの会話、聴解能力を目指す。

『日本語かな入門』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　本冊』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　翻訳・文法解説 英語版』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　書いて覚える文型練習帳』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　練習Ｃ・会話イラスト集』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　導入・練習イラスト集』

漢字・語彙

入門レベルの学習者を対象とし、初級
レベルの漢字・語彙能力の向上を目指
し、150 字程度の漢字とそれに関連す
る語彙を文レベルの練習を通して学習
する。

『BASIC KANJI BOOK vol.1』

聴解・会話

入門レベルの学習者を対象とし、入門
から初級レベルまでの総合的な日本語
を学習する。日本語によるコミュニケー
ション能力の習得を目指す。

『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　聴解タスク 25』
『書いて覚える文型練習帳Ⅰ・Ⅱ』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　標準問題集』

作文

入門レベルの学習者を対象とし、入門
から初級レベルまでの総合的な日本語
を学習する。日本語による読解及び作
文能力の向上を目指す。

『みんなの日本語初級　やさしい作文』 
『絵入り日本語作文入門』
『みんなの日本語初級Ⅰ・Ⅱ　初級で読めるトピック 25』
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2　日本語総合コース ( 日本語課外補講 )

【2011 年度第１学期時間割】
時限 キャンパス 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

１（08:50 ～ 10:20）

朝倉

物部

岡豊

２（10:30 ～ 12:00）

朝倉
中級漢字・語彙Ⅱ

( 吉田鈴香 )
初中級文型
( 石川啓子 )

中級聴解・会話Ⅱ
( 尾中美代子 )

物部
初級Ⅱ

( 大塚　薫 )
初級Ⅱ

( 石川啓子 )
初中級聴解・会話

( 今井多衣子 )

岡豊

３（13:10 ～ 14:40）

朝倉
中級作文

( 林　翠芳 )
アカデミック日本語Ⅰ

( 大塚　薫 )

物部
初級Ⅳ

( 大塚　薫 )
初級Ⅳ

( 石川啓子 )

岡豊

４（14:50 ～ 16:20）

朝倉

物部

岡豊

５（16:30 ～ 18:00）

朝倉

物部

岡豊
日本語初級・日本事情

( 東條美紀 )

　＊岡豊キャンパス夏季集中講座「サバイバル日本語講座」( 東條美紀 ) 開講

＜朝倉キャンパス＞
Ⅰ . 授業の概要
　高知大学朝倉キャンパスに在籍する全留学生を対象とした日本語コースです。４月第 3 週から始まり、プレースメ
ントテストを受けた受講生を対象とします。科目名は中級レベル対象の「初中級文型」、「中級漢字 ･ 語彙Ⅱ」、「中級
作文」、「中級聴解 ･ 会話Ⅱ」、中上級レベル対象の「アカデミック日本語Ⅰ」です。

Ⅱ . 授業レベルについて
　中級レベルは、初級修了レベルの学生を対象とし、初級後半から中級前半レベルへの４技能の実力向上を図ります。
到達目標は日本語能力試験 N2 レベルです。中上級レベルは、日本語能力試験 N2 レベルの学生を対象とし、上級レ
ベルへの 4 技能の実力向上を図り、到達目標は日本語能力試験 N1 レベルです。

Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

初中級文型 初級日本語を確実なものとし、徐々に中級文法や
語彙を獲得しながら中級学習への橋渡しをする。

『いつかどこかで』

中級漢字・語彙Ⅱ 同じ部分のある漢字や難しい訓読み等漢字を組み
合わせて書く言葉 ( 約 2,300 語 ) を学習する。

『日本語総まとめ N1 漢字』

中級作文

さまざまな機能表現を学ぶと同時に、短文から段
落作成、体験報告などの一般文章の作成、そして
資料を利用したレポートの書き方へと文章構成を
段階的なトレーニングで論理的な日本語が書ける
ようになることを目指す。

中・上級者用日本語テキスト『大学で学
ぶための日本語ライティング ( 短文からレ
ポート作成まで )』

中級聴解・会話Ⅱ
日々のニュースの中から選ばれたトピックを聞
き、タイムリーな話題を理解する。また意見交換
を通じて会話能力を高める。

ハンドアウト等 ( 主に NHK「手話ニュース」
から題材を取り上げる )
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アカデミック
日本語Ⅰ

初中級で学習した文法の運用能力を高め、日本語
の４技能「話す・聞く・読む・書く」の養成を目
指す。

『中・上級者のための速読の日本語』
『ニュースで増やす上級への語彙・表現』
『ニュースで学ぶ日本語パートⅡ』

＜物部キャンパス＞
Ⅰ . 授業の概要
　高知大学物部キャンパスに在籍する全留学生を対象とした日本語コースです。4 月第 2 週から始まり、日本語初級
前半を学習している学生を対象とする「初級Ⅱ」、日本語初級前半を修了した学生を対象とする「初級Ⅳ」を週 2 コ
マずつ設けます。また、既習者で初中級レベルの学生を対象とした「初中級聴解・会話」を週 1 コマ開講します。

Ⅱ . 授業レベルについて
　「初級Ⅱ」は日本語初級前半を学習している学生を対象とし、日本語学習にあたって必要な基本的知識の習得と、
日常生活に最低限必要なコミュニケーション能力の習得を目指します。到達目標は日本語能力試験 N5 レベルです。
　「初級Ⅳ」は日本語初級前半を習得している学生を対象とし、日本語学習にあたって必要な基本的知識の習得と、
日常生活に最低限必要なコミュニケーション能力の習得を目指します。到達目標は日本語能力試験 N4 レベルです。
　「初中級聴解・会話」は、初級修了レベルの学生を対象とし、初級後半から中級前半レベルへの聴解・会話能力の
向上を図ります。到達目標は日本語能力試験 N3 レベルです。　

Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

初級Ⅱ

初級前半の学習半ばの学習者に対し、継続して初級
の日本語学習を行う。初級の基本的な文型、文法項
目の学習により、日常生活に必要最低限の会話力の
養成を目指す。

『みんなの日本語初級Ⅰ　本冊　第 15 課～第 25 課』
『みんなの日本語初級Ⅰ　翻訳・文法解説』

初級Ⅳ

初級後半の学習半ばの学習者に対し、引き続き初級
の日本語学習を行う。初級後半の基本的な文型・文
法項目の学習により、日常生活に必要最低限の会話
力の養成を目指す。

『みんなの日本語初級Ⅱ　本冊　第 37 課～第 48 課』
『みんなの日本語初級Ⅱ　翻訳・文法解説』

初中級聴
解・会話

初級の学習を終えた学習者に対し、初中級の日本語
学習を行う。日常的な日本語表現を聴き取り、必要
な情報を得て、適切な会話ができるようにする。

『みんなの日本語初級Ⅱ　聴解タスク 25』

＜岡豊キャンパス＞
Ⅰ . 授業の概要
　高知大学岡豊キャンパスに在籍する全留学生を対象とした日本語コースです。「日本語初級・日本事情」を週１コ
マ設け、４月第３週から 15 週間開講します。また、「サバイバル日本語講座」を短期交換留学生を対象として８月末
に５日間 15 コマ実施します。

Ⅱ . 授業レベルについて
　「日本語初級・日本事情」は、初級レベルの学生を対象とし、日本語学習にあたって必要な基本的知識の習得と、
日常生活に最低限必要なコミュニケーション能力の習得を目指します。原則として留学生がいつ参加しても授業に主
体性をもってかかわれる内容とします。
　「サバイバル日本語講座」は、渡日直後で日本の生活に慣れていない短期交換留学生を対象とし、高知県での生活
環境に慣れ、今後生活していく上での様々な情報を習得し、地域の人々とも円満な関係を築けるようになることを目
指します。



77国際連携部門

Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

日本語初級・
日本事情

初級レベルの日本語を使ってコミュニケーションをとる楽し
さを日本事情（日本の歌、坂本龍馬、黒潮町入野海岸砂浜美
術館研修ツアー、茶道・折り紙体験等を含む）や相互文化理
解を通して学習する。

『語学留学生のための日本語Ⅰ』

サバイバル
日本語講座

　

① ひらがな
② 日本語で簡単な挨拶と自己紹介
③ 日常会話
④ 生活習慣の理解

『Kochi Medical School's Survival 
Japanese Course 2011』

【2011 年度第２学期時間割】
時限 キャンパス 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

１（08:50 ～ 10:20）

朝倉

物部

岡豊

２（10:30 ～ 12:00）

朝倉
中級読解

( 神崎道太郎 )
中級日本文化事情

( 神崎道太郎 )
アカデミック日本語Ⅱ

( 林　翠芳 )
中級聴解・会話Ⅰ

( 林　翠芳 )

物部
初級Ⅰ

(石川啓子)
初中級聴解・会話

( 林　翠芳 )
初級Ⅰ

( 大塚　薫 )

岡豊

３（13:10 ～ 14:40）

朝倉
初中級会話

( 尾中美代子 )
初中級文法
( 池　純子 )

中級漢字・語彙Ⅰ
( 吉田鈴香 )

物部
初級Ⅲ

(林　翠芳)
日本事情

( 東條美紀・今井多衣子 )

初級Ⅲ
( 大塚　薫 )

岡豊

４（14:50 ～ 16:20）

朝倉

物部

岡豊

５（16:30 ～ 18:00）

朝倉

物部

岡豊
日本語初級・日本事情

( 東條美紀 )
日本語初中級
( 今井多衣子 )

＜朝倉キャンパス＞
Ⅰ . 授業の概要
　高知大学朝倉キャンパスに在籍する全留学生を対象とした日本語コースです。10 月第 2 週から始まり、プレースメ
ントテストを受けた受講生を対象とします。既習者で中級レベルの学生を対象とした「初中級会話」、「初中級文法」、

「中級読解」、「中級日本文化事情」、「中級聴解・会話Ⅰ」、「中級漢字・語彙Ⅰ」、中上級レベルの学生を対象とする「ア
カデミック日本語Ⅱ」を設けています。

Ⅱ . 授業レベルについて
　中級レベルは、初級修了レベルの学生を対象とし、初級後半から中級前半レベルへの 4 技能の実力向上を図ります。
到達目標は日本語能力試験 N2 レベルです。中上級レベルは、日本語能力試験 N2 レベルの学生を対象とし、上級レ
ベルへの 4 技能の実力向上を図り、到達目標は日本語能力試験 N1 レベルです。
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Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

初中級会話

初級日本語を確実なものとし、徐々に中級文法や
語彙を獲得しながら中級学習への橋渡しをする。
受講生の興味によって、取り上げるトピックを決
定する。

『いつかどこかで』

初中級文法 初級日本語を確実なものとし、徐々に中級文法や
語彙を獲得しながら中級学習への橋渡しをする。

『初級日本語文法総まとめポイント 20』

中級読解
中級レベルの学習者を対象とし、文章全体の構造
を考えながら分析的に読む練習を行い、読む能力
と語彙力の養成を目指す。

ハンドアウト

中級日本文化事情 日本と学習者の自国の文化・社会を比較しながら
自分の意見や考えを表現する能力の育成を目指す。

ハンドアウト

中級聴解・会話Ⅰ 会話場面におけるリスニング能力を高め、場面に
応じて適切に話す能力を身につける。

『聞いて覚える話し方　日本語生中継　中
～上級編』

中級漢字・語彙Ⅰ

漢字 ( 約 300 字 ) と漢字で書く言葉 (500 語 ) を学習
する。漢字のどのようなところに注目すれば新し
い漢字や新しい言葉を覚えやすくなるのかが分か
るような能力を身につける。

『Build Up Your KANJI SENSE　漢字の
コツがわかる本』

アカデミック
日本語Ⅱ

大学の講義・演習をこなすための日本語能力を習
得するとともに、学生生活を送る上で必要なコミュ
ニケーション能力を身につけ、考える力を養い、「ス
ピーチ」、「討論」などの発信型スキルを伸ばす。

『大学で学ぶためのアカデミック・ジャパ
ニーズ』

＜物部キャンパス＞
Ⅰ . 授業の概要
　高知大学物部キャンパスに在籍する全留学生を対象とした日本語コースです。10 月第 3 週から始まり、日本語未習
者を対象とする「初級Ⅰ」、日本語初級前半を習得している学習者を対象とする「初級Ⅲ」、既習者で中級レベルの学
生を対象とした「初中級聴解・会話」、2011 年に来日した学生を対象とする「日本事情」を設けています。「初級Ⅰ」、

「初級Ⅲ」は週 2 コマ、「初中級聴解・会話」、「日本事情」は週１コマです。

Ⅱ . 授業レベルについて
　「初級Ⅰ」は初めて日本語を学習する学生を対象とし、日本語学習にあたって必要な基本的知識の習得と、日常生
活に最低限必要なコミュニケーション能力の習得を目指します。到達目標は日本語能力試験 N5 レベルです。
　「初級Ⅲ」は日本語初級前半を習得している学生を対象とし、日本語学習にあたって必要な基本的知識の習得と、
日常生活に最低限必要なコミュニケーション能力の習得を目指します。到達目標は日本語能力試験 N4 レベルです。
　「初中級聴解・会話」は、初級修了レベルの学生を対象とし、初級後半から中級前半レベルへの聴解・会話能力の
向上を図ります。到達目標は日本語能力試験 N3 レベルです。　
　「日本事情」は、日本の生活に慣れていない学生を対象とし、高知県での生活環境に慣れ、今後生活していく上で
の様々な情報を習得し、地域の人々とも円満な関係を築けるようになることを目指します。

Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

初級Ⅰ
① ひらがな、カタカナの読み書き
② 動詞のフォームを使った基本的な文型
③ 生活必須語彙・表現

『みんなの日本語初級Ⅰ　本冊　第 1 課～第 13 課』
『みんなの日本語初級Ⅰ　翻訳・文法解説』

初級Ⅲ

初級前半の学習を終えた学習者に対し、引き続き
初級の日本語学習を行う。初級前半から後半にか
けての基本的な文型・文法項目の学習により、日
常生活に必要最低限の会話力の養成を目指す。

『みんなの日本語初級Ⅱ　本冊　第 26 課～第 37 課』
『みんなの日本語初級Ⅱ　翻訳・文法解説』
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初中級聴
解・会話

日常よく接する場面における会話の聞き取り能力
を高めること、また、そのような場面で話をする
能力がつくことを目標とする。

『みんなの日本語初級Ⅱ　聴解タスク 25』

日本事情

高知県及び高知市、南国市 ( 日本 ) での生活環境に
慣れ、これから数年間生活していく上でのいろい
ろな情報を得て、地域の人々とも円満な関係を築
けるようになることを目指す。
① オリエンテーション、自己紹介
② 高知情報と大学一日公開日の準備
③ 大学一日公開日「日本語カフェ」での日本語実習
④ 高知市へ行き、日本人と待ち合わせ
⑤ 日本の年間伝統行事と年賀状
⑥ 日本の正月体験
⑦ 日本事情の感想と各国事情の比較

ハンドアウト

＜岡豊キャンパス＞
Ⅰ . 授業の概要
　高知大学岡豊キャンパスに在籍する全留学生を対象とした日本語コースです。「日本語初級・日本事情」、「日本語
初中級」を週１コマずつ設け、10 月第 2 週から 15 週間開講します。

Ⅱ . 授業レベルについて
　「日本語初級・日本事情」は、初級レベルの学生を対象とし、日本語学習にあたって必要な基本的知識の習得と、
日常生活に最低限必要なコミュニケーション能力の習得を目指します。原則として留学生がいつ参加しても授業に主
体性をもってかかわれる内容とします。
　「日本語初中級」は、初級修了レベルの学生を対象とし、初級後半から中級前半レベルへの 4 技能の実力向上を図
ります。到達目標は日本語能力試験 N3 レベルです。

Ⅲ . クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

日本語初級・
日本事情

初級レベルの日本語を使ってコミュニケーションを
とる楽しさを日本事情や相互文化理解を通して学習
する。

『日本語 20 時間 ( 中国語版 )』

日本語初中級 日本語能力試験 N3 レベル合格を目指し、N3 レベル
の文法並びに漢字を学習する。

『日本語能力試験対策 N3 日本語総まとめ文法』
『日本語能力試験対策 N3 日本語総まとめ漢字』

3　アジア人財資金構想高度実践留学生育成事業教育

【2011 年度第１学期時間割】
曜日

時限 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

１（08:50 ～ 10:20）

２（10:30 ～ 12:00） ビジネス発想Ⅱ
（神崎道太郎）

３（13:10 ～ 14:40） 会社のトラブル基礎知識
（神崎道太郎）

４（14:50 ～ 16:20） 基礎ビジネス文章Ⅰ
（神崎道太郎）

日本ビジネス
（近森憲一）

５（16:30 ～ 18:00）
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Ⅰ . 授業の概要
　日本企業に就職する意志がある全学の留学生を対象に実施するプログラムです。ビジネス日本語教育、日本ビジネ
ス教育、インターンシップ、就職支援等の人材育成プログラムの一環として、「ビジネス発想Ⅱ」、「会社のトラブル
基礎知識」、「基礎ビジネス文章Ⅰ」、「日本ビジネス」というビジネス日本語関連科目を週 1 コマずつ設け、2011 年 5
月第 2 週から 10 週間開講します。

Ⅱ．クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

ビジネス発想Ⅱ

社会人として仕事を進める上での対人関係、仕事の
段取り等に対した際の基本的な思考を具体的な事例
を考えることで自分なりの味を出しながら論理的に
対応できる能力を育成する。

『すぐに使えるマナー心理テスト』
『考える力をつける知的論理トレーニング』
『“きらり”セールストーク集』

会社のトラブル
基礎知識

日本の会社社会で起こる様々な状況を知り、それを
どう判断し、対応していくことができるかの基礎的
な能力を育成する。

『すぐに活かせるビジネス基礎知識 Q&A』
『いざというときの対処法がわかる！ビジ
ネス救急箱　対人トラブル編』

『新版ビジネス・エチケット入門』

基礎ビジネス
文章Ⅰ

実務に役立つ文章作成技能についての知識と技能の
基本を習得する。

『10 分間で超速スキル UP ！ビジネス文章
力の鉄則』

『ビジネス文章検定 3 級実問題集』

日本ビジネス 日本の組織で身につけるべき社会人基礎力について
知り、ビジネスマナーの基本を育成する。

ハンドアウト等

【2011 年度第２学期時間割】
曜日

時限 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

１（08:50 ～ 10:20） ビジネス文章Ⅱ
（神崎道太郎）

ビジネス文章
（大塚　薫）

ビジネス会話
（林　翠芳）

２（10:30 ～ 12:00）

３（13:10 ～ 14:40） 仕事の法律基礎知識
（神崎道太郎）

４（14:50 ～ 16:20）
５（16:30 ～ 18:00）

Ⅰ . 授業の概要
　日本企業に就職する意志がある全学の留学生を対象に実施するプログラムです。ビジネス日本語教育、日本ビジネ
ス教育、インターンシップ、就職支援等の人材育成プログラムの一環として、「ビジネス文章」、「ビジネス文章Ⅱ」、「ビ
ジネス会話」、「仕事の法律基礎知識」というビジネス日本語関連科目を週 1 コマずつ設け、10 月第 4 週から 10 週間
開講します。

Ⅱ．クラス内容
授業科目 授業内容 テキスト

ビジネス文章
ビジネス文書の論理的展開に注目し、実務に役立
つ文章作成技能についての知識及び技能の基本の
習得を目指す。

『BJT ビジネス日本語能力テスト読解　実力養
成問題集』

『日本語ビジネス文書マニュアル』

ビジネス文章Ⅱ 実務に役立つ文章作成技能についての知識と技能
の基本を習得する。

『論理的な文章が自動的に書ける！』
『ビジネス文章検定実問題集 1・2 級』

ビジネス会話
ビジネス知識、習慣、状況等社会的文化的背景に
対する理解を深め、ビジネス日本語のコミュニ
ケーション・スキルを向上させる。

『BJT ビジネス日本語能力テスト聴解・聴読解
実力養成問題集』

仕事の法律
基礎知識

日常のビジネスシーンで使われる常識レベルの法
律を理解するとともに、法律やルールによって対
処するための基礎的能力を育成する。

『通勤大学文庫「ビジネス力」検定①法律の常識』
『いざというときの対処法がわかる！ビジネス
救急箱　仕事と会社の非常事態編』
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２「 ア ジ ア 人 財 資 金 構 想 」 高 度 実 践 留 学 生 育 成 事 業

　平成 19 年度から実施してきた「アジア人財資金構想」高度実践留学生育成事業について、経済産業省から管理法
人である（財）四国生産性本部にかかるヒアリング審査の結果通知があり、総合評価として最高の評価である「Ａ」
と位置付けられました。
　平成 22 年度末で経済産業省からの予算措置が終了し、対象在籍学生が修了する平成 23 年度は高知大学独自事業と
して予算措置され実施しました。今後は、得られたノウハウや人的ネットワークを生かし、グローバル人材の育成に
努めていく予定です。 
　就職状況

管理法人全体
参加人数

高知大学
参加人数

高知県内
就職者数

四国内就職者数
（高知県内を除く） 帰国・進学者数

１期生
（平成 19 年度生） 17 3 1 1 1

２期生
（平成 20 年度生） 17 1 0 0 1

３期生
（平成 21 年度生） 20 4 1 1 2

４期生
（平成 22 年度生） 5 2 0 3

※１期生から３期生までのプロジェクト実施・参加大学 : 徳島大学・香川大学・高松大学・愛媛大学・高知大学・松山大学・
松山東雲女子大学）

【個別事業】
（１）ビジネス日本語・日本ビジネス教育プログラムの実施

「BJT 対策」、「ビジネス発想Ⅱ」、「基礎ビジネス文章Ⅰ」、「会社のトラブル基礎知識」、「BJT 対策Ⅳ」、「基礎ビ
ジネス文章Ⅱ」、「仕事の法律知識」、「企画プロジェクト」、「つかめ！面接のコツ」、「就活へ！はじめの一歩」、「就
職のための漢字語彙」、「BJT 対策Ⅱ」、「ビジネス発想Ⅰ」、「仕事への取組み」、「ビジネスマナー」、「日本ビジネス」

「ビジネス会話」、「仕事の法律基礎知識」等

（２）インターンシップの実施（平成 19 年度～平成 22 年度）
実施企業：㈱レガン、㈱技研製作所、ブライダルスクウェアひよしや、高知トヨペット㈱、四国情報管理センター
㈱、高知県経営者協会、㈱城西館、高知労働局

（３）セミナー、高知地域連絡会の実施
平成 21 年度：「留学生採用支援セミナー」（行政書士による講演）
平成 22 年度：「留学生就職支援セミナー」（留学生のインターンシップ体験報告会）
平成 19 年度～平成 23 年度「高知地域連絡会」　

留学生就職支援セミナー ビジネス日本語授業
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３ 高 知 大 学 に お け る 国 際 化 ・ 国 際 交 流

国際化戦略経費の設置
　本学の国際化を全学的・戦略的に推進することを目的として平成 23 年度より新設。下記の公募事業を実施。
　　
(1)「ネットワーク型教育研究プログラム」推進事業　4 件
No 申請者等 プログラム名

1
総合科学系
地域協働教育学部門
准教授　大槻知史

コミュニティの再生と防災のための自律協働型人材育成国際教育研究拠点プログ
ラム

2 教育学部長
遠藤隆俊

東アジア国際教育ネットワーク事業

3 農学部長
川合研兒

拡大アジアン・フィールド・サイエンス・ネットワークを基盤とした海外フィー
ルドサイエンス実習の充実

4
総合科学系
黒潮圏科学部門長
飯國芳明

黒潮圏Ｓ状帯における持続型社会の展開へ向けたネットワークの構築

(2) 「国際交流活動支援」事業　3 件
No 申請部局 大学名
1 農学部 マレーシアプトラ大学（マレーシア）
2 農学部 浙江大学（中国）
3 農学部 瀋陽薬科大学（中国）

国際交流基金助成事業
＜高知大学国際交流基金とは＞　
　本学における組織的で特色ある国際交流活動を支援
＜目標＞
　本学の基本目標である「先端的で国際的な教育研究拠点の形成」及び「アジア・太平洋地域を中心とした発展途上
国との教育研究協力活動を通じて世界の文化の発展に貢献」の実現に寄与する。

平成 23 年度国際交流基金助成事業採択一覧
1. 外国人留学生への奨学事業
①一般型

学部等 申請者氏名 留学生国籍

人文学部

田村　安興 中国
田村　安興 中国
周　　雲喬 中国
中川　香代 中国

理学部
森　雄一郎 中国
松岡　裕美 中国
松岡　裕美 中国

総合人間自然科学研究科教育学専攻

藤田　詠司 中国
藤田　詠司 中国
渡邊　春美 中国
遠藤　隆俊 中国

総合人間自然科学研究科医科学専攻 菅沼　成文 パキスタン
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総合人間自然科学研究科農学専攻 村井　正之 ネパール
総合人間自然科学研究科

黒潮圏総合科学専攻
富永　　明 インドネシア

愛媛大学大学院連合農学研究科 村井　正之 パプアニューギニア
小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15 名　　　　　　　　

②戦略型
学部等 申請者氏名 留学生国籍

人文学部 中川　香代 中国
農学部 足立　真佐雄 中国

総合人間自然科学研究科
人文社会科学専攻

佐野　健太郎 中国

総合人間自然科学研究科教育学専攻
谷口　雅基 中国
遠藤　隆俊 中国

総合人間自然科学研究科理学専攻 柳澤　和道 中国
小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6 名　　　　　　　　

2. 外国へ留学する学生への奨学事業
申請者所属 申請者等 留学先

総合科学系黒潮圏科学部門 山岡　耕作 イェーテボリ大学（スウェーデン）
人文社会科学系人文社会科学部門 吉尾　　寛 東海大学（台湾）

小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 名　　　　　　　　

3. 大学院生の研究発表を目的とする海外派遣事業
申請者所属 申請者等 大学院生派遣先

自然科学系農学部門 村井　正之 インドネシア
自然科学系農学部門 益本　俊郎 ブラジル

総合科学系生命環境医学部門 島村　智子 アメリカ
総合科学系複合領域科学部門 上田　忠治 インド

自然科学系理学部門 西岡　　孝 中国
小計　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　5 名　　　　　　　　

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28 名　　　　　　　　

平成23年度高知大学における国際化・国際交流を推進するための経費について

国際化戦略経費 国際交流基金 競争的資金

＊ネットワーク型
教育研究プログラ
ム事業

＊国際交流活動
支援事業

＊外国人留学生へ
の奨学事業

＊外国へ留学する
学生への奨学事業

＊大学院生の研究
発表を目的とする
海外派遣事業

＊外国の大学との協定に基
づく事業

＊外国人研究者の招聘事業
＊外国人留学生の帰国後の
協力関係の樹立・維持の
ためのフォローアップ事業

＊職員の海外派遣事業
＊国際的水準の研究推進事
業
＊国際共同研究、国際会議等
実施事業

＊その他の国際交流に必要な
事業

積極的な
獲得

学生支援
に限定

戦略的・

継続的に国際
交流を推進
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評 価

連 携

戦 略

戦 術

施 策

国際・地域連携センター
国際連携部門
部門長2名（兼務）、専任教員4名
国際連携コーディネーター１名
事務職員6名

高知大学における国際交流活動スキーム

国際連携推進委員会

国際的な教育研究を推進

大学間交流、研究者交流

国際共同研究、シンポジウム

留学生交流

企画･戦略機構

改 善

実 行

国際的な教育研究ネット
ワークの推進

地域の国際化への寄与

「国際交流ポリシー」

国内機関：地方自治体、企業、

ＮＰＯ、人等

海外機関：協定校、友好姉妹

都市、人等

国際交流企画、国際交流協定

国際交流活動の評価

積極的支援

大局的・長期的

方法・手段

具体策
相互協力

フィードバック

国際交流基金管理委員会

学内部局

国際交流基金の運用管理

国際交流助成事業の実施

高知大学における国際交流活動のスキーム

４ 国 際 交 流 の ス キ ー ム 及 び ポ リ シ ー
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高知大学における国際交流ポリシー

平成 18 年４月 12 日
役員会決定

　高知大学は「地域の大学」として、国際交流を通じ教育研究活動を活性化すると共に、アジア・太平洋地域を始め、
世界の国々、特に発展途上国との教育研究協力活動を推進します。これらの国々の大学と研究交流、学生交流活動を
推進する中で、世界の文化の発展に貢献することを目標としています。この目標の達成のために、次の７つの原則を
定めます。

１．量と共に質の充実

　従来、留学生を通じての交流や研究交流などの交流実績は、数によって評価されてきました。今後は、量の確保と
共に質の充実を目指し、帰国元留学生のフォローアップとネットワーク化を進め、多国間交流の促進に努めます。

２．個人ベースから組織ベースへ

　従来は各部局の計画に基づいた交流を、個人単位の活動で支えていく傾向にありました。今後は、高知大学の国際
戦略を明確にし、目的遂行にむけ全学的組織として取り組みます。

３．分散から一元化へ

　従来、国際交流の実務は個人、部局、国際・研究協力課等で行われてきました。今後は、限られた人的資源で最大
限の効果をあげるため、国際交流部門の統括のもとに国際交流の一元的な実務体制を作り、実務を遂行します。

４．横並びから重点化へ

　従来は国際交流においても一般的に、資源を均等に配分する傾向にありました。しかし今後は、国際戦略に則って
重要と思われる事業に資源を重点的に配分します。

５．ローカルな体制からグローバルな体制へ

　国際交流に関して、それぞれの大学の制度や運営方法を可能な限り把握し、世界各国のそれぞれの大学と協調して、
交流が容易となるように制度や運営方法等の体制を改めていきます。

６．受入れ中心から相互交流へ

　現在、本学から海外に留学する学生は少数に留まっています。学生の国際性を養うために、学内環境を整えて、海
外へ留学・研修する学生の数を増やすことに努めます。

７．国際交流促進のための企画力増強

　国際交流推進のために大学としての企画力を増し、ＪＩＣＡなどの国際協力組織との積極的な連携を図ると共に、
国際交流の推進に向けて資金獲得に努めていきます。
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５ 国 際 交 流 協 定 締 結 校 ・ 国 際 交 流 活 動

　　大学間交流協定一覧表

Ｎｏ． 大学名 国名 締結年月日 内容 中心部局

昭和55年10月1日 学生交流

昭和55年11月7日 学術交流

2 佳木斯大学 中華人民共和国 昭和60年10月22日 学術交流及び学生交流 医学部

3 カリフォルニア州立大学フレズノ校 アメリカ合衆国 平成元年4月1日 学術交流及び学生交流 総合教育センター

4 陝西科技大学 中華人民共和国 平成6年7月26日 学術交流及び学生交流 理学部

5 揚州大学 中華人民共和国 平成9年3月10日 学術交流及び学生交流 農学部

6 コンケン大学 タイ王国 平成9年3月27日 学術交流及び学生交流 農学部

7 中国海洋大学 中華人民共和国 平成9年5月28日 学術交流及び学生交流 農学部

8 南ボヘミア大学 チェコ共和国 平成11年6月23日 学術交流及び学生交流 教育学部

9 チェコ科学アカデミー昆虫学研究所 チェコ共和国 平成11年6月24日 学術交流及び学生交流 教育学部

10 カセサート大学 タイ王国 平成12年5月1日 学術交流及び学生交流 農学部

11 徳成女子大学校 大韓民国 平成12年12月18日 学術交流及び学生交流 人文学部

12 コウチ科学技術大学 インド 平成14年2月26日 学術交流及び学生交流 理学部

13 上海交通大学 中華人民共和国 平成14年3月28日 学術交流及び学生交流 農学部

14 安徽大学 中華人民共和国 平成14年5月21日 学術交流及び学生交流 教育学部

15 ハノイ科学工業大学 ベトナム社会主義共和国 平成14年7月2日 学術交流及び学生交流 農学部

16 ハノイ科学大学 ベトナム社会主義共和国 平成14年7月2日 学術交流及び学生交流 農学部

17 ブラビジャヤ大学 インドネシア共和国 平成15年2月28日 学術交流及び学生交流 人文学部

18 漢陽大学校 大韓民国 平成15年6月26日 学術交流及び学生交流 医学部

19 韓瑞大学校 大韓民国 平成15年7月23日 学術交流及び学生交流 人文学部

20 国立ポリテク工科大学応用研究所，サルティジョ校 メキシコ合衆国 平成15年9月8日 学術交流及び学生交流 理学部

21 サルティジョ工科大学 メキシコ合衆国 平成15年9月9日 学術交流及び学生交流 理学部

22 ソウル社会福祉大学院大学校 大韓民国 平成15年9月21日 学術交流及び学生交流 教育学部

23 チェンデラワシ大学 インドネシア共和国 平成16年9月28日 学術交流及び学生交流 医学部

24 瀋陽薬科大学 中華人民共和国 平成17年5月12日 学術交流及び学生交流 農学部

25 フィリピン大学 フィリピン共和国 平成17年11月24日 学術交流及び学生交流 黒潮圏

26 ハノイ教育大学 ベトナム社会主義共和国 平成18年1月6日 学術交流及び学生交流 農学部

27 イェーテボリ大学 スウェーデン王国 平成18年2月27日 学術交流及び学生交流 教育学部

28 ビコール大学 フィリピン共和国 平成18年3月31日 学術交流及び学生交流 黒潮圏

29 河南大学 中華人民共和国 平成18年4月10日 学術交流及び学生交流 教育学部

30 常州大学 中華人民共和国 平成18年12月20日 学術交流及び学生交流 理学部

31 天津師範大学 中華人民共和国 平成18年12月28日 学術交流及び学生交流 教育学部

32 ボゴール農業大学 インドネシア共和国 平成19年3月1日 学術交流及び学生交流 農学部

33 マレーシアプトラ大学 マレーシア 平成19年5月18日 学術交流及び学生交流 農学部

34 国立中山大学 台湾 平成19年5月14日 学術交流及び学生交流 黒潮圏

35 東海大学 台湾 平成19年10月18日 学術交流及び学生交流 教育学部

36 スリウィジャヤ大学 インドネシア共和国 平成20年3月11日 学術交流及び学生交流 農学部

37 金剛大学校 大韓民国 平成20年12月9日 学術交流及び学生交流 人文学部

38 南京航空航天大学 中華人民共和国 平成21年11月12日 学術交流及び学生交流 理学部

39 マレーシアサラワク大学 マレーシア 平成21年11月24日 学術交流及び学生交流 黒潮圏

40 ハルオレオ大学 インドネシア共和国 平成21年12月16日 学術交流及び学生交流 農学部

41 中国文化大学 台湾 平成22年1月10日 学術交流及び学生交流 農学部

42 タンジュンプラ大学 インドネシア共和国 平成22年2月1日 学術交流及び学生交流 黒潮圏

43 白石大学校 大韓民国 平成22年3月25日 学術交流及び学生交流 人文学部

44 上海海洋大学 中華人民共和国 平成22年10月15日 学術交流及び学生交流 農学部

1 クイーンズランド大学 オーストラリア 総合教育センター

平成23年5月1日現在　大学間交流協定一覧表
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　　部局間交流協定一覧表

Ｎｏ． 大学名 国名 締結年月日 内容 担当部局

1 サンアンドレス大学理学部 ボリビア多民族国 平成4年9月9日 学術交流 理学部

2 タイ　農林水産省水産庁 タイ王国 平成13年11月26日 学術交流 農学部

3 首都医科大学口腔医学院 中華人民共和国 平成16年10月28日 学術交流及び学生交流 医学部

4 インドネシア科学技術省技術評価応用庁 インドネシア共和国 平成18年11月28日 学術交流及び学生交流 農学部

5 釜山外国語大学校日本語大学 大韓民国 平成19年3月8日 学術交流及び学生交流 人文学部

6 フィリピン農業省漁業・水産資源局第2地域支所 フィリピン共和国 平成19年8月24日 学術交流 黒潮圏

7 韓国地質資源研究院石油海洋資源部 大韓民国 平成19年8月8日 学術交流及び学生交流 海洋コア

8 東国大学校文科大学 大韓民国 平成20年2月12日 学術交流及び学生交流
人文学部
教育学部

9 ハバナ大学海洋研究所 キューバ共和国 平成20年3月24日 学術交流及び学生交流 黒潮圏

10 天津科技大学経済与管理学院 中華人民共和国 平成20年4月4日 学術交流及び学生交流 人文学部

11 中央研究院地球科学研究所 台湾 平成20年6月18日 学術交流及び学生交流 海洋コア

12 ロモノソプ初等中等高等学校 ベトナム社会主義共和国 平成20年12月1日 学術交流及び学生交流 教育学部

13 国立忠北大学校農業生命環境大学 大韓民国 平成21年6月18日 学術交流及び学生交流 農学部

14 中国科学院地球環境研究所 中華人民共和国 平成21年9月29日 学術交流及び学生交流 海洋コア

15 国立慶尚大学校農業生命科学大学 大韓民国 平成22年1月9日 学術交流及び学生交流 農学部

16 パドバ大学理学部 イタリア共和国 平成22年1月20日 学術交流及び学生交流 理学部

17 ハワイ大学医学部 アメリカ合衆国 平成22年2月10日 学術交流及び学生交流 医学部

18 モナッシュ大学グリーンケミストリー研究センター オーストラリア 平成22年8月9日 学術交流及び学生交流 理学部

19 タマサート大学科学技術学部 タイ王国 平成22年9月6日 学術交流及び学生交流 理学部

20 スウェーデン王国オィレショー特別学校 スウェーデン王国 平成23年2月15日 学術交流及び学生交流 教育学部

21 浙江大学生物系統工程及び食品科学学院 中華人民共和国 平成23年4月18日 学術交流及び学生交流 農学部

平成23年5月1日現在　部局間交流協定一覧表
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派遣実績

国・地域名 スウェーデン 台湾

2011 3 2 1 1 2 2 1 2 14

国・地域名 スウェーデン 台湾

協定校名
イェーテボリ
大学

安徽
大学

佳木斯
大学

常州
大学

天津師範
大学

東海
大学

韓瑞
大学校

白石
大学校

釜山外国
語大学校

金剛
大学校

漢陽
大学校

東国
大学校

計

2011 1 6 5 3 3 6 2 4 1 3 1 2 37

派遣に係る奨学金受給状況 受入れに係る奨学金受給状況

採用人数 採用人数

平成23年度留学生交流支援制度(ショートステイ、ショートビジット)採択一覧

ＳＳ ＳＶ

遠藤　隆俊 SS＆SV 6 7

島崎　一彦 SS＆SV 3 5

石川　慎吾 SS 1

大谷　慶人 SS 4

大槻　知史 SS＆SV 3 4

小林　道也 SS＆SV 2

日韓大学生交流事業
(21世紀東アジア青少年大
交流計画奨学金(韓国)）

日本学生支援機構

日本学生支援機構 5

1

留学生交流支援制度
（短期受入れ）

2

奨学金名

留学生交流支援制度
（短期派遣）

高知大学
国際交流基金

支給団体名

日本学生支援機構

高知大学

計

中華人民共和国 大韓民国

2

支給団体名奨学金名

２０１１年度海外協定校交流実績一覧

白石
大学校

受入れ実績

イェーテボリ
大学

協定校名
安徽
大学

中華人民共和国 大韓民国

東海
大学

韓瑞
大学校

上海交通
大学

漢陽
大学校

瀋陽薬科
大学

黒潮圏温帯域における陸域生態系理解のためのフィールドワーク

インドネシア特産カユプティ油の有効利用ための研究支援

プログラム名

ハワイ大学医学部学生交換プログラム2011

「コミュニティ再生・防災」を担う
自立協働型人材育成国際教育ネットワーク事業

主担当者 区分

参加学生数

東アジア国際教育実習プログラム
-異文化理解マインドの創出へ向けて-

日本と台湾の環境農業教育プログラム

　２０１１年度海外協定校交流実績一覧
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　留学生数 　　(平成23年5月1日現在）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

インド 1 1 1 1

インドネシア 1 1 2 1 1 2 1 5 4 3 7

スリランカ 1 1 1 1

タイ 2 2 1 2 3 2 3 5

バングラデシュ 1 3 1 5 3 3 1 7 8 4 12

フィリピン 1 1 1 1 1 1 2

ベトナム 1 2 1 4 2 2 1 1 1 7 6 5 11

マレーシア 1 1 1 4 5 2 4 6

モンゴル 1 1 1 1

ラオス 1 1 1 1

ネパール 1 1 1 1

パキスタン 1 1 1 1

韓国 1 1 2 1 6 3 12 10 3 13

台湾 3 3 3 3

中国 2 3 2 7 15 18 6 9 2 3 4 16 73 30 50 80

ヨーロッパ スウェーデン 2 2 2 2

ガーナ 1 1 2 2 2

ケニア 1 1 1 1

コンゴ民主共和国 1 1 1 1

アルゼンチン 1 1 1 1

ブラジル 1 1 1 1

サモア 1 1 1 1

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 1 1 1 1

パブアニューギニア 1 1 1 1

中東 クウェート 1 1 1 1

4 4 14 9 1 32 23 24 11 16 11 6 12 22 125 75 82 157

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

11 14 4 5 34 15 19 34

1 2 3 9 15 4 11 15

8 5 3 16 8 8 16

1 1 1 1

1 1 2 3 5 2 4 6

1 1 1 1 2 2 1 3

1 6 7 1 6 7

2 1 3 2 1 3

1 1 1 1

1 1 2 3 2 7 3 5 8

1 1 1 1

4 4 3 2 5 7 2 9

1 1 1 1

3 3 6 7 5 12 10 8 18

8 6 14 6 2 8 14 8 22

2 2 4 2 1 3 4 3 7

2 3 5 2 3 5

4 4 14 9 1 32 23 24 11 16 11 6 12 22 125 75 82 157総計

総合人間自然科学研究科
医科学専攻
総合人間自然科学研究科
看護学専攻
総合人間自然科学研究科
医学専攻

医学系研究科

総合人間自然科学研究科
農学専攻
愛媛大学大学院
連合農学研究科

総合人間自然科学研究科
人文社会科学専攻
総合人間自然科学研究科
教育学専攻
総合人間自然科学研究科
理学専攻

総合人間自然科学研究科
黒潮圏総合科学専攻

国際・地域連携センター

総合人間自然科学研究科
応用自然科学専攻

博士 研究生等

人文学部

教育学部

理学部

修士 博士 研究生等 学部 修士
　　      　  　　項　目

学部・大学院

国費 私費

医学部

農学部

総計
学部

中
南
米

オ
セ
ア
ニ
ア

総計

小
計

小
計

ア
フ
リ
カ

　　　　　　　　項　目

国　名

国費
小
計

私費
学部 修士 博士 研究生等

ア
ジ
ア

小
計

総計
学部 修士 博士 研究生等

　留学生数
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高知大学国際・地域連携センター規則 

平成 17 年７月１日 

規 則 第 525 号 

最終改正 平成 23 年６月 28 日規則第 11 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人高知大学組織規則第 27 条第２項の規定に基づき、高知

大学国際・地域連携センター（以下「センター」という。）における組織及び運営に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 センターは、高知大学における教育研究の進展に寄与し、高知大学の有する人的

資源、知的資産、施設を活用して、地域との緊密な連携を推進することにより、地域にお

ける人材の育成、地域イノベーションの創出、科学の発展、技術開発及び産業の活性化に

貢献するとともに、地域の振興と維持・発展に資することを目的とする。また、アジア・

太平洋地域を中心とした世界の国々との学術交流を通じた教育研究活動の活性化に資する

とともに、外国人留学生及び海外留学を希望する学生に対し、積極的な支援等を行うこと

により、国際社会への貢献及び地域の国際化に寄与することを目的とする。 

（分室） 

第３条 岡豊キャンパス及び物部キャンパスに、それぞれ岡豊分室及び物部分室を置く。 

（組織） 

第４条 センターに、運営戦略室、地域連携・再生部門、産学官連携部門、知的財産部門

及び国際連携部門を置く。 

２ 運営戦略室は、次の教職員で組織する。 

(1) センター長 

(2) 岡豊分室長及び物部分室長 

(3)地域連携・再生部門長、産学官連携部門長、知的財産部門長及び国際連携部門長 

(4) 研究協力部長 

(5) その他センター長が必要と認めた者 

３ 地域連携・再生部門は、専任担当教員・兼務教員で組織する。 

４ 産学官連携部門は、専任担当教員・兼務教員で組織する。 

５ 知的財産部門は、専任担当教員・兼務教員で組織する。 

６ 国際連携部門は、専任担当教員・兼務教員で組織する。 

（業務） 

第５条 センターは、役員会の意を受け、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 地域連携・再生部門 

ア 地域との連携に係る企画立案及び推進に関すること。 

イ 地域のニーズに応じた地域貢献に関すること。 

ウ 地域の人材育成に関すること。 

エ 地域に係る学術研究調査の実施に関すること。 

オ 地域の諸活動に対する専門的支援に関すること。 

カ 生涯学習に係る調査・研究に関すること。 

キ 生涯学習講座の開設及び大学教育開放事業の実施に関すること。 
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ク 生涯学習に係る資料の収集、情報の提供及び相談に関すること。 

ケ その他地域連携に関すること。 

(2) 産学官連携部門 

ア 地域イノベーションの創出に係る企画立案及び推進に関すること。 

イ 企業、研究機関等との共同研究及び受託研究の受入れに関すること。 

ウ 企業、研究機関等に対する学術情報の提供に関すること。 

エ 学内及び他大学との共同研究及び連携に関すること。 

オ 企業、研究機関等からの科学・技術相談に関すること。 

カ 企業、研究機関等の技術者に対する技術教育及び研修に関すること。 

キ その他産学官連携に関すること。 

(3) 知的財産部門 

ア 知的財産に係る施策の策定に関すること。 

イ 知的財産に係る教育活動及び啓発活動の企画立案・実施に関すること。 

ウ 知的財産に係る情報収集及び広報に関すること。  

エ 知的財産の相談に関すること。 

オ 特許等の調査に関すること。 

カ 特許等の出願、権利化、維持に関すること。 

キ 知的財産の各種契約に関すること。 

ク 知的財産の法務・紛争（訴訟を含む。）に関すること。 

ケ 知的財産の活用に関すること。 

コ 研究成果の技術移転に関すること。 

サ その他知的財産に関すること。 

(4) 国際連携部門 

ア 国際交流に係る企画・立案及び実施に関すること。 

イ 国際交流に係る情報、資料の収集及び情報の提供に関すること。 

ウ 外国の大学等との交流協定の締結及び交流推進に関すること。 

エ 地域の国際化の推進に関すること。 

オ 国際交流に係る競争的資金の獲得に関すること。 

カ 国際交流の評価に関すること。 

キ 留学生の受入れに関すること。 

ク 留学生に対する日本語及び日本事情等の教育に関すること。 

ケ 留学生に対する修学上及び生活上の指導助言に関すること。 

コ 留学希望者の支援に関すること。 

サ その他国際交流・連携推進に関すること。 

（職員） 

第６条 センターに、次の各号に掲げる職員を置く。 

(1) センター長 

(2) 分室長 

(3) 専任担当教員 

(4) 兼務教員 

(5) その他必要な職員 



95資   料

２ センターの教員人事については、センター長は、欠員補充の可否を学長に協議した上

で、高知大学センター連絡調整会議の議を経て、発議を行うものとする。 

（センター長） 

第７条 センター長は、センターの業務を掌理する。 

２ センター長は、学長が指名する。 

３ センター長の任期は､当分の間、学長が定める。 

（分室長） 

第８条 分室長は、センター長の下に各キャンパスの業務を掌理する。 

２ 分室長は、センター長の推薦により、学長が任命する。 

（副センター長） 

第９条 センターには、必要に応じて副センター長を置くことができる。 

２ 副センター長は、センター長が指名する。 

（部門長） 

第 10 条 センターの各部門に、部門長を置く。 

２ 部門長は、センター長の職務を助け、部門の業務を統括する。 

３ 部門長は、部門所属の教員からセンター長が指名する。 

（専任担当教員・兼務教員） 

第 11 条 専任担当教員・兼務教員は、部門長の職務を助け、センターの業務を処理する。 

（高知大学国際連携推進委員会） 

第 12 条 センターに、本学における国際交流に関する事項を審議するため、高知大学国際

連携推進委員会を置く。 

２ 高知大学国際連携推進委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

（事務） 

第 13 条  センターの事務は、研究協力部地域連携課において処理する。 

（雑則） 

第 14 条 この規則に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成 17 年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 18 年４月 12 日から施行し、平成 18 年４月１日から適用する。 

附 則（平成 18 年７月 12 日規則第 18 号） 

この規則は、平成 18 年７月 12 日から施行し、平成 18 年４月１日から適用する。 

附 則（平成 20 年３月 26 日規則第 127 号） 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年３月 31 日規則第 124 号） 

この規則は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年３月 24 日規則第 88 号） 

この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年６月 28 日規則第 11 号） 

この規則は、平成 23 年 7 月１日から施行する。 
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〇 高知大学国際・地域連携センター 職員等（平成２３年度） 

国際・地域連携センター 

       ・副学長 センター長 受田 浩之 兼務 
              ・岡豊分室長     山本 哲也 兼務 
       ・物部分室長     石川 勝美 兼務  
       ・地域連携課長    山下 文一 
       ・ 同 課長補佐    小松 俊彦 

≪地域連携・再生部門≫ 

        ・部門長特任教授   北添 英矩 
・      特任講師   吉用 武史 
・地域連携・再生係 

           係  長   立花  裕 
事務職員   菊川 祐輔  

≪産学官連携部門≫ 

・部門長 准教授   石塚 悟史 
・   特任講師   吉用 武史 
・   客員教授   兵頭 正洋 
・産学官連携係（総務担当） 

係  長   伊藤 誠彦 
            事務職員   知名  桂 

事務補佐員   市川  幸 
        ・土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業 
            特任教授   沢村 正義 
            特任教授   樋口 慶郎 
             特任教授    浜口 忠信 
            特任講師   吉金  優 

           事務補佐員   坂本 香織 
           教務補佐員   中屋 光恵 

       ≪知的財産部門≫ 

      ・部門長 副学長   受田 浩之 兼務                              

・   客員教授   兵頭 正洋  
・知的財産係 

           係  長   武内 智之 
      事務職員   野上 紗代 

       ≪国際連携部門≫ 

・部門長  教授   岩崎 貢三 兼務 
・部門長  教授   谷口 雅基 兼務 
・    准教授    神埼道太郎 
・    准教授     林  翠芳 

・    准教授    大塚    薫  

・     助教   GARCIA DEL SAZ EVA 

・     特任教授   菊地 智徳 

・    客員助教   奥村  望 

・国際連携室 

    室  長   北岡由美子 

    専門職員   都築 正子 

・国際連携係 

    係  長   横山  修  

      係  員   吉本 昌代 
      係  員   溝渕 菜美 

          事務補佐員   池川佳余子 
       事務補佐員   岩郷 晴美 
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 〇 高知大学国際・地域連携センター 職員等（平成２４年度） 

国際・地域連携センター 

       ・副学長 センター長 受田 浩之 兼務 
・    副センター長 石塚 悟史  兼務       

              ・岡豊分室長     山本 哲也 兼務 
       ・物部分室長     藤原  拓 兼務  
       ・地域連携課長    須藤 晴夫 
       ・ 同 課長補佐    小松 俊彦 

≪地域連携・再生部門≫ 

        ・部門長特任講師   吉用 武史 
・地域連携・再生係 

           係  長   立花  裕 
事務職員   菊川 祐輔  

≪産学官連携部門≫ 

・部門長 准教授   石塚 悟史 
・   客員教授   兵頭 正洋 
・産学官連携係（総務担当） 

係  長   伊藤 誠彦 
            事務職員   知名  桂 

事務補佐員   市川  幸 
        ・土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業 
            特任教授   沢村 正義 
            特任教授   樋口 慶郎 
             特任教授    浜口 忠信 
            特任講師   吉金  優 

           事務補佐員   坂本 香織 
           教務補佐員   高田 順子 

       ≪知的財産部門≫ 

      ・部門長 副学長   受田 浩之 兼務                              

・   客員教授   兵頭 正洋  
・知的財産係 

           係  長   武内 智之 
      事務職員   野上 紗代 

       ≪国際連携部門≫ 

・部門長  教授   菊地るみ子 兼務 
・部門長  教授   谷口 雅基 兼務 
・    准教授    神埼道太郎 
・    准教授     林  翠芳 

・    准教授    大塚    薫  

・     助教   GARCIA DEL SAZ EVA 

・     特任教授   菊地 智徳 

・    客員講師     王    永東 

・    客員助教   井上 智子 

・国際連携室 

    室  長   北岡由美子 

    専門職員   都築 正子 

・国際連携係 

    係  長   山本 禎司  

      係  員   吉本 昌代 
      係  員   溝渕 菜美 

          事務補佐員   岩郷 晴美       
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高知大学国際・地域連携センター運営戦略室規則 

平成23年６月28日 

  

（趣旨） 

第１条 この規則は、高知大学国際・地域連携センター（以下「センター」という。）規

則（平成 17 年規則第 525 号）第４条の規定に基づき、高知大学国際・地域連携センター

運営戦略室（以下「運営戦略室」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 運営戦略室は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) センター長 

(2) 岡豊分室長及び物部分室長 

(3) 地域連携・再生部門長、産学官連携部門長、知的財産部門長及び国際連携部門長 

(4) 研究協力部長 

(5) その他センター長が必要と認めた者 

（業務） 

第３条 運営戦略室は、次の業務を行う。 

 (1) 企画・戦略及び運営・評価に関する事項 

(2) 中期目標・中期計画及び年度計画に関する事項 

(3) 各部門の事業計画及び実施に関する事項 

(4) 財務に関する事項 

(5) 人事に関する事項 

(6) 規則の制定・改廃に関する事項 

(7) その他センターの業務に関する必要な事項 

（運営戦略室会議） 

第４条 運営戦略室に、前条の業務を行うため、運営戦略室会議を置く。 

２ 運営戦略室会議に関し必要な事項は、別に定める。 

（専門委員会等） 

第５条 センターの業務に係る必要な事項を審議するため、必要に応じて専門委員会等を

置くことができる。 

２ 専門委員会等に関し必要な事項は、別に定める。 

（事務） 

第６条 運営戦略室の事務は、研究協力部地域連携課において処理する。 

（雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成 23 年 7 月 1 日から施行する。 
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平成23年7月1日
組　　職 部 局 ・ 職 名 氏　　　名 備　　　考

センター長 副学長・本センター長 受　田　　浩　之

岡豊分室長
教育研究部医療学系
臨床医学部門

山　本　　哲　也

物部分室長
教育研究部自然科学系
農学部門

石　川　　勝　美

地域連携・再生部門長 本センター特任教授 北　添　　英　矩

産学官連携部門長 本センター准教授 石　塚　　悟　史
教育研究部総合科学系
黒潮圏科学部門

知的財産部門長 副学長・本センター長 受　田　　浩　之

国際交流部門長
教育研究部総合科学系
生命環境医学部門教授

岩　崎　　貢　三 　

国際交流部門長
教育研究部人文社会科学系
教育学部門教授

谷　口　  雅　基

研究協力部長 研究協力部長 松　村　　　　仁

センター長が必要と
認めた者

理事
(地域（社会）連携担当）

中　島　　和　代

平成24年7月1日
組　　職 部 局 ・ 職 名 氏　　　名 備　　　考

センター長 副学長・本センター長 受　田　　浩　之

岡豊分室長
教育研究部医療学系
臨床医学部門

山　本　　哲　也

物部分室長
教育研究部自然科学系
農学部門

藤　原　　　　拓

地域連携・再生部門長 本センター特任講師 吉　用　　武　史

産学官連携部門長
(副センター長）

本センター准教授 石　塚　　悟　史
教育研究部総合科学系
黒潮圏科学部門

知的財産部門長 副学長・本センター長 受　田　　浩　之

国際交流部門長
教育研究部人文社会科学系
教育学部門

菊　地　　るみ子 　

国際交流部門長
教育研究部人文社会科学系
教育学部門教授

谷　口　  雅　基

研究協力部長 研究協力部長 柴　田　　正　紀

センター長が必要と
認めた者

理事
(地域（社会）連携担当）

森　下　　勝　彦

高知大学国際・地域連携センター運営戦略室名簿（23年度）

高知大学国際・地域連携センター運営戦略室名簿（24年度）
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高知大学国際連携推進委員会規則 
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高知大学国際・地域連携センター自治体連携室利用内規 
 

平成 23年 7月 1日 
（設置） 
第１条 地域との連携を推進するため、高知大学国際・地域連携センター規則

（平成 17年 7月 1日施行）第 14条の規定に基づき、高知大学国際・地域連
携センター（以下「センター」という。）に自治体連携室を置く。 

 
（利用の原則） 
第２条 自治体連携室の利用は、自治体との情報共有・情報交換等の交流や協

議・打合せ等を行う場合、連携協定を締結する自治体が一時的な活動の拠点

とする場合及び地域との連携に資するためセンターが必要と認める場合とす

る。 
 
（利用の手続） 
第３条 連携協定を締結する自治体が一時的な活動の拠点として自治体連携室

を利用する際には、別に定める書面をもって、使用の手続きを行うものとす

る。 
２ 前項の手続きを経て使用する場合は、使用料は徴収しないものとする。 
 
（利用時間） 
第４条 自治体連携室の利用時間は、平日 8時 30分～17時 15分とする。ただ
し、事前にセンター長が認めたときは、22時まで延長することができる。 

 
（管理） 
第５条 自治体連携室の管理は、地域連携課地域連携・再生係（仮称）におい

て行う。 
 
（雑則） 
第６条 この要領に定めるもののほか、自治体連携室に関し必要な事項はセン

ターが別に定める。 
 

附 則 
 この規則は、平成 23年 7月 1日から施行する。 
 
 
 

高知大学国際・地域連携センターに設置する 
高知大学中国語センターの運営に関する取扱い 

 
平成 24年３月 22日 

国際・地域連携センター運営戦略室会議 
（趣旨） 
第１ 高知大学（以下「本学」という。）と安徽大学が双方の協力を通じて、両

大学の連携と交流を深化させるため、高知大学国際・地域連携センターに設

置した「高知大学中国語センター」（以下「センター」という。）の運営につ

いて、次のとおり取り扱うものとする。 
 
（構成） 
第２ センターに「国立大学法人高知大学と安徽大学との間の中国語センター

開設に関する覚書」に基づき、安徽大学から派遣される教員を置く。 
２ センターに統括管理者を置き、国際・地域連携センター長が委嘱する。 

 

（業務） 
第３ センターは、次の業務を行う。 
① 本学教職員、学生及び地域住民の中国語能力の養成に関すること。 
② 中国学生・教員の受入れ及び支援に関すること。 
③ 安徽大学への本学学生・教員の派遣及び支援に関すること。 
④ その他、中国との交流、連携及び連絡に関すること。 

 
（受入れ教員の処遇） 
第４ 第２の第１項により受け入れる安徽大学からの派遣教員の処遇について

は、別に作成する書面により周知するものとする。 
 
（事務） 
第５ センターに関する事務は、地域連携課国際連携室において処理する。 
 
（雑則） 
第６ この取扱に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は国際・地域

連携センター運営戦略室会議において別に定める。 
 

附 則 
 この規則は、平成 24年４月１日から施行する。 
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高知大学国際・地域連携センターに設置する 
高知大学中国語センターの運営に関する取扱い 

 
平成 24年３月 22日 

国際・地域連携センター運営戦略室会議 
（趣旨） 
第１ 高知大学（以下「本学」という。）と安徽大学が双方の協力を通じて、両

大学の連携と交流を深化させるため、高知大学国際・地域連携センターに設

置した「高知大学中国語センター」（以下「センター」という。）の運営につ

いて、次のとおり取り扱うものとする。 
 
（構成） 
第２ センターに「国立大学法人高知大学と安徽大学との間の中国語センター

開設に関する覚書」に基づき、安徽大学から派遣される教員を置く。 
２ センターに統括管理者を置き、国際・地域連携センター長が委嘱する。 

 

（業務） 
第３ センターは、次の業務を行う。 
① 本学教職員、学生及び地域住民の中国語能力の養成に関すること。 
② 中国学生・教員の受入れ及び支援に関すること。 
③ 安徽大学への本学学生・教員の派遣及び支援に関すること。 
④ その他、中国との交流、連携及び連絡に関すること。 

 
（受入れ教員の処遇） 
第４ 第２の第１項により受け入れる安徽大学からの派遣教員の処遇について

は、別に作成する書面により周知するものとする。 
 
（事務） 
第５ センターに関する事務は、地域連携課国際連携室において処理する。 
 
（雑則） 
第６ この取扱に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は国際・地域

連携センター運営戦略室会議において別に定める。 
 

附 則 
 この規則は、平成 24年４月１日から施行する。 



104



105資   料

平成  年  月  日 

� 学 ・ � � 相 談 � � 書 

（講師紹介・委員会や研修会等にも対応します！） 
��大学��・��連����ー �� 

（Tel：088-844-8555 Fax：088-844-8556 E‐mail：kt04@kochi-u.ac.jp） 

〒780－8073 高知市朝倉本町２－１７－４７       ＊受 付 番 号：ＣＲＩＣ－  

高知大学ＨP：http://www.kochi-u.ac.jp/JA/         ＊事 務受付日：平成  年  月  日 

                             ＊事務受付担当： 

 紹介機関・者              Tel  （  ）    

機関名  

所属・役職  氏 名  

連絡先 
〒 

 

T e l  F a x  

申

込

者 

E-mail  

相

談

内

容 

・相談事項は、本記入用紙１枚につき１件でお願いします。 

１．題 目 

 

 

 

 

 

２．相談内容（箇条書きでキーワードがわかるように記入願います。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所属・役職  氏 名  

T e l  F a x  
＊相談担当者 

（大学記入） 

E-mail  

・本用紙に相談内容をご記入の上、E‐mail 、Fax 又は郵送でお送り下さい。（コピーしてご利用下さい） 
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車での所要時間

●高知空港から約 45 分

●伊野インターチェンジから約 5分

●高知駅から約 20 分
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